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第一部【組織再編成に関する情報】 

第１【組織再編成の概要】 

１【組織再編成の目的等】 

(1)  経営統合の目的及び理由 

株式会社愛知銀行（以下「愛知銀行」といいます。）及び株式会社中京銀行（以下「中京

銀行」といい、愛知銀行と中京銀行を総称して「両行」といいます。）は、多種・多様な産

業の集積地である愛知県に本店を置く地域金融機関として、その社会的使命を果たしなが

ら、地域の皆さまに支えられることにより確固たる経営基盤を構築してまいりました。 

近時では、全国的に環境問題やポストコロナなど、産業構造や社会環境が変化する中、愛

知県を中心とした両行の営業圏である東海エリア（以下「当地区」といいます。）では、事

業を営むお客さまの経営課題や、個人のお客さまのライフスタイルの変化等により、お客さ

まのニーズは高度化・多様化しており、地域金融機関としての使命・役割が増し、ビジネス

チャンス拡大のターニングポイントにあると捉えております。また、フィンテック企業など

の異業種から金融分野への参入により競争環境が激しくなってきている一方、それらを競

争相手としてだけではなく、それぞれの技術や営業基盤を活かした提携関係を構築し、銀行

法の規制緩和を有効に活用するなどして、収益の柱となり得る新たな金融ビジネスを切り

拓くことで、持続的な収益基盤を構築するとともに、地域金融機関として地域社会に貢献し

ていくことが求められています。 

こうした経営環境及び経営課題を両行が認識し、拡大が見込まれる当地区の肥沃なマー

ケットにおいて、隣県を含む他の金融機関との競争が激化する中、今後も地域の皆さまの期

待に応え続けるためには、永年にわたり当地区で営業基盤を築き上げてきた両行の経営資

源や強みを活かし、都市型の金融機関同士の経営統合を実現させ、突出したプレゼンスを発

揮することにより競争力を高め、高度な金融サービスを提供し続けることが、両行のステー

クホルダーの皆さまの発展に貢献するための最適な選択であると判断し、両行間で本経営

統合契約書（下記「３ 組織再編成に係る契約等 (1) 組織再編成に係る契約の内容の概

要」において定義します。）を締結するとともに、本株式移転計画（下記「３ 組織再編成

に係る契約等 (1) 組織再編成に係る契約の内容の概要」において定義します。）を共同で

作成いたしました。 

両行は、本株式移転によりマーケットシェアの拡大やリソースの追加投入が可能となる

ことを活かし、安定した営業基盤の拡充や収益力の向上により経営環境の変化に対応する

とともに、将来にわたり持続可能なビジネスモデルを構築することで、両行の企業価値を高

め、ステークホルダーの期待に応えることを目指してまいります。 

また、両行は、統合効果の最大化を目指すべく、本株式移転の効力発生日から約２年後を

目処に両行の合併を行うことを基本的な方針として、当該合併の実行と同時期を目途とし

て、基幹系システム及び事務処理基準を愛知銀行の基幹系システム及び事務処理基準に統
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一するべく、協議・検討を進めてまいります。 

なお、中京銀行は、株式会社三菱 UFJ 銀行（以下「三菱 UFJ 銀行」といいます。）との間

で自社株公開買付応募契約書（以下「本自社株公開買付応募契約書」といいます。）を、三

菱 UFJ 銀行と、中京銀行、愛知銀行及び当社との良好な協業関係を引き続き維持すること

を前提に締結し、中京銀行は、本自社株公開買付応募契約書の定めに従い、中京銀行株式に

対する公開買付け（以下「本自己株公開買付け」といいます。）を実施し、三菱 UFJ 銀行よ

りその保有する中京銀行株式 8,534,385 株の全てを本自己株公開買付けにて取得いたしま

した。本自己株公開買付けに係る条件の概要は下表に記載のとおりですが、本自己株公開買

付けの詳細、本自己株公開買付けに係る中京銀行の意思決定の過程及び中京銀行が本自己

株公開買付けの公正性を担保するために実施した措置については、中京銀行が 2022 年５月

11 日付で公表した「自己株式の取得及び自己株式の公開買付けの開始予定に関するお知ら

せ」をご参照ください。 

１ 公開買付者 中京銀行 

２ 対象となる株券等 中京銀行の普通株式 

３ 公開買付価格 中京銀行の普通株式１株につき、1,195 円 

４ 公開買付期間 

2022年７月１日から2022年８月１日までの

21 営業日（又は中京銀行が法令等に基づき当

該期間を延長したときは、当該延長後の期間） 

５ 買付予定数の下限 無し 

６ 買付予定数の上限 8,534,385 株 

７ 撤回事由 

中京銀行が金融商品取引法（昭和 23 年法律

第 25 号。その後の改正を含みます。以下同じ。）

第 27 条の 22 の２第２項により準用される金

融商品取引法第 27 条の 11 第１項その他適用

のある法令等の範囲内で本自己株公開買付け

に係る公開買付届出書に記載するところによ

る。 

 

  



3 

(2)  上場申請会社の企業集団の概要及び当該企業集団における組織再編成対象会社と上場

申請会社の企業集団の関係 

① 上場申請会社の企業集団の概要 

ア 上場申請会社の概要 

(1) 商号 
株式会社あいちフィナンシャルグループ 

（英文表示：Aichi Financial Group, Inc.） 

(2) 事業内容 

当社は、銀行持株会社として、次の業務を営むことを目的とする。 

（1）銀行および銀行法により子会社とすることのできる会社の経営管理 

（2）前号に掲げる業務に付帯関連する一切の業務 

（3）前二号に掲げる業務のほか、銀行法により銀行持株会社が営むことがで

きる業務 

(3) 本店所在地 愛知県名古屋市中区栄三丁目14番12号 

(4) 代表者及び 

役員の就任予定 

代 表 取 締 役 社 長 伊藤 行記 （現 愛知銀行 取締役頭取） 

代 表 取 締 役 副 社 長 小林 秀夫 （現 中京銀行 取締役頭取） 

取 締 役 藏冨 宣彦 （現 愛知銀行 専務取締役） 

取 締 役 松野 裕泰 （現 愛知銀行 常務取締役） 

取 締 役 𠮷川 浩明 （現 愛知銀行 常務取締役） 

取 締 役 早川 誠  （現 中京銀行 常務執行役員） 

取 締 役 鈴木 規正 （現 愛知銀行 取締役） 

取 締 役 伊藤 謙二 （現 愛知銀行 取締役） 

取 締 役 
瀬林 寿志 （現 中京銀行 執行役員総合企画

部長） 

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 
加藤 政宏 （現 愛知銀行 取締役（監査等委

員）） 

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 
江本 𣳾敏 （現 愛知銀行 社外取締役（監査

等委員）） 

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 柴田 雄己 （現 中京銀行 社外取締役） 

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 
村田 知英子（現 愛知銀行 社外取締役（監査

等委員）） 

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 栗本 幸子 （現 中京銀行 社外監査役） 

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 
我妻 巧  （現 株式会社インテック 常勤監

査役） 

（注）１ 江本𣳾敏氏、柴田雄己氏、村田知英子氏、栗本幸子氏及び我妻巧

氏は、会社法第２条第 15 号に定める社外取締役となる予定であります。ま
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た、当社は、江本𣳾敏氏、柴田雄己氏、村田知英子氏、栗本幸子氏及び我妻

巧氏を東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、東京証券取引所及び名古屋証券取引所に届け出る予定であります。 

（注）２ 江本𣳾敏氏は、現在愛知銀行の社外取締役（監査等委員）に就任

しておりますが、本株式移転の効力発生日の前日（2022 年 10 月２日）をも

って、愛知銀行の取締役を辞任し、本株式移転の効力発生日（2022 年 10 月

３日）付で当社の社外取締役（監査等委員）に就任する予定であります。ま

た、村田知英子氏は、愛知銀行の社外取締役（監査等委員）に就任しており

ますが、同氏は、本株式移転の効力発生日の前日（2022 年 10 月２日）をも

って、愛知銀行の取締役を辞任し、本株式移転の効力発生日（2022 年 10 月

３日）付で当社の社外取締役（監査等委員）に就任する予定であります。 

（注）３ 柴田雄己氏は、現在中京銀行の社外取締役に就任しておりますが、

本株式移転の効力発生日の前日（2022 年 10 月２日）をもって、中京銀行の

取締役を辞任し、本株式移転の効力発生日（2022 年 10 月３日）付で当社の

社外取締役（監査等委員）に就任する予定であります。また、栗本幸子氏は、

現在中京銀行の社外監査役に就任しておりますが、本株式移転の効力発生日

の前日（2022 年 10 月２日）をもって、中京銀行の監査役を辞任し、本株式

移転の効力発生日（2022 年 10 月３日）付で当社の社外取締役（監査等委員）

に就任する予定であります。 

(5) 資本金 20,000百万円 

(6) 純資産(連結) 未定 

(7) 総資産(連結) 未定 

(8) 決算期 3月31日 
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イ 上場申請会社の企業集団の概要 

当社は新設会社であり、本報告書提出日現在において企業集団はありませんが、当

社設立（2022年10月３日予定）直後の時点では以下のとおりとなる予定です。 

 

[事業系統図] 

 

当社設立後の、当社と両行の状況は以下のとおりとなる予定です。 

両行は、2022年６月24日に開催された両行の定時株主総会における承認に加え、関

係当局の許認可等が得られることを前提として、2022年10月３日（予定）をもって、

本株式移転により株式移転設立完全親会社たる当社を設立することについて合意し

ております。 

 

会社名 住所 
資本金 

(百万円) 

事業の

内容 

議決権

の所有

割合 

役員の兼任等 
資金 

援助 

営業上

の取引 

設備の 

賃貸借 
当社役員

(名) 

当社従業

員(名) 

(連結子会社)     

株式会社愛知銀行 
愛知県 

名古屋市 
18,000 銀行業 100.0 7(予定) 未定 未定 未定 未定

(連結子会社)     

株
式
会
社
あ
い
ち
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ

株
式
会
社
愛
知
銀
行

本店ほか支店103、出張所２

愛銀リース株式会社（連結子会社）

愛銀ビジネスサービス株式会社（連結子会社）

当行の事務代行業務

株式会社愛銀ディーシーカード（連結子会社）

クレジットカード業務

愛銀コンピュータサービス株式会社（連結子会社）

電算機による業務処理等業務

愛知キャピタル株式会社（連結子会社）

投資事業有限責任組合の組成運営業務

株
式
会
社
中
京
銀
行

本店ほか支店86、出張所１

株式会社中京カード（連結子会社）

クレジットカード・信用保証業務

中京ファイナンス株式会社（連結子会社）

集金代行業務

銀行業

リース業

その他

銀行業

その他
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株式会社中京銀行 
愛知県 

名古屋市 
31,879 銀行業 100.0 1(予定) 未定 未定 未定 未定

(注) １ 両行は、それぞれ有価証券報告書の提出会社です。 

２ 両行は、当社の特定子会社に該当する予定です。 

３ 本株式移転に伴う当社設立日（2022年10月３日）をもって、両行は当社の株式移

転完全子会社となるため、両行の普通株式は2022年９月29日をもって上場廃止と

なる予定です。 

 

上記のとおり、本株式移転に伴う当社設立後、両行は、当社の完全子会社となる予

定です。当社の完全子会社となる両行の最近事業年度末日（2022年３月31日）時点（但

し、当該日よりも後の時点の事実関係であることを明記した注記のある記載について

はその時点）の状況は、以下のとおりです。 
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愛知銀行の概要 

(ⅰ) 事業内容 

愛知銀行の事業内容につきましては、下記「第二部 企業情報 第１ 企業の概況 ３ 

事業の内容 (1) 愛知銀行」をご参照ください。 

 

(ⅱ) 関係会社の状況 

 

名称 住所 

資本金

又は出

資金 

(百万

円) 

主要な事

業の内容 

議決権

の所有

(又は被

所有)割

合 

(％) 

愛知銀行との関係内容 

役員の 

兼任等 

(人) 

資金 

援助 

営業上 

の取引 

設備 

の賃貸借 

業務 

提携 

(連結子会社) 

愛銀ビジネス

サービス株式

会社 

名古屋市 

中村区 
30 

銀行事務

サービス

業 

所有 

100.00 

(―) 

3 

(1)
― 

預金取引

関係 

愛 知 銀 行

よ り 建 物

の 一 部 賃

借 

― 

(連結子会社) 

株式会社愛銀

ディーシーカ

ード 

名古屋市 

中村区 
30 

クレジッ

トカード

業 

所有 

88.30 

(45.41) 

2 

(1)
― 

預金取引

関係 

愛 知 銀 行

よ り 建 物

の 一 部 賃

借 

― 

(連結子会社) 

愛銀リース株

式会社 

名古屋市 

中村区 
20 リース業 

所有 

46.85 

(―) 

2 

(1)
― 

金銭貸借 

預金取引

関係 

リース取

引関係 

愛 知 銀 行

よ り 建 物

の 一 部 賃

借 

― 

(連結子会社) 

愛銀コンピュ

ータサービス

株式会社 

名古屋市 

中村区 
10 

電算機に

よる業務

処理等 

所有 

100.00 

(95.00) 

3 

(1)
― 

預金取引

関係 

愛 知 銀 行

よ り 建 物

の 一 部 賃

借 

― 

（連結子会社） 

愛知キャピタ

ル株式会社 

名古屋市

中区 
90 

投資事業

有限責任

組合の組

成、運営業

務等 

所有 

100.00 

(―) 

4 

(―)
― 

預金取引

関係 

愛 知 銀 行

よ り 建 物

の 一 部 賃

借 

― 

(注) １ 上記関係会社のうち、特定子会社はありません。 

２ 上記関係会社のうち、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社は

ありません。 

３ 「議決権の所有(又は被所有)割合」欄の( )内は、子会社による間接所有の割合

(内書き)であります。 

４ 「愛知銀行との関係内容」の「役員の兼任等」欄の( )内は、愛知銀行の役員(内

書き)であります。 

５ 愛銀リース株式会社については、経常収益（連結会社相互間の内部経常収益を除

く。）の連結経常収益に占める割合が100分の10を超えておりますが、セグメント

情報の経常収益に占める当該連結子会社の経常収益（セグメント間の内部経常収
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益又は振替高を含む。）の割合が100分の90を超えているため、主要な損益情報等

の記載を省略しております。 

 

中京銀行の概要 

(ⅰ) 事業内容 

中京銀行の事業内容につきましては、下記「第二部 企業情報 第１ 企業の概況 ３ 

事業の内容 (2) 中京銀行」をご参照ください。 

 

(ⅱ) 関係会社の状況 

 

名称 住所 

資本金又

は出資金 

(百万円) 

主要な事

業の内容 

議決権の

所有(又

は被所

有)割合 

(％) 

中京銀行との関係内容 

役員の

兼任等 

(人) 

資金 

援助 

営業上の

取引 

設備の

賃貸借 
業務提携 

(連結子会社)          

株式会社中京

カード 

名古屋市 

東区 
60 

クレジッ

トカード

業務、信

用保証業

務 

100.00 

(―) 

[―] 

1 

(1) 
― 

保証委託

関係、金

銭貸借関

係、預金

取引関係 

― ― 

(連結子会社)          

中京ファイナ

ンス株式会社 

名古屋市 

中区 
50 

集金代行

業務 

100.00 

(―) 

[―] 

1 

(1) 
― 

預金取引

関係 

中京銀

行より

建物の

一部賃

借 

― 

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、中京銀行グループは銀行業の単一セグメントであ

るため、連結子会社について銀行業務に関連して行っている事業の内容を記載し

ております。 

２ 特定子会社に該当する会社はありません。 

  

３ 「議決権の所有(又は被所有)割合」欄の( )内は子会社による間接所有の割合

(内書き)、[ ]内は、「自己と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関

係があることにより自己の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められる

者」又は「自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している者」

による所有割合(外書き)であります。 
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４ 「中京銀行との関係内容」の「役員の兼任等」欄の( )内は、中京銀行の役員(内

書き)であります。 

 

② 上場申請会社の企業集団における組織再編成対象会社と上場申請会社の企業集団の

関係 

ア 資本関係 

本株式移転により、両行は当社の完全子会社となる予定です。上記「① 上場申請

会社の企業集団の概要 イ 上場申請会社の企業集団の概要」の記載をご参照くださ

い。 

イ 役員の兼任関係 

当社と当社の完全子会社である両行との役員の兼任関係は、上記「① 上場申請会

社の企業集団の概要 イ 上場申請会社の企業集団の概要」の記載をご参照ください。 

ウ 取引関係 

当社と当社の完全子会社となる両行との取引関係は、上記「① 上場申請会社の企

業集団の概要 イ 上場申請会社の企業集団の概要」の記載をご参照ください。 

 

２【組織再編成の当事会社の概要】 

該当事項はありません。 

 

３【組織再編成に係る契約等】 

(1) 組織再編成に係る契約の内容の概要 

両行は、2022 年６月 24 日に開催された両行の定時株主総会による承認に加え、関係当

局の許認可等が得られることを前提として、2022 年 10 月３日（予定）をもって、当社を

株式移転設立完全親会社、両行を株式移転完全子会社とする株式移転を行うことを内容

とする株式移転計画（以下「本株式移転計画」といいます。）を、2022 年５月 11 日開催

の両行の取締役会の決議に基づき作成いたしました。また、両行は、2022 年５月 11 日付

で、共同株式移転の方法により両行の完全親会社となる当社を設立して経営統合するこ

とを合意する経営統合契約書（以下「本経営統合契約書」といいます。）を締結しており

ます。 

当社は、本株式移転計画に基づき、愛知銀行の普通株式１株に対して当社の普通株式

3.33 株を、中京銀行の普通株式１株に対して当社の普通株式１株を、それぞれ割当交付

いたします。本株式移転計画に定めるところにより、2022 年６月 24 日に開催された愛知

銀行の定時株主総会及び同日に開催された中京銀行の定時株主総会において、それぞれ

本株式移転計画の承認及び本株式移転に必要な事項に関する決議が行われております。

その他、本株式移転計画においては、当社の商号、本店の所在地、役員、資本金及び準備

金の額、株式上場、株主名簿管理人、剰余金の配当等につき規定されています（詳細につ

きましては、下記「(2) 株式移転計画の内容」の記載をご参照ください。）。 
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(2) 株式移転計画の内容 

本株式移転計画の内容は、次のとおりです。 

 

株式移転計画書(写) 

 

 

株式会社愛知銀行（以下「甲」という。）及び株式会社中京銀行（以下「乙」という。）は、

共同株式移転の方法による株式移転を行うことにつき合意したので、以下のとおり共同して株

式移転計画書（以下「本計画」という。）を作成する。 

 

 

第１条（本株式移転） 

本計画の定めるところに従い、甲及び乙は、共同株式移転の方法により新たに設立する株式

移転設立完全親会社（以下「新会社」という。）の成立日（第７条に定義する。以下同じ。）に

おいて、甲及び乙の発行済株式の全部を新会社に取得させる株式移転（以下「本株式移転」と

いう。）を行うものとし、これにより甲及び乙は新会社の完全子会社となる。 

 

第２条（新会社の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数その他定款で定める事項） 

１. 新会社の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数は、次の各号に掲げるとおりと

する。 

(１) 目的 

新会社の目的は、別紙１の定款第２条記載のとおりとする。 

(２) 商号 

新会社の商号は、株式会社あいちフィナンシャルグループとし、英文では Aichi 

Financial Group，Inc．と表示する。 

(３) 本店所在地 

新会社の本店の所在地は愛知県名古屋市とし、本店の所在場所は愛知県名古屋市中

区栄三丁目 14 番 12 号とする。 

(４) 発行可能株式総数 

新会社の発行可能株式総数は、150,000,000 株とする。 

２. 前項に掲げるもののほか、新会社の定款で定める事項は、別紙１の定款記載のとおりとす

る。 

 

第３条（新会社の設立時取締役の氏名及び設立時会計監査人の名称） 

１. 新会社の設立時取締役（設立時監査等委員である設立時取締役を除く。）の氏名は、次の

とおりとする。 

 取締役（代表取締役社長に選定予定）  伊藤 行記 

 取締役（代表取締役副社長に選定予定） 小林 秀夫 
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 取締役 藏冨 宣彦 

 取締役 松野 裕泰 

 取締役 𠮷川 浩明 

 取締役 早川 誠 

 取締役 鈴木 規正 

 取締役 伊藤 謙二 

 取締役 瀬林 寿志 

２． 新会社の設立時監査等委員である設立時取締役の氏名は、次のとおりとする。 

 取締役 加藤 政宏 

 社外取締役 江本 𣳾敏  

 社外取締役 柴田 雄己  

 社外取締役 村田 知英子 

 社外取締役 栗本 幸子 

 社外取締役 我妻 巧 

３． 新会社の設立時会計監査人の名称は、次のとおりとする。 

 有限責任あずさ監査法人 

 

第４条（本株式移転に際して交付する株式及びその割当て） 

１. 新会社は、本株式移転に際して、甲及び乙の発行済株式の全部を取得する時点の直前時

（以下「基準時」という。）における甲及び乙の株主に対し、それぞれその所有する甲及

び乙の普通株式に代わり、(i)甲が基準時に発行している普通株式数の合計に 3.33 を乗じ

た数、及び(ii)乙が基準時に発行している普通株式数の合計に 1を乗じた数を合計した数

と同数の新会社の普通株式（以下「交付株式」という。）を交付する。 

２. 新会社は、前項の定めにより交付される交付株式を、基準時における甲及び乙の株主に対

し、以下の割合（以下「株式移転比率」という。）をもって割り当てる。 

(１) 甲の株主に対しては、その所有する甲の普通株式１株に対して新会社の普通株式

3.33 株 

(２) 乙の株主に対しては、その所有する乙の普通株式１株に対して新会社の普通株式 1

株 

３. 前二項の計算において、１株に満たない端数が生じる場合には、会社法（平成 17 年７月

26 日法律第 86 号。その後の改正を含む。以下同じ。）第 234 条その他関係法令の規定に従

い処理するものとする。 

 

第５条（新会社の資本金及び準備金の額） 

新会社の成立日における新会社の資本金及び準備金の額は、次のとおりとする。 

(１)資本金の額 20,000,000,000 円 

(２)資本準備金の額 5,000,000,000 円 

(３)利益準備金の額 ０円 
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(４) 資本剰余金の額 会社計算規則第 52 条第１項に定める株主資本変動額から上記

(１)及び(２)の額の合計額を減じて得た額 

 

第６条（本株式移転に際して交付する新株予約権及びその割当て） 

１. 新株予約権の交付 

(1) 新会社は、本株式移転に際して、基準時における以下の表の①から⑩までの第１欄に

掲げる甲が発行している各新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれその所有する

甲の新株予約権に代わり、基準時における当該新株予約権の総数と同数の、第２欄に

掲げる新会社の新株予約権をそれぞれ交付する。 

 
 第 1 欄 第 2欄 

 名称 内容 名称 内容 

① 
株式会社愛知銀行 

第 1回新株予約権 

別紙 2-①-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 1回新株予約権 

別紙 2-①-2

記載 

② 

株式会社愛知銀行 

第 2回新株予約権 

別紙 2-②-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 2回新株予約権 

別紙 2-②-2

記載 

③ 

株式会社愛知銀行 

第 3回新株予約権 

別紙 2-③-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 3回新株予約権 

別紙 2-③-2

記載 

④ 

株式会社愛知銀行 

第 4回新株予約権 

別紙 2-④-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 4回新株予約権 

別紙 2-④-2

記載 

⑤ 

株式会社愛知銀行 

第 5回新株予約権 

別紙 2-⑤-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 5回新株予約権 

別紙 2-⑤-2

記載 

⑥ 

株式会社愛知銀行 

第 6回新株予約権 

別紙 2-⑥-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 6回新株予約権 

別紙 2-⑥-2

記載 

⑦ 

株式会社愛知銀行 

第 7回新株予約権 

別紙 2-⑦-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 7回新株予約権 

別紙 2-⑦-2

記載 

⑧ 

株式会社愛知銀行 

第 8回新株予約権 

別紙 2-⑧-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 8回新株予約権 

別紙 2-⑧-2

記載 

⑨ 

株式会社愛知銀行 

第 9回新株予約権 

別紙 2-⑨-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 9回新株予約権 

別紙 2-⑨-2

記載 

⑩ 

株式会社愛知銀行 

第 10 回新株予約権 

別紙 2-⑩-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 10 回新株予約権 

別紙 2-⑩-2

記載 

 
(2) 新会社は、本株式移転に際して、基準時における以下の表の①から⑨までの第１欄に

掲げる乙が発行している各新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれその所有する

乙の新株予約権に代わり、基準時における当該新株予約権の総数と同数の、第２欄に

掲げる新会社の新株予約権をそれぞれ交付する。 
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 第 1 欄 第 2欄 

 名称 内容 名称 内容 

① 
株式会社中京銀行 

第 1回新株予約権 

別紙 3-①-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 11 回新株予約権 

別紙 3-①-2

記載 

② 

株式会社中京銀行 

第 2回新株予約権 

別紙 3-②-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 12 回新株予約権 

別紙 3-②-2

記載 

③ 

株式会社中京銀行 

第 3回新株予約権 

別紙 3-③-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 13 回新株予約権 

別紙 3-③-2

記載 

④ 

株式会社中京銀行 

第 4回新株予約権 

別紙 3-④-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 14 回新株予約権 

別紙 3-④-2

記載 

⑤ 

株式会社中京銀行 

第 5回新株予約権 

別紙 3-⑤-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 15 回新株予約権 

別紙 3-⑤-2

記載 

⑥ 

株式会社中京銀行 

第 6回新株予約権 

別紙 3-⑥-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 16 回新株予約権 

別紙 3-⑥-2

記載 

⑦ 

株式会社中京銀行 

第 7回新株予約権 

別紙 3-⑦-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 17 回新株予約権 

別紙 3-⑦-2

記載 

⑧ 

株式会社中京銀行 

第 8回新株予約権 

別紙 3-⑧-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 18 回新株予約権 

別紙 3-⑧-2

記載 

⑨ 

株式会社中京銀行 

第 9回新株予約権 

別紙 3-⑨-1

記載 

株式会社あいちフィナンシャ

ルグループ 

第 19 回新株予約権 

別紙 3-⑨-2

記載 

 
２. 新株予約権の割当て 

(1) 新会社は、本株式移転に際し、基準時における甲の新株予約権者に対し、その所有す

る前項第(1)号の表①から⑩までの第１欄に掲げる新株予約権１個につき、それぞれ

第２欄に掲げる新株予約権１個を割り当てる。 

(2) 新会社は、本株式移転に際し、基準時における乙の新株予約権者に対し、その所有す

る前項第(2)号の表の①から⑨までの第１欄に掲げる新株予約権１個につき、それぞ

れ第２欄に掲げる新株予約権１個を割り当てる。 

 

第７条（新会社の成立日） 

新会社の設立の登記をすべき日（本計画において「成立日」という。）は、2022 年 10 月３日

とする。但し、本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合は、甲乙協議

の上、合意によりこれを変更することができる。 

 

第８条（株式移転計画承認株主総会） 

１. 甲は、2022 年６月 24 日を開催日として定時株主総会を招集し、本計画の承認及び本株式

移転に必要な事項に関する決議を求めるものとする。 

２. 乙は、2022 年６月 24 日を開催日として定時株主総会を招集し、本計画の承認及び本株式



14 

移転に必要な事項に関する決議を求めるものとする。 

３. 本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合は、甲乙協議の上、合意

により、前二項に定める本計画の承認及び本株式移転に必要な事項に関する決議を求める

各株主総会の開催日を変更することができる。 

 

第９条（株式上場、株主名簿管理人） 

１. 新会社は、成立日において、その発行する普通株式の株式会社東京証券取引所（以下「東

京証券取引所」という。）のプライム市場及び株式会社名古屋証券取引所（以下「名古屋

証券取引所」という。）のプレミア市場への上場を予定するものとし、甲乙協議の上、可

能な限り相互に協力して当該上場に必要な手続を行う。 

２. 甲及び乙は、新会社が発行する普通株式について、東京証券取引所のプライム市場及び名

古屋証券取引所のプレミア市場での上場が維持されるよう、相互に協力して必要な手続を

行う。 

３. 新会社の設立時における株主名簿管理人は、三菱 UFJ 信託銀行株式会社とする。 

 

第 10 条（剰余金の配当） 

１. 甲は、①2022 年３月 31 日の最終の株主名簿に記載又は記録された甲の普通株主又は普通

株式の登録株式質権者に対し、普通株式１株あたり 220 円を限度として、②2022 年９月

30 日の最終の株主名簿に記載又は記録された甲の普通株主又は普通株式の登録株式質権者

に対し、普通株式１株あたり 150 円を限度として、それぞれ剰余金の配当を行うことがで

きる。 

２. 乙は、①2022 年３月 31 日の最終の株主名簿に記載又は記録された乙の普通株主又は普通

株式の登録株式質権者に対し、普通株式１株あたり 35 円を限度として、②2022 年９月 30

日の最終の株主名簿に記載又は記録された乙の普通株主又は普通株式の登録株式質権者に

対し、普通株式１株あたり 141 円を限度として、それぞれ剰余金の配当を行うことができ

る。 

３. 甲及び乙は、前二項に定める場合を除き、本計画作成後新会社の成立日までの間、新会社

の成立日以前を基準日とする剰余金の配当決議を行ってはならない。但し、甲及び乙にて

協議の上、合意をした場合についてはこの限りでない。 

 

第 11 条（自己株式の消却） 

甲及び乙は、新会社の成立日の前日までに開催されるそれぞれの取締役会の決議により、そ

れぞれが基準時において保有する自己株式（本株式移転に際して行使される会社法第 806 条第

１項に定める反対株主の株式買取請求に応じて取得する自己株式を含む。）の全部を消却するも

のとする。 

 

第 12 条（会社財産の管理等） 

１. 甲及び乙は、本計画作成後新会社の成立日までの間、それぞれ善良な管理者の注意をもっ
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て自らの業務の遂行並びに財産の管理及び運営を行い、かつ、それぞれの子会社をして善

良なる管理者の注意をもって自らの業務の遂行並びに財産の管理及び運営を行わせるもの

とし、それぞれの財産又は権利義務に重大な影響を及ぼし得る行為については、本計画に

おいて別途定める場合を除き、あらかじめ甲及び乙が協議し、合意の上、これを行い、又

はこれを行わせる。 

２. 甲及び乙は、本計画作成後新会社の成立日までの間、本株式移転の実行若しくは本株式移

転比率の合理性に重大な悪影響を与えるおそれのある事由若しくは事象が判明した場合に

は、相手方に対し、速やかにその旨を書面で通知するものとし、甲及び乙は、その取扱い

について誠実に協議するものとする。 

 

第 13 条（本計画の効力） 

本計画は、第８条に定める甲若しくは乙の株主総会のいずれかにおいて、本計画の承認及び本

株式移転に必要な事項に関する決議が得られなかった場合、新会社の成立日までに本株式移転

を行うにあたり必要な関係当局の許認可等（本株式移転に関する銀行法第 52 条の 17 第１項に

規定される認可を含むがこれに限らない。）が得られなかった場合、又は、次条に基づき本株式

移転を中止する場合には、その効力を失うものとする。 

 

第 14 条（株式移転条件の変更及び本株式移転の中止） 

本計画の作成後新会社成立日までの間において、甲若しくは乙の財産状態若しくは経営状態

に重大な変更が発生した場合若しくは重大な影響を与える事由があることが判明した場合、又

は本株式移転の実行に重大な支障となる事態が生じ若しくは明らかとなった場合、その他本計

画の目的の達成が著しく困難となった場合には、甲及び乙は協議の上、合意により、本株式移

転の条件その他本計画の内容を変更し、又は本株式移転を中止することができる。 

 

第 15 条（協議事項） 

本計画に定める事項のほか、本計画に定めがない事項、その他本株式移転に必要な事項は、

本計画の趣旨に従い、甲及び乙が別途協議し、合意の上定める。 
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以上、本計画の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有す

る。 

 

 

 

2022 年５月 11 日 

 

甲： 愛知県名古屋市中区栄三丁目 14 番 12 号 

                     株式会社 愛知銀行 

                     取締役頭取 伊藤 行記   印 

 

 

乙： 愛知県名古屋市中区栄三丁目 33 番 13 号 

                     株式会社 中京銀行 

取締役頭取 小林 秀夫   印 
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別紙 1 

 

株式会社あいちフィナンシャルグループ 定款 

 

第１章 総   則 

 

（商号） 

第１条 当会社は､株式会社あいちフィナンシャルグループと称する。英文では､Aichi Financi

al Group，Inc．と表示する。 

 

（目的） 

第２条 当会社は、銀行持株会社として、次の業務を営むことを目的とする。 

   (1) 銀行および銀行法により子会社とすることのできる会社の経営管理 

   (2) 前号に掲げる業務に付帯関連する一切の業務 

   (3) 前２号に掲げる業務のほか、銀行法により銀行持株会社が営むことができる業務 

 

（本店の所在地） 

第３条 当会社は、本店を名古屋市に置く。 

 

（公告方法） 

第４条 当会社の公告は、電子公告により行う。 

２ やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞および中日

新聞に掲載する方法により行う。 

 

第２章 株   式 

 

（発行可能株式総数） 

第５条 当会社の発行可能株式総数は、150,000,000株とする。 

 

（自己株式の取得） 

第６条 当会社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等によ

り自己株式を取得することができる。 

 

（単元株式数） 

第７条 当会社の１単元の株式数は、100株とする。 

 

（単元未満株主の売渡請求） 

第８条 当会社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式

数となる数の株式を売り渡すこと（以下「買増し」という。）を当会社に請求することができ

る。 

 

（単元未満株主の権利制限）  

第９条  当会社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

   (1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

   (2) 取得請求権付株式の取得を請求する権利 
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   (3) 募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利 

   (4) 前条に規定する単元未満株式の買増しを請求することができる権利 

 

（株主名簿管理人） 

第10条 当会社は、株主名簿管理人を置く。 

２ 株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取締役会の決議によって選定し、公告する。 

 

（株式取扱規程） 

第11条 株主名簿および新株予約権原簿への記載または記録、単元未満株式の買取り・買増し、

その他株式または新株予約権に関する取扱いおよび手数料、株主の権利行使に際しての手続等

については、法令または定款に定めるもののほか、取締役会において定める株式取扱規程によ

る。 

 

（基準日） 

第12条 当会社は、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された議決権を有する株主

をもって、その事業年度に関する定時株主総会において権利を行使することができる株主とす

る。 

２ 前項にかかわらず、必要がある場合は、取締役会の決議によって、あらかじめ公告して、一

定の日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者をもって、その権

利を行使することができる株主または登録株式質権者とすることができる。 

 

第３章 株 主 総 会 

 

（招集） 

第13条 定時株主総会は毎年６月に招集し、臨時株主総会は必要がある場合に招集する。 

 

（招集地） 

第14条 当会社の株主総会は、本店所在地およびその隣接地において招集する。 

 

（招集権者および議長） 

第15条  株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によって、取締役社

長が招集する。取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会において定めた順序によ

り、他の取締役が招集する。 

２  株主総会においては、取締役社長が議長となる。取締役社長に事故があるときは、あらかじ

め取締役会において定めた順序により、他の取締役が議長となる。 

 

（電子提供措置等）  

第16条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類等の内容である情報について、電

子提供措置をとるものとする。 

２  当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で定めるものの全部または一部につい

て、議決権の基準日までに書面交付請求した株主に対して交付する書面に記載しないことが

できる。 

 

（議決権の代理行使） 

第17条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、議決権を行使すること
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ができる。 

２ 前項の場合には、株主または代理人は代理権を証明する書面を、株主総会ごとに当会社に提

出しなければならない。 

 

（決議の方法） 

第18条 株主総会の決議は、法令または定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を

行使することができる株主の議決権の過半数をもって行う。 

２  会社法第309条第２項の定めによる決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、議決権を

行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分

の２以上をもって行う。 

 

（議事録） 

第19条 株主総会における議事の経過の要領およびその結果ならびにその他法令に定める事項

は、議事録に記載または記録する。 

 

第４章 取締役および取締役会 

 

（取締役会の設置） 

第20条  当会社は取締役会を置く。 

 

（取締役の員数） 

第21条 当会社の取締役は、20名以内とする。 

２ 前項の取締役のうち、監査等委員である取締役（以下、「監査等委員」という。）は、10名

以内とする。 

 

（取締役の選任） 

第22条  取締役は、監査等委員とそれ以外の取締役とを区別して株主総会の決議によって選任す

る。 

２  取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。 

３  取締役の選任決議は、累積投票によらない。 

 

（取締役の任期） 

第23条 取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会終結の時までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、監査等委員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度 のう

ち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとする。 

３ 補欠として選任された監査等委員の任期は、退任した監査等委員の任期の満了する時までと

する。 

 

（代表取締役および役付取締役） 

第24条 当会社は、取締役会の決議によって、代表取締役を選定する。 

２ 代表取締役は会社を代表する。 

３ 取締役会は、その決議によって、取締役社長１名を選定し、また必要に応じ、取締役会長１
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名および取締役副社長、専務取締役、常務取締役各若干名を選定することができる。 

 

（取締役会の招集権者および議長） 

第25条 取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き取締役社長が招集し、議長となる。取

締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会において定めた順序により、他の取締役が

招集し、議長となる。 

 

（取締役会の招集通知） 

第26条 取締役会の招集通知は、各取締役に対し、会日の３日前までに発する。ただし、緊急の

場合には、この期間を短縮することができる。 

２ 取締役会は、取締役の全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで開くことができる。 

 

（取締役会の決議の方法） 

第27条 取締役会の決議は、取締役の過半数が出席し、出席した取締役の過半数をもって行う。 

 

（取締役会の決議の省略） 

第28条 当会社は取締役の全員が取締役会の決議事項について書面または電磁的記録により同

意した場合には、当該決議事項を可決する旨の取締役会の決議があったものとみなす。 

 

（業務執行の決定の取締役への委任） 

第29条 当会社は会社法第399条の13第６項の規定により、取締役会の決議によって重要な業務

執行（同条第５項各号に掲げる事項を除く。）の決定の全部又は一部を取締役に委任すること

ができる。 

 

（取締役会の議事録） 

第30条 取締役会における議事の経過の要領およびその結果ならびにその他法令で定める事項

は、議事録に記載または記録し、出席した取締役がこれに記名押印または電子署名する。 

 

（取締役会規程） 

第31条  取締役会に関する事項は、法令または定款に定めるもののほか、取締役会において定め

る取締役会規程による。 

 

（取締役の報酬等） 

第32条 取締役の報酬等は、株主総会の決議によって監査等委員とそれ以外の取締役とを区別し

て定める。 

 

（取締役との責任限定契約） 

第33条 当会社は会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるものを除

く。）との間に、同法第423条第１項の行為による賠償責任を限定する契約を締結することがで

きる。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額とする。 

 

第５章 監査等委員会 

 

（監査等委員会の設置） 

第34条 当会社は監査等委員会を置く。 
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（監査等委員会の招集通知） 

第35条  監査等委員会の招集通知は、各監査等委員に対し､会日の３日前までに発する。 

  ただし、緊急の場合には、この期間を短縮することができる。 

２ 監査等委員会は、監査等委員全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで開くことがで

きる。 

 

（監査等委員会の決議の方法） 

第36条 監査等委員会の決議は、監査等委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う｡ 

 

（監査等委員会の議事録） 

第37条 監査等委員会における議事の経過の要領およびその結果ならびにその他法令で定める

事項は議事録に記載または記録し、出席した監査等委員がこれに記名押印または電子署名する。 

 

（監査等委員会規程） 

第38条  監査等委員会に関する事項は、法令または定款に定めるもののほか、監査等委員会にお

いて定める監査等委員会規程による。 

 

第６章 会 計 監 査 人 

 

（会計監査人の設置） 

第39条 当会社は会計監査人を置く。 

 

（会計監査人の選任） 

第40条 会計監査人は、株主総会の決議によって選任する。 

 

（会計監査人の任期） 

第41条 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会終結の時までとする。 

２ 会計監査人は、前項の定時株主総会において別段の決議がされなかったときは、当該定時株

主総会において再任されたものとみなす。 

 

（会計監査人の報酬等） 

第42条  会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査等委員会の同意を得て定める。 

 

第７章 計   算 

 

（事業年度） 

第43条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月31日までとする。 

 

（期末配当金） 

第44条  当会社は株主総会の決議によって毎年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録さ

れた株主または登録株式質権者に対し、金銭による剰余金の配当（以下、「期末配当金」とい

う。）を支払う。 
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（中間配当金） 

第45条  当会社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録

された株主または登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（以下、

「中間配当金」という。）をすることができる。 

 

（配当金等の除斥期間） 

第46条 期末配当金および中間配当金が、支払開始の日から満５年を経過しても受領されないと

きは、当会社はその支払の義務を免れる。 

２  未払の期末配当金および中間配当金には利息をつけない。 

 

附   則 

 

(最初の事業年度)  

第１条 第43条の規定にかかわらず、当会社の最初の事業年度は、当会社の成立の日から2023年

３月31日までとする。 

 

(最初の取締役の報酬等)  

第２条 第32条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総会終結の時まで

の取締役（監査等委員を除く）の報酬等の総額は年額260百万円以内とする。 

２ 第32条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総会終結の時までの監査

等委員の報酬等の総額は年額90百万円以内とする。 

 

(本附則の削除)  

第３条 本附則は、当会社の成立後最初の定時株主総会終結の時をもって、削除する。 
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別紙2-①-1 

株式会社愛知銀行第１回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称   株式会社愛知銀行 第１回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 100 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当行が当行普通株式の株式分割（当行普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当行が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当行は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当行は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権の払込金額の算定方法 

新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当日においてブラック･ショールズ･モデルによ

り算定した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は四捨五入）に付与株式数を乗じ

た金額とする。 

また、割当てを受けた者は、当該払込金額の払込みに代えて、当行に対して有する報酬債

権と新株予約権の払込金額の債務とを相殺するものとする。 

５．新株予約権を行使することができる期間 

2012 年７月 21 日から 2042 年７月 20 日までとする。 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 
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（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

７．新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当行の取締役会の決議による承認を要する。 

８．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当行株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当行の取締役会決議がなされた場合）は、当行取締役会

が別途定める日に、当行は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当行が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当行が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当行の承認を要することもしくは当該種類の株式について当行が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

９．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当行が、合併（当行が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当行が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
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組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 

（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記５.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記５.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記６.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記８.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

10．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

11．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記５.の期間内において、当行の取締役および監査役のいずれの地位

をも喪失した日（以下、「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することが

できる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記５.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記９.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2041 年７月 20 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2041 年７月 21 日から 2042 年７月 20 日 

② 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案または当行が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 
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（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

12．新株予約権の割当日           2012 年７月 20 日 

 

以  上 
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別紙2-①-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第１回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第１回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 333 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権を行使することができる期間 

2022 年 10 月３日から 2042 年７月 20 日までとする。 

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 

（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

６．新株予約権の譲渡制限 
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譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の決議による承認を要する。 

７．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当社株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会

が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当社の承認を要することもしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

８．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 
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（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記４.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記４.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記５.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記７.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 10.に準じて決定する。 

９．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

10．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記４.の期間内において、当社、株式会社愛知銀行または株式会社中

京銀行の取締役および監査役のいずれの地位をも喪失した日（以下、「地位喪失日」という）

の翌日以降、新株予約権を行使することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記４.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記８.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2041 年７月 20 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2041 年７月 21 日から 2042 年７月 20 日 

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 

（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

11．新株予約権の割当日           2022 年 10 月３日 

 

以  上 
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別紙2-②-1 

株式会社愛知銀行第２回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称   株式会社愛知銀行 第２回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 100 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当行が当行普通株式の株式分割（当行普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当行が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当行は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当行は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権の払込金額の算定方法 

新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当日においてブラック･ショールズ･モデルによ

り算定した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は四捨五入）に付与株式数を乗じ

た金額とする。 

また、割当てを受けた者は、当該払込金額の払込みに代えて、当行に対して有する報酬債

権と新株予約権の払込金額の債務とを相殺するものとする。 

５．新株予約権を行使することができる期間 

2013 年７月 20 日から 2043 年７月 19 日までとする。 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 
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（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

７．新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当行の取締役会の決議による承認を要する。 

８．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当行株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当行の取締役会決議がなされた場合）は、当行取締役会

が別途定める日に、当行は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当行が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当行が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当行の承認を要することもしくは当該種類の株式について当行が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

９．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当行が、合併（当行が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当行が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
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組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 

（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記５.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記５.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記６.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記８.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

10．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

11．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記５.の期間内において、当行の取締役および監査役のいずれの地位

をも喪失した日（以下、「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することが

できる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記５.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記９.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2042 年７月 19 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2042 年７月 20 日から 2043 年７月 19 日 

② 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案または当行が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 



33 

（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

12．新株予約権の割当日           2013 年７月 19 日 

 

以  上 
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別紙2-②-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第２回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第２回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 333 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権を行使することができる期間 

2022 年 10 月３日から 2043 年７月 19 日までとする。 

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 

（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

６．新株予約権の譲渡制限 
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譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の決議による承認を要する。 

７．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当社株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会

が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当社の承認を要することもしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

８．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 
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（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記４.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記４.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記５.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記７.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 10.に準じて決定する。 

９．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

10．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記４.の期間内において、当社、株式会社愛知銀行または株式会社中

京銀行の取締役および監査役のいずれの地位をも喪失した日（以下、「地位喪失日」という）

の翌日以降、新株予約権を行使することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記４.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記８.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2042 年７月 19 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2042 年７月 20 日から 2043 年７月 19 日 

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 

（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

11．新株予約権の割当日           2022 年 10 月３日 

 

以  上 
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別紙2-③-1 

株式会社愛知銀行第３回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称   株式会社愛知銀行 第３回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 100 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当行が当行普通株式の株式分割（当行普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当行が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当行は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当行は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権の払込金額の算定方法 

新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当日においてブラック･ショールズ･モデルによ

り算定した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は四捨五入）に付与株式数を乗じ

た金額とする。 

また、割当てを受けた者は、当該払込金額の払込みに代えて、当行に対して有する報酬債

権と新株予約権の払込金額の債務とを相殺するものとする。 

５．新株予約権を行使することができる期間 

2014 年７月 26 日から 2044 年７月 25 日までとする。 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 
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（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

７．新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当行の取締役会の決議による承認を要する。 

８．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当行株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当行の取締役会決議がなされた場合）は、当行取締役会

が別途定める日に、当行は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当行が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当行が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当行の承認を要することもしくは当該種類の株式について当行が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

９．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当行が、合併（当行が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当行が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
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組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 

（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記５.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記５.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記６.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記８.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

10．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

11．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記５.の期間内において、当行の取締役および監査役のいずれの地位

をも喪失した日（以下、「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することが

できる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記５.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記９.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2043 年７月 25 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2043 年７月 26 日から 2044 年７月 25 日 

② 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案または当行が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 
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（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

12．新株予約権の割当日           2014 年７月 25 日 

 

以  上 
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別紙2-③-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第３回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第３回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 333 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権を行使することができる期間 

2022 年 10 月３日から 2044 年７月 25 日までとする。 

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 

（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

６．新株予約権の譲渡制限 
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譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の決議による承認を要する。 

７．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当社株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会

が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当社の承認を要することもしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

８．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 
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（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記４.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記４.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記５.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記７.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 10.に準じて決定する。 

９．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

10．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記４.の期間内において、当社、株式会社愛知銀行または株式会社中

京銀行の取締役および監査役のいずれの地位をも喪失した日（以下、「地位喪失日」という）

の翌日以降、新株予約権を行使することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記４.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記８.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2043 年７月 25 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2043 年７月 26 日から 2044 年７月 25 日 

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 

（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

11．新株予約権の割当日           2022 年 10 月３日 

 

以  上 
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別紙2-④-1 

株式会社愛知銀行第４回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称   株式会社愛知銀行 第４回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 100 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当行が当行普通株式の株式分割（当行普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当行が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当行は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当行は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権の払込金額の算定方法 

新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当日においてブラック･ショールズ･モデルによ

り算定した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は四捨五入）に付与株式数を乗じ

た金額とする。 

また、割当てを受けた者は、当該払込金額の払込みに代えて、当行に対して有する報酬債

権と新株予約権の払込金額の債務とを相殺するものとする。 

５．新株予約権を行使することができる期間 

2015 年７月 25 日から 2045 年７月 24 日までとする。 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 
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（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

７．新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当行の取締役会の決議による承認を要する。 

８．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当行株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当行の取締役会決議がなされた場合）は、当行取締役会

が別途定める日に、当行は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当行が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当行が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当行の承認を要することもしくは当該種類の株式について当行が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

９．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当行が、合併（当行が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当行が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
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組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 

（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記５.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記５.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記６.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記８.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

10．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

11．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記５.の期間内において、当行の取締役および監査役のいずれの地位

をも喪失した日（以下、「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することが

できる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記５.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記９.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2044 年７月 24 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2044 年７月 25 日から 2045 年７月 24 日 

② 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案または当行が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 
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（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

12．新株予約権の割当日           2015 年７月 24 日 

 

以  上 
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別紙2-④-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第４回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第４回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 333 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権を行使することができる期間 

2022 年 10 月３日から 2045 年７月 24 日までとする。 

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 

（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

６．新株予約権の譲渡制限 
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譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の決議による承認を要する。 

７．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当社株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会

が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当社の承認を要することもしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

８．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 
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（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記４.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記４.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記５.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記７.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 10.に準じて決定する。 

９．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

10．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記４.の期間内において、当社、株式会社愛知銀行または株式会社中

京銀行の取締役および監査役のいずれの地位をも喪失した日（以下、「地位喪失日」という）

の翌日以降、新株予約権を行使することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記４.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記８.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2044 年７月 24 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2044 年７月 25 日から 2045 年７月 24 日 

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 

（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

11．新株予約権の割当日           2022 年 10 月３日 

 

以  上 
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別紙2-⑤-1 

株式会社愛知銀行第５回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称   株式会社愛知銀行 第５回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 100 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当行が当行普通株式の株式分割（当行普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当行が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当行は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当行は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権の払込金額の算定方法 

新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当日においてブラック･ショールズ･モデルによ

り算定した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は四捨五入）に付与株式数を乗じ

た金額とする。 

また、割当てを受けた者は、当該払込金額の払込みに代えて、当行に対して有する報酬債

権と新株予約権の払込金額の債務とを相殺するものとする。 

５．新株予約権を行使することができる期間 

2016 年７月 23 日から 2046 年７月 22 日までとする。 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 
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（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

７．新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当行の取締役会の決議による承認を要する。 

８．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当行株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当行の取締役会決議がなされた場合）は、当行取締役会

が別途定める日に、当行は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当行が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当行が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当行の承認を要することもしくは当該種類の株式について当行が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

９．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当行が、合併（当行が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当行が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
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組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 

（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記５.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記５.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記６.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記８.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

10．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

11．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記５.の期間内において、当行の取締役（監査等委員である取締役を

含む）の地位を喪失した日（以下、「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使

することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記５.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記９.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2045 年７月 22 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2045 年７月 23 日から 2046 年７月 22 日 

② 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案または当行が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 
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（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

12．新株予約権の割当日           2016 年７月 22 日 

 

以  上 
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別紙2-⑤-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第５回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第５回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 333 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権を行使することができる期間 

2022 年 10 月３日から 2046 年７月 22 日までとする。 

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 

（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

６．新株予約権の譲渡制限 
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譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の決議による承認を要する。 

７．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当社株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会

が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当社の承認を要することもしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

８．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 
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（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記４.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記４.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記５.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記７.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 10.に準じて決定する。 

９．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

10．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記４.の期間内において、当社、株式会社愛知銀行または株式会社中

京銀行の取締役（監査等委員である取締役を含む）の地位を喪失した日（以下、「地位喪失

日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記４.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記８.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2045 年７月 22 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2045 年７月 23 日から 2046 年７月 22 日 

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 

（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

11．新株予約権の割当日           2022 年 10 月３日 

 

以  上 
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別紙2-⑥-1 

株式会社愛知銀行第６回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称   株式会社愛知銀行 第６回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 100 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当行が当行普通株式の株式分割（当行普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当行が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当行は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当行は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権の払込金額の算定方法 

新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当日においてブラック･ショールズ･モデルによ

り算定した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は四捨五入）に付与株式数を乗じ

た金額とする。 

また、割当てを受けた者は、当該払込金額の払込みに代えて、当行に対して有する報酬債

権と新株予約権の払込金額の債務とを相殺するものとする。 

５．新株予約権を行使することができる期間 

2017 年７月 22 日から 2047 年７月 21 日までとする。 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 
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（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

７．新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当行の取締役会の決議による承認を要する。 

８．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当行株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当行の取締役会決議がなされた場合）は、当行取締役会

が別途定める日に、当行は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当行が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当行が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当行の承認を要することもしくは当該種類の株式について当行が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

９．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当行が、合併（当行が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当行が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
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組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 

（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記５.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記５.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記６.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記８.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

10．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

11．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記５.の期間内において、当行の取締役（監査等委員である取締役を

含む）の地位を喪失した日（以下、「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使

することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記５.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記９.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2046 年７月 21 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2046 年７月 22 日から 2047 年７月 21 日 

② 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案または当行が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 
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（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

12．新株予約権の割当日           2017 年７月 21 日 

 

以  上 
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別紙2-⑥-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第６回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第６回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 333 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権を行使することができる期間 

2022 年 10 月３日から 2047 年７月 21 日までとする。 

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 

（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

６．新株予約権の譲渡制限 



63 

譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の決議による承認を要する。 

７．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当社株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会

が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当社の承認を要することもしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

８．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 
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（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記４.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記４.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記５.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記７.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 10.に準じて決定する。 

９．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

10．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記４.の期間内において、当社、株式会社愛知銀行または株式会社中

京銀行の取締役（監査等委員である取締役を含む）の地位を喪失した日（以下、「地位喪失

日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記４.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記８.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2046 年７月 21 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2046 年７月 22 日から 2047 年７月 21 日 

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 

（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

11．新株予約権の割当日           2022 年 10 月３日 

 

以  上 
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別紙2-⑦-1 

株式会社愛知銀行第７回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称   株式会社愛知銀行 第７回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 100 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当行が当行普通株式の株式分割（当行普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当行が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当行は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当行は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権の払込金額の算定方法 

新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当日においてブラック･ショールズ･モデルによ

り算定した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は四捨五入）に付与株式数を乗じ

た金額とする。 

また、割当てを受けた者は、当該払込金額の払込みに代えて、当行に対して有する報酬債

権と新株予約権の払込金額の債務とを相殺するものとする。 

５．新株予約権を行使することができる期間 

2018 年７月 21 日から 2048 年７月 20 日までとする。 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 
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（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

７．新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当行の取締役会の決議による承認を要する。 

８．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当行株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当行の取締役会決議がなされた場合）は、当行取締役会

が別途定める日に、当行は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当行が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当行が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当行の承認を要することもしくは当該種類の株式について当行が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

９．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当行が、合併（当行が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当行が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
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組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 

（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記５.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記５.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記６.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記８.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

10．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

11．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記５.の期間内において、当行の取締役（監査等委員である取締役を

含む）の地位を喪失した日（以下、「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使

することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記５.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記９.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2047 年７月 20 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2047 年７月 21 日から 2048 年７月 20 日 

② 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案または当行が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 



68 

（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

12．新株予約権の割当日           2018 年７月 20 日 

 

以  上 
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別紙2-⑦-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第７回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第７回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 333 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権を行使することができる期間 

2022 年 10 月３日から 2048 年７月 20 日までとする。 

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 

（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

６．新株予約権の譲渡制限 
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譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の決議による承認を要する。 

７．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当社株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会

が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当社の承認を要することもしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

８．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 
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（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記４.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記４.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記５.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記７.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 10.に準じて決定する。 

９．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

10．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記４.の期間内において、当社、株式会社愛知銀行または株式会社中

京銀行の取締役（監査等委員である取締役を含む）の地位を喪失した日（以下、「地位喪失

日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記４.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記８.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2047 年７月 20 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2047 年７月 21 日から 2048 年７月 20 日 

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 

（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

11．新株予約権の割当日           2022 年 10 月３日 

 

以  上 

  



72 

別紙2-⑧-1 

株式会社愛知銀行第８回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称   株式会社愛知銀行 第８回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 100 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当行が当行普通株式の株式分割（当行普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当行が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当行は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当行は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権の払込金額の算定方法 

新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当日においてブラック･ショールズ･モデルによ

り算定した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は四捨五入）に付与株式数を乗じ

た金額とする。 

また、割当てを受けた者は、当該払込金額の払込みに代えて、当行に対して有する報酬債

権と新株予約権の払込金額の債務とを相殺するものとする。 

５．新株予約権を行使することができる期間 

2019 年７月 20 日から 2049 年７月 19 日までとする。 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 
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（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

７．新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当行の取締役会の決議による承認を要する。 

８．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当行株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当行の取締役会決議がなされた場合）は、当行取締役会

が別途定める日に、当行は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当行が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当行が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当行の承認を要することもしくは当該種類の株式について当行が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

９．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当行が、合併（当行が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当行が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
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組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 

（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記５.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記５.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記６.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記８.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

10．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

11．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記５.の期間内において、当行の取締役（監査等委員である取締役を

含む）の地位を喪失した日（以下、「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使

することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記５.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記９.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2048 年７月 19 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2048 年７月 20 日から 2049 年７月 19 日 

② 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案または当行が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 
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（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

12．新株予約権の割当日           2019 年７月 19 日 

 

以  上 
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別紙2-⑧-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第８回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第８回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 333 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権を行使することができる期間 

2022 年 10 月３日から 2049 年７月 19 日までとする。 

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 

（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

６．新株予約権の譲渡制限 
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譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の決議による承認を要する。 

７．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当社株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会

が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当社の承認を要することもしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

８．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 
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（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記４.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記４.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記５.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記７.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 10.に準じて決定する。 

９．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

10．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記４.の期間内において、当社、株式会社愛知銀行または株式会社中

京銀行の取締役（監査等委員である取締役を含む）の地位を喪失した日（以下、「地位喪失

日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記４.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記８.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2048 年７月 19 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2048 年７月 20 日から 2049 年７月 19 日 

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 

（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

11．新株予約権の割当日           2022 年 10 月３日 

 

以  上 
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別紙2-⑨-1 

株式会社愛知銀行第９回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称   株式会社愛知銀行 第９回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 100 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当行が当行普通株式の株式分割（当行普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当行が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当行は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当行は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権の払込金額の算定方法 

新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当日においてブラック･ショールズ･モデルによ

り算定した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は四捨五入）に付与株式数を乗じ

た金額とする。 

また、割当てを受けた者は、当該払込金額の払込みに代えて、当行に対して有する報酬債

権と新株予約権の払込金額の債務とを相殺するものとする。 

５．新株予約権を行使することができる期間 

2020 年７月 23 日から 2050 年７月 22 日までとする。 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 
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（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

７．新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当行の取締役会の決議による承認を要する。 

８．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当行株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当行の取締役会決議がなされた場合）は、当行取締役会

が別途定める日に、当行は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当行が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当行が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当行の承認を要することもしくは当該種類の株式について当行が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

９．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当行が、合併（当行が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当行が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
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組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 

（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記５.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記５.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記６.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記８.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

10．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

11．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記５.の期間内において、当行の取締役（監査等委員である取締役を

含む）の地位を喪失した日（以下、「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使

することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記５.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記９.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2049 年７月 22 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2049 年７月 23 日から 2050 年７月 22 日 

② 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案または当行が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 
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（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

12．新株予約権の割当日           2020 年７月 22 日 

 

以  上 
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別紙2-⑨-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第９回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第９回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 333 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権を行使することができる期間 

2022 年 10 月３日から 2050 年７月 22 日までとする。 

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 

（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

６．新株予約権の譲渡制限 
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譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の決議による承認を要する。 

７．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当社株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会

が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当社の承認を要することもしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

８．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 
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（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記４.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記４.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記５.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記７.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 10.に準じて決定する。 

９．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

10．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記４.の期間内において、当社、株式会社愛知銀行または株式会社中

京銀行の取締役（監査等委員である取締役を含む）の地位を喪失した日（以下、「地位喪失

日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記４.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記８.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2049 年７月 22 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2049 年７月 23 日から 2050 年７月 22 日 

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 

（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

11．新株予約権の割当日           2022 年 10 月３日 

 

以  上 
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別紙 2-⑩-1 

株式会社愛知銀行第10回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称   株式会社愛知銀行 第 10 回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 100 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当行が当行普通株式の株式分割（当行普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当行が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当行は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当行は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権の払込金額の算定方法 

新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当日においてブラック･ショールズ･モデルによ

り算定した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は四捨五入）に付与株式数を乗じ

た金額とする。 

また、割当てを受けた者は、当該払込金額の払込みに代えて、当行に対して有する報酬債

権と新株予約権の払込金額の債務とを相殺するものとする。 

５．新株予約権を行使することができる期間 

2021 年７月 22 日から 2051 年７月 21 日までとする。 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 
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（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

７．新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当行の取締役会の決議による承認を要する。 

８．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当行株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当行の取締役会決議がなされた場合）は、当行取締役会

が別途定める日に、当行は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当行が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当行が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当行の承認を要することもしくは当該種類の株式について当行が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

９．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当行が、合併（当行が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当行が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
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組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 

（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記５.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記５.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記６.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記８.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

10．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

11．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記５.の期間内において、当行の取締役（監査等委員である取締役を

含む）の地位を喪失した日（以下、「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使

することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記５.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記９.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2050 年７月 21 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2050 年７月 22 日から 2051 年７月 21 日 

② 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案または当行が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 
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（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

12．新株予約権の割当日           2021 年７月 21 日 

 

以  上 
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別紙2-⑩-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第10回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第 10 回新株予約権 

２．新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という）は 333 株とする。ただし、新株予約権を割り

当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の

株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、

次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな

いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認

されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す

ることができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必

要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」

という）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行う

ことができない場合には、以後速やかに通知または公告する。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

４．新株予約権を行使することができる期間 

2022 年 10 月３日から 2051 年７月 21 日までとする。 

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に

関する事項 

（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

６．新株予約権の譲渡制限 
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譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の決議による承認を要する。 

７．新株予約権の取得条項 

以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当社株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会

が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。 

（１）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（３）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（４）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（５）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当社の承認を要することもしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によ

ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

８．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が

完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合

には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２.に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再

編後行使価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とす

る。 
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（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記４.に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、上記４.に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項 

上記５.に準じて決定する。 

（７）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。 

（８）新株予約権の取得条項 

上記７.に準じて決定する。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

下記 10.に準じて決定する。 

９．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てる。 

10．その他の新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、上記４.の期間内において、当社、株式会社愛知銀行または株式会社中

京銀行の取締役（監査等委員である取締役を含む）の地位を喪失した日（以下、「地位喪失

日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することができる。 

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、上記４.の期間内において、以下の①または

②に定める場合（ただし、②については、上記８.に従って新株予約権者に再編対象会社の

新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定めら

れている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が 2050 年７月 21 日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合 

2050 年７月 22 日から 2051 年７月 21 日 

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要な場合は、取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から 15 日間 

（３）上記（１）および（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。 

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

11．新株予約権の割当日           2022 年 10 月３日 

 

以  上 
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別紙3-①-1 

株式会社中京銀行第１回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社中京銀行 第１回 新株予約権 

 

２．新株予約権の総数 

    351 個とする。 

    上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる新株

予約権の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の

総数とする。 

 

３．新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数 

  当行取締役  ７名  218 個 

  当行執行役員 ７名  133 個 

 

４．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 1,000 株（平成 28 年 10 月１日を効力発生日とする株式

併合による調整後付与株式数（調整方法は以下に定める。）は 100 株）とする。 

    なお、下記１４．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当行

が当行普通株式につき、株式分割（当行普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目

的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り

捨てるものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当行株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当行が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当行は、当行取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

  

５．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 



94 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

６．新株予約権の払込金額の算定方法 

 各新株予約権の払込金額は、以下の算式及び②から⑦の基礎数値に基づき算出した 

1 株当たりのオプション価格に付与株式数を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とする。 

  

 ここで、 
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 ① １株当たりのオプション価格（ ） 

 ② 株価（ S ）：平成 25 年７月 31 日の東京証券取引所における当行普通株式の普通

取引の終値（終値がない場合は、翌取引日の基準値段） 

 ③ 行使価格（ X ）：上記５のとおり 

 ④ 予想残存期間（ t ）：2.9 年 

 ⑤ ボラティリティ（ ）：2.9 年間（平成 22 年９月６日から平成 25 年７月 31 日ま

で）の各取引日における当行普通株式の普通取引の終値に基づき算出 

⑥ 無リスクの利子率（ r）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

⑦ 配当利回り（ ）：直近年度の１株当りの配当金÷上記②で定める株価 

⑧ 標準正規分布の累積分布関数（  N ） 

なお、上記により算出される金額は新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しな

い。また、割当てを受ける者が、当行に対して有する報酬請求権と新株予約権の払込金額の

債務とを相殺する。 

 

７．新株予約権を行使することができる期間 

  平成 25 年８月１日から平成 55 年７月 31 日までとする。 

 

８．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌

日から 10 日間以内（10 日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約

権を行使することができる。 

② 上記①にかかわらず、当行が消滅会社となる合併契約承認の議案、当行が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当行が完全子会社となる株式交

換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当行株主総会で承認された場合

   21 dXNedNSeC rtt   

C
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（株主総会決議が不要の場合は、当行取締役会決議または会社法第 416 条第４項

の規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から 30

日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、１２．に定める組織再編

行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社

の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、当行と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

 

９．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第 1 項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

１０．新株予約権の取得条項 

 当行は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当行株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当行取締役会決議又は会社法第 416 条第４項の規定に従い委任され

た執行役の決定がなされた場合）は、当行取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取

得することができる。 

 ① 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当行が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当行が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当行の承認を要すること又は当該種類の株式について当行が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 

 

１１．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当行取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

１２．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

 当行が合併（当行が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ
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ぞれ当行が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当行が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第 1 項第 8 号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、４．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ７．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、７．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ９．に準じて決定する 

 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ８．に準じて決定する。 

 ⑨ 新株予約権の取得条項 
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 １０．に準じて決定する。 

 

１３．新株予約権を行使した際に生ずる 1株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に 1 株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１４．新株予約権を割り当てる日 

 平成 25 年７月 31 日  

 

１５．新株予約権の行使請求及び払込みの方法 

 ① 新株予約権を行使する場合には、当行が定める様式による「新株予約権行使請求書」

に必要事項を記入し、記名押印又は署名のうえ、これを１６．に定める新株予約権

の行使請求受付場所に提出するものとする。 

 ② 前①の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額に行使に係る新株予約権数を乗じた金額の全額を、会社法第

281 条第１項の規定に従い、現金にて１７．に定める払込取扱場所の当行の指定す

る口座に当行の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

１６．新株予約権の行使請求受付場所 

 当行人事部（又はその時々における当該業務担当部署） 

 

１７．新株予約権の行使に際して出資される金銭の払込取扱場所 

 当行本店営業部（又はその時々における当該銀行の承継銀行若しくは当該支店の承継支店） 

 

１８．新株予約権の行使後の取扱い 

 当行は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当行の指定する金融商品取引業者等

に開設した新株予約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株

式について記載又は記録をするために必要な手続を行なう。 

 

１９．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い 

 本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法の規定及び新株予約権

の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当行が適切と考える方法により、本要

項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

 

２０．発行要項の公示 

 当行は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権

者の閲覧に供するものとする。 
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２１．その他 

 新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手

続の履行等、新株予約権の発行のために必要な事務については、当行人事部に一任する。 

 

以上 
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別紙3-①-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第11回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第 11 回 新株予約権 

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 100 株とする。 

    なお、下記 11．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が

当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記

載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的で

ある株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

  

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

４．新株予約権を行使することができる期間 

  2022 年 10 月３日から 2043 年７月 31 日までとする。 

 

５．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当社、株式会社愛知銀行又は株式会社中京銀行の取締役及び執

行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 10 日間以内（10 日目が休日に

当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。 
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② 上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交

換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日

の翌日から 30 日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、９．に定

める組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に

再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、株式会社中京銀行と新株予約権者との間で締結済みの

「株式会社中京銀行第１回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）割当契

約書」に定めるところによる。この場合において、当該契約書のうち、「株式会社

中京銀行」とあるのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ」と読み替え、

「株式会社中京銀行 第１回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）」とあ

るのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ第 11 回新株予約権」と読み替

えるものとする。 

 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

７．新株予約権の取得条項 

 当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日

に、新株予約権を無償で取得することができる。 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 
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８．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

９．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第 1 項第 8 号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、２．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ４．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、４．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ６．に準じて決定する 
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 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ５．に準じて決定する。 

 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 ７．に準じて決定する。 

 

１０．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１１．新株予約権を割り当てる日 

 2022 年 10 月３日  

 

以上 
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別紙3-②-1 

株式会社中京銀行第２回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社中京銀行 第２回 新株予約権 

 

２．新株予約権の総数 

    321 個とする。 

    上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる新株

予約権の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の

総数とする。 

 

３．新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数 

  当行取締役  ７名  195 個 

  当行執行役員 ７名  126 個 

 

４．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 1,000 株（平成 28 年 10 月１日を効力発生日とする株式

併合による調整後付与株式数（調整方法は以下に定める。）は 100 株）とする。 

    なお、下記１４．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当行

が当行普通株式につき、株式分割（当行普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目

的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り

捨てるものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当行株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当行が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当行は、当行取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

  

５．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
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 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

６．新株予約権の払込金額の算定方法 

 各新株予約権の払込金額は、以下の算式及び②から⑦の基礎数値に基づき算出した 

１株当たりのオプション価格に付与株式数を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とす

る。 

  

 ここで、 
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 ① １株当たりのオプション価格（ ） 

 ② 株価（ S ）：平成 26 年 7 月 30 日の東京証券取引所における当行普通株式の普通

取引の終値（終値がない場合は、翌取引日の基準値段） 

 ③ 行使価格（ X ）：上記５のとおり 

 ④ 予想残存期間（ t ）：2.8 年 

 ⑤ ボラティリティ（ ）：2.8 年間（平成 23 年 10 月 12 日から平成 26 年 7 月 30 日

まで）の各取引日における当行普通株式の普通取引の終値に基づき算出 

⑥ 無リスクの利子率（ r）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

⑦ 配当利回り（ ）：直近年度の１株当りの配当金÷上記②で定める株価 

⑧ 標準正規分布の累積分布関数（  N ） 

なお、上記により算出される金額は新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しな

い。また、割当てを受ける者が、当行に対して有する報酬請求権と新株予約権の払込金額の

債務とを相殺する。 

 

７．新株予約権を行使することができる期間 

  平成 26 年７月 31 日から平成 56 年７月 30 日までとする。 

 

８．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌

日から 10 日間以内（10 日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約

権を行使することができる。 

② 上記①にかかわらず、当行が消滅会社となる合併契約承認の議案、当行が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当行が完全子会社となる株式交

   21 dXNedNSeC rtt   

C
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換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当行株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要の場合は、当行取締役会決議または会社法第 416 条第４項

の規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から 30

日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、１２．に定める組織再編

行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社

の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、当行と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

 

９．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

１０．新株予約権の取得条項 

 当行は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当行株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当行取締役会決議又は会社法第 416 条第４項の規定に従い委任され

た執行役の決定がなされた場合）は、当行取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取

得することができる。 

 ① 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当行が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当行が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当行の承認を要すること又は当該種類の株式について当行が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 

 

１１．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当行取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

１２．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 
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 当行が合併（当行が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当行が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、４．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ７．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、７．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ９．に準じて決定する 

 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ８．に準じて決定する。 
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 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 １０．に準じて決定する。 

 

１３．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１４．新株予約権を割り当てる日 

 平成 26 年 7 月 30 日  

 

１５．新株予約権の行使請求及び払込みの方法 

 ① 新株予約権を行使する場合には、当行が定める様式による「新株予約権行使請求書」

に必要事項を記入し、記名押印又は署名のうえ、これを１６．に定める新株予約権

の行使請求受付場所に提出するものとする。 

 ② 前①の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額に行使に係る新株予約権数を乗じた金額の全額を、会社法第

281 条第１項の規定に従い、現金にて１７．に定める払込取扱場所の当行の指定す

る口座に当行の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

１６．新株予約権の行使請求受付場所 

 当行人事部（又はその時々における当該業務担当部署） 

 

１７．新株予約権の行使に際して出資される金銭の払込取扱場所 

 当行本店営業部（又はその時々における当該銀行の承継銀行若しくは当該支店の承継支店） 

 

１８．新株予約権の行使後の取扱い 

 当行は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当行の指定する金融商品取引業者等

に開設した新株予約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株

式について記載又は記録をするために必要な手続を行なう。 

 

１９．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い 

 本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法の規定及び新株予約権

の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当行が適切と考える方法により、本要

項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

 

２０．発行要項の公示 

 当行は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権

者の閲覧に供するものとする。 
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２１．その他 

 新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手

続の履行等、新株予約権の発行のために必要な事務については、当行人事部に一任する。 

 

以上 
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別紙3-②-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第12回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第 12 回 新株予約権 

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 100 株とする。 

    なお、下記 11．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が

当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記

載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的で

ある株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

  

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

４．新株予約権を行使することができる期間 

  2022 年 10 月３日から 2044 年７月 30 日までとする。 

 

５．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当社、株式会社愛知銀行又は株式会社中京銀行の取締役及び執

行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 10 日間以内（10 日目が休日に

当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。 
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② 上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交

換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日

の翌日から 30 日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、９．に定

める組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に

再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、株式会社中京銀行と新株予約権者との間で締結済みの

「株式会社中京銀行第２回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）割当契

約書」に定めるところによる。この場合において、当該契約書のうち、「株式会社

中京銀行」とあるのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ」と読み替え、

「株式会社中京銀行 第２回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）」とあ

るのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ第 12 回新株予約権」と読み替

えるものとする。 

 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

７．新株予約権の取得条項 

 当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日

に、新株予約権を無償で取得することができる。 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 
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８．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

９．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、２．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ４．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、４．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ６．に準じて決定する 



112 

 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ５．に準じて決定する。 

 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 ７．に準じて決定する。 

 

１０．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１１．新株予約権を割り当てる日 

 2022 年 10 月３日  

 

以上 
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別紙3-③-1 

株式会社中京銀行第３回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社中京銀行 第３回 新株予約権 

 

２．新株予約権の総数 

    291 個とする。 

    上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる新株

予約権の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の

総数とする。 

 

３．新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数 

  当行取締役  ８名  207 個 

  当行執行役員 ６名   84 個 

 

４．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 1,000 株（平成 28 年 10 月１日を効力発生日とする株式

併合による調整後付与株式数（調整方法は以下に定める。）は 100 株）とする。 

    なお、下記１４．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当行

が当行普通株式につき、株式分割（当行普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目

的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り

捨てるものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当行株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当行が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当行は、当行取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

  

５．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
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 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

６．新株予約権の払込金額の算定方法 

 各新株予約権の払込金額は、以下の算式及び②から⑦の基礎数値に基づき算出した 

１株当たりのオプション価格に付与株式数を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とす

る。 

  

 ここで、 
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① １株当たりのオプション価格（ ） 

② 株価（ S ）：平成 27 年７月 30 日の東京証券取引所における当行普通株式の   

 普通取引の終値（終値がない場合は、翌取引日の基準値段） 

③ 行使価格（ X ）：上記５のとおり 

④ 予想残存期間（ t ）：3.4 年 

⑤  ボラティリティ（ ）：3.4 年間（平成 24 年３月６日から平成 27 年７月 30 日ま

で）の各取引日における当行普通株式の普通取引の終値に基づき算出 

⑥  無リスクの利子率（ r）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

⑦  配当利回り（ ）：直近年度の１株当りの配当金÷上記②で定める株価 

⑧  標準正規分布の累積分布関数（  N ） 

なお、上記により算出される金額は新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しな

い。また、割当てを受ける者が、当行に対して有する報酬請求権と新株予約権の払込金額の

債務とを相殺する。 

 

７．新株予約権を行使することができる期間 

  平成 27 年７月 31 日から平成 57 年７月 30 日までとする。 

 

８．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌

日から 10 日間以内（10 日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約

権を行使することができる。 

② 上記①にかかわらず、当行が消滅会社となる合併契約承認の議案、当行が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当行が完全子会社となる株式交

   21 dXNedNSeC rtt   

C



115 

換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当行株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要の場合は、当行取締役会決議または会社法第 416 条第４項

の規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から 30

日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、１２．に定める組織再編

行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社

の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、当行と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

 

９．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

１０．新株予約権の取得条項 

 当行は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当行株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当行取締役会決議又は会社法第 416 条第４項の規定に従い委任され

た執行役の決定がなされた場合）は、当行取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取

得することができる。 

 ① 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当行が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当行が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当行の承認を要すること又は当該種類の株式について当行が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 

 

１１．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当行取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

１２．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 



116 

 当行が合併（当行が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当行が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、４．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ７．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、７．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ９．に準じて決定する 

 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ８．に準じて決定する。 



117 

 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 １０．に準じて決定する。 

 

１３．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１４．新株予約権を割り当てる日 

 平成 27 年７月 30 日  

 

１５．新株予約権の行使請求及び払込みの方法 

 ① 新株予約権を行使する場合には、当行が定める様式による「新株予約権行使請求書」

に必要事項を記入し、記名押印又は署名のうえ、これを１６．に定める新株予約権

の行使請求受付場所に提出するものとする。 

 ② 前①の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額に行使に係る新株予約権数を乗じた金額の全額を、会社法第

281 条第１項の規定に従い、現金にて１７．に定める払込取扱場所の当行の指定す

る口座に当行の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

１６．新株予約権の行使請求受付場所 

 当行人事部（又はその時々における当該業務担当部署） 

 

１７．新株予約権の行使に際して出資される金銭の払込取扱場所 

 当行本店営業部（又はその時々における当該銀行の承継銀行若しくは当該支店の承継支店） 

 

１８．新株予約権の行使後の取扱い 

 当行は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当行の指定する金融商品取引業者等

に開設した新株予約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株

式について記載又は記録をするために必要な手続を行なう。 

 

１９．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い 

 本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法の規定及び新株予約権

の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当行が適切と考える方法により、本要

項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

 

２０．発行要項の公示 

 当行は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権

者の閲覧に供するものとする。 
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２１．その他 

 新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手

続の履行等、新株予約権の発行のために必要な事務については、当行人事部に一任する。 

 

以上 
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別紙3-③-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第13回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第 13 回 新株予約権 

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 100 株とする。 

    なお、下記 11．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が

当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記

載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的で

ある株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

  

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

４．新株予約権を行使することができる期間 

  2022 年 10 月３日から 2045 年７月 30 日までとする。 

 

５．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当社、株式会社愛知銀行又は株式会社中京銀行の取締役及び執

行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 10 日間以内（10 日目が休日に

当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。 



120 

② 上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交

換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日

の翌日から 30 日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、９．に定

める組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に

再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、株式会社中京銀行と新株予約権者との間で締結済みの

「株式会社中京銀行第３回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）割当契

約書」に定めるところによる。この場合において、当該契約書のうち、「株式会社

中京銀行」とあるのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ」と読み替え、

「株式会社中京銀行 第３回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）」とあ

るのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ第 13 回新株予約権」と読み替

えるものとする。 

 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

７．新株予約権の取得条項 

 当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日

に、新株予約権を無償で取得することができる。 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 
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８．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

９．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、２．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ４．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、４．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ６．に準じて決定する 
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 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ５．に準じて決定する。 

 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 ７．に準じて決定する。 

 

１０．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１１．新株予約権を割り当てる日 

 2022 年 10 月３日  

 

以上 
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別紙3-④-1 

株式会社中京銀行第４回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社中京銀行 第４回 新株予約権 

 

２．新株予約権の総数 

    283 個とする。 

    上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる新株

予約権の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の

総数とする。 

 

３．新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数 

  当行取締役  ８名  191 個 

  当行執行役員 ７名   92 個 

 

４．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 1,000 株（平成 28 年 10 月 1 日を効力発生日とする株式

併合による調整後付与株式数（調整方法は以下に定める。）は 100 株）とする。 

    なお、下記１４．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当行

が当行普通株式につき、株式分割（当行普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目

的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り

捨てるものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当行株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当行が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当行は、当行取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

  

５．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
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 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

６．新株予約権の払込金額の算定方法 

 各新株予約権の払込金額は、以下の算式及び②から⑦の基礎数値に基づき算出した 

１株当たりのオプション価格に付与株式数を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とす

る。 

  

 ここで、 

 tdd
t

tr
X

S

d 






















 12

2

1 ,
2

ln

 

① １株当たりのオプション価格（ ） 

② 株価（ S ）：平成 28 年７月 27 日の東京証券取引所における当行普通株式の   

普通取引の終値（終値がない場合は、翌取引日の基準値段） 

③ 行使価格（ X ）：上記５のとおり 

④ 予想残存期間（ t ）：3.4 年 

⑤  ボラティリティ（ ）：3.4 年間（平成 25 年３月４日から平成 28 年７月 27 日ま

で）の各取引日における当行普通株式の普通取引の終値に基づき算出 

⑥  無リスクの利子率（ r）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

⑦  配当利回り（ ）：直近年度の１株当りの配当金÷上記②で定める株価 

⑧  標準正規分布の累積分布関数（  N ） 

なお、上記により算出される金額は新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しな

い。また、割当てを受ける者が、当行に対して有する報酬請求権と新株予約権の払込金額の

債務とを相殺する。 

 

７．新株予約権を行使することができる期間 

  平成 28 年７月 28 日から平成 58 年７月 27 日までとする。 

 

８．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌

日から 10 日間以内（10 日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約

権を行使することができる。 

② 上記①にかかわらず、当行が消滅会社となる合併契約承認の議案、当行が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当行が完全子会社となる株式交

   21 dXNedNSeC rtt   

C
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換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当行株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要の場合は、当行取締役会決議または会社法第 416 条第４項

の規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から 30

日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、１２．に定める組織再編

成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会

社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、当行と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

 

９．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

１０．新株予約権の取得条項 

 当行は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当行株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当行取締役会決議又は会社法第 416 条第４項の規定に従い委任され

た執行役の決定がなされた場合）は、当行取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取

得することができる。 

 ① 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当行が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当行が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当行の承認を要すること又は当該種類の株式について当行が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 

 

１１．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当行取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

１２．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 
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 当行が合併（当行が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当行が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、４．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ７．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、７．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ９．に準じて決定する 

 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ８．に準じて決定する。 
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 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 １０．に準じて決定する。 

 

１３．新株予約権を行使した際に生ずる 1株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に 1 株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１４．新株予約権を割り当てる日 

 平成 28 年７月 27 日  

 

１５．新株予約権の行使請求及び払込みの方法 

 ① 新株予約権を行使する場合には、当行が定める様式による「新株予約権行使請求書」

に必要事項を記入し、記名押印又は署名のうえ、これを１６．に定める新株予約権

の行使請求受付場所に提出するものとする。 

 ② 前①の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額に行使に係る新株予約権数を乗じた金額の全額を、会社法第

281 条第１項の規定に従い、現金にて１７．に定める払込取扱場所の当行の指定す

る口座に当行の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

１６．新株予約権の行使請求受付場所 

 当行人事部（又はその時々における当該業務担当部署） 

 

１７．新株予約権の行使に際して出資される金銭の払込取扱場所 

 当行本店営業部（又はその時々における当該銀行の承継銀行若しくは当該支店の承継支店） 

 

１８．新株予約権の行使後の取扱い 

 当行は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当行の指定する金融商品取引業者等

に開設した新株予約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株

式について記載又は記録をするために必要な手続を行なう。 

 

１９．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い 

 本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法の規定及び新株予約権

の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当行が適切と考える方法により、本要

項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

 

２０．発行要項の公示 

 当行は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権

者の閲覧に供するものとする。 
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２１．その他 

 新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手

続の履行等、新株予約権の発行のために必要な事務については、当行人事部に一任する。 

 

以上 
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別紙3-④-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第14回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第 14 回 新株予約権 

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 100 株とする。 

    なお、下記 11．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が

当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記

載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的で

ある株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

  

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

４．新株予約権を行使することができる期間 

  2022 年 10 月３日から 2046 年７月 27 日までとする。 

 

５．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当社、株式会社愛知銀行又は株式会社中京銀行の取締役及び執

行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 10 日間以内（10 日目が休日に

当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。 
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② 上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交

換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日

の翌日から 30 日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、９．に定

める組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に

再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、株式会社中京銀行と新株予約権者との間で締結済みの

「株式会社中京銀行第４回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）割当契

約書」に定めるところによる。この場合において、当該契約書のうち、「株式会社

中京銀行」とあるのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ」と読み替え、

「株式会社中京銀行 第４回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）」とあ

るのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ第 14 回新株予約権」と読み替

えるものとする。 

 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

７．新株予約権の取得条項 

 当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日

に、新株予約権を無償で取得することができる。 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 
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８．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

９．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第 1 項第 8 号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、２．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ４．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、４．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ６．に準じて決定する 
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 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ５．に準じて決定する。 

 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 ７．に準じて決定する。 

 

１０．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１１．新株予約権を割り当てる日 

 2022 年 10 月３日 

 

以上 
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別紙3-⑤-1 

株式会社中京銀行第５回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社中京銀行 第５回 新株予約権 

 

２．新株予約権の総数 

    339 個とする。 

    上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる新株

予約権の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の

総数とする。 

 

３．新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数 

  当行取締役  ８名  212 個 

  当行執行役員 ９名  127 個 

 

４．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 100 株とする。 

    なお、下記１４．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当行

が当行普通株式につき、株式分割（当行普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目

的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り

捨てるものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当行株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当行が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当行は、当行取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

  

５．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること
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により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

６．新株予約権の払込金額の算定方法 

 各新株予約権の払込金額は、以下の算式及び②から⑦の基礎数値に基づき算出した 

1 株当たりのオプション価格に付与株式数を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とする。 

  

 ここで、 
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① １株当たりのオプション価格（ ） 

② 株価（ S ）：平成 29 年７月 26 日の東京証券取引所における当行普通株式の   

普通取引の終値（終値がない場合は、翌取引日の基準値段） 

③ 行使価格（ X ）：上記５のとおり 

④ 予想残存期間（ t ）：3.4 年 

⑤  ボラティリティ（ ）：3.4 年間（平成 26 年３月３日から平成 29 年７月 26 日ま

で）の各取引日における当行普通株式の普通取引の終値に基づき算出 

⑥  無リスクの利子率（ r）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

⑦  配当利回り（ ）：直近年度の１株当りの配当金÷上記②で定める株価 

⑧  標準正規分布の累積分布関数（  N ） 

なお、上記により算出される金額は新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しな

い。また、割当てを受ける者が、当行に対して有する報酬請求権と新株予約権の払込金額の

債務とを相殺する。 

 

７．新株予約権を行使することができる期間 

  平成 29 年７月 27 日から平成 59 年７月 26 日までとする。 

 

８．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌

日から 10 日間以内（10 日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約

権を行使することができる。 

② 上記①にかかわらず、当行が消滅会社となる合併契約承認の議案、当行が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当行が完全子会社となる株式交

換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当行株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要の場合は、当行取締役会決議または会社法第 416 条第４項

   21 dXNedNSeC rtt   

C
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の規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から 30

日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、１２．に定める組織再編

成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会

社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、当行と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

 

９．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

１０．新株予約権の取得条項 

 当行は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当行株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当行取締役会決議又は会社法第 416 条第４項の規定に従い委任され

た執行役の決定がなされた場合）は、当行取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取

得することができる。 

 ① 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当行が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当行が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当行の承認を要すること又は当該種類の株式について当行が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 

 

１１．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当行取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

１２．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

 当行が合併（当行が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当行が完全
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子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、４．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ７．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、７．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ９．に準じて決定する 

 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ８．に準じて決定する。 

 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 １０．に準じて決定する。 
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１３．新株予約権を行使した際に生ずる 1株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１４．新株予約権を割り当てる日 

 平成 29 年７月 26 日  

 

１５．新株予約権の行使請求及び払込みの方法 

 ① 新株予約権を行使する場合には、当行が定める様式による「新株予約権行使請求書」

に必要事項を記入し、記名押印又は署名のうえ、これを１６．に定める新株予約権

の行使請求受付場所に提出するものとする。 

 ② 前①の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額に行使に係る新株予約権数を乗じた金額の全額を、会社法第

281 条第１項の規定に従い、現金にて１７．に定める払込取扱場所の当行の指定す

る口座に当行の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

１６．新株予約権の行使請求受付場所 

 当行人事部（又はその時々における当該業務担当部署） 

 

１７．新株予約権の行使に際して出資される金銭の払込取扱場所 

 当行本店営業部（又はその時々における当該銀行の承継銀行若しくは当該支店の承継支店） 

 

１８．新株予約権の行使後の取扱い 

 当行は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当行の指定する金融商品取引業者等

に開設した新株予約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株

式について記載又は記録をするために必要な手続を行なう。 

 

１９．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い 

 本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法の規定及び新株予約権

の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当行が適切と考える方法により、本要

項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

 

２０．発行要項の公示 

 当行は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権

者の閲覧に供するものとする。 

 

２１．その他 
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 新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手

続の履行等、新株予約権の発行のために必要な事務については、当行人事部に一任する。 

 

以上 
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別紙3-⑤-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第15回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第 15 回 新株予約権 

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 100 株とする。 

    なお、下記 11．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が

当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記

載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的で

ある株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

  

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

４．新株予約権を行使することができる期間 

  2022 年 10 月３日から 2047 年７月 26 日までとする。 

 

５．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当社、株式会社愛知銀行又は株式会社中京銀行の取締役及び執

行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 10 日間以内（10 日目が休日に

当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。 
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② 上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交

換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日

の翌日から 30 日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、９．に定

める組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に

再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、株式会社中京銀行と新株予約権者との間で締結済みの

「株式会社中京銀行第５回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）割当契

約書」に定めるところによる。この場合において、当該契約書のうち、「株式会社

中京銀行」とあるのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ」と読み替え、

「株式会社中京銀行 第５回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）」とあ

るのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ第 15 回新株予約権」と読み替

えるものとする。 

 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

７．新株予約権の取得条項 

 当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日

に、新株予約権を無償で取得することができる。 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 
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８．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

９．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、２．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ４．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、４．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ６．に準じて決定する 
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 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ５．に準じて決定する。 

 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 ７．に準じて決定する。 

 

１０．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１１．新株予約権を割り当てる日 

 2022 年 10 月３日 

 

以上 
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別紙3-⑥-1 

株式会社中京銀行第６回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社中京銀行 第６回 新株予約権 

 

２．新株予約権の総数 

    328 個とする。 

    上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる新株

予約権の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の

総数とする。 

 

３．新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数 

  当行取締役   ７名  194 個 

  当行執行役員 １０名  134 個 

 

４．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 100 株とする。 

    なお、下記１４．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当行

が当行普通株式につき、株式分割（当行普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目

的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り

捨てるものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当行株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当行が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当行は、当行取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

  

５．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること
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により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 
６．新株予約権の払込金額の算定方法 

 各新株予約権の払込金額は、以下の算式及び②から⑦の基礎数値に基づき算出した 

1 株当たりのオプション価格に付与株式数を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とする。 

  

 ここで、 
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① １株当たりのオプション価格（ ） 

② 株価（ S ）：平成 30 年８月 1日の東京証券取引所における当行普通株式の   

普通取引の終値（終値がない場合は、翌取引日の基準値段） 

③ 行使価格（ X ）：上記５のとおり 

④ 予想残存期間（ t ）：3.4 年 

⑤  ボラティリティ（ ）：3.4 年間（平成 27 年３月９日から平成 30 年８月１ 日ま

で）の各取引日における当行普通株式の普通取引の終値に基づき算出 

⑥  無リスクの利子率（ r）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

⑦  配当利回り（ ）：直近年度の１株当りの配当金÷上記②で定める株価 

⑧  標準正規分布の累積分布関数（  N ） 

なお、上記により算出される金額は新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しな

い。また、割当てを受ける者が、当行に対して有する報酬請求権と新株予約権の払込金額の

債務とを相殺する。 

 

７．新株予約権を行使することができる期間 

  平成 30 年８月２日から平成 60 年８月１日までとする。 

 

８．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌

日から 10 日間以内（10 日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約

権を行使することができる。 

② 上記①にかかわらず、当行が消滅会社となる合併契約承認の議案、当行が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当行が完全子会社となる株式交

換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当行株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要の場合は、当行取締役会決議または会社法第 416 条第４項

   21 dXNedNSeC rtt   
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の規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から 30

日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、１２．に定める組織再編

成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会

社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、当行と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

 

９．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

１０．新株予約権の取得条項 

 当行は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当行株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当行取締役会決議又は会社法第 416 条第４項の規定に従い委任され

た執行役の決定がなされた場合）は、当行取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取

得することができる。 

 ① 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当行が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当行が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当行の承認を要すること又は当該種類の株式について当行が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 

 

１１．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当行取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

１２．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

 当行が合併（当行が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当行が完全
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子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第 1 項第 8 号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、４．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ７．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、７．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ９．に準じて決定する 

 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ８．に準じて決定する。 

 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 １０．に準じて決定する。 
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１３．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１４．新株予約権を割り当てる日 

 平成 30 年８月１日  

 

１５．新株予約権の行使請求及び払込みの方法 

 ① 新株予約権を行使する場合には、当行が定める様式による「新株予約権行使請求書」

に必要事項を記入し、記名押印又は署名のうえ、これを１６．に定める新株予約権

の行使請求受付場所に提出するものとする。 

 ② 前①の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額に行使に係る新株予約権数を乗じた金額の全額を、会社法第

281 条第１項の規定に従い、現金にて１７．に定める払込取扱場所の当行の指定す

る口座に当行の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

１６．新株予約権の行使請求受付場所 

 当行人事部（又はその時々における当該業務担当部署） 

 

１７．新株予約権の行使に際して出資される金銭の払込取扱場所 

 当行本店営業部（又はその時々における当該銀行の承継銀行若しくは当該支店の承継支店） 

 

１８．新株予約権の行使後の取扱い 

 当行は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当行の指定する金融商品取引業者等

に開設した新株予約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株

式について記載又は記録をするために必要な手続を行なう。 

 

１９．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い 

 本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法の規定及び新株予約権

の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当行が適切と考える方法により、本要

項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

 

２０．発行要項の公示 

 当行は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権

者の閲覧に供するものとする。 

 

２１．その他 
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 新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手

続の履行等、新株予約権の発行のために必要な事務については、当行人事部に一任する以上 
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別紙3-⑥-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第16回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第 16 回 新株予約権 

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 100 株とする。 

    なお、下記 11．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が

当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記

載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的で

ある株式の数について行われ、調整の結果生じる 1株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

  

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

４．新株予約権を行使することができる期間 

  2022 年 10 月３日から 2048 年８月１日までとする。 

 

５．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当社、株式会社愛知銀行又は株式会社中京銀行の取締役及び執

行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 10 日間以内（10 日目が休日に

当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。 
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② 上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交

換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日

の翌日から 30 日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、９．に定

める組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者

に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、株式会社中京銀行と新株予約権者との間で締結済みの

「株式会社中京銀行第６回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）割当契

約書」に定めるところによる。この場合において、当該契約書のうち、「株式会社

中京銀行」とあるのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ」と読み替え、

「株式会社中京銀行 第６回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）」とあ

るのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ第 16 回新株予約権」と読み替

えるものとする。 

 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

７．新株予約権の取得条項 

 当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日

に、新株予約権を無償で取得することができる。 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 
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８．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

９．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、２．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ４．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、４．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ６．に準じて決定する 
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 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ５．に準じて決定する。 

 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 ７．に準じて決定する。 

 

１０．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１１．新株予約権を割り当てる日 

 2022 年 10 月３日 

 

以上 
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別紙3-⑦-1 

株式会社中京銀行第７回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社中京銀行 第７回 新株予約権 

 

２．新株予約権の総数 

    376 個とする。 

    上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる新株

予約権の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の

総数とする。 

 

３．新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数 

  当行取締役   ８名  227 個 

  当行執行役員 10 名  149 個 

 

４．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 100 株とする。 

    なお、下記１４．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当行

が当行普通株式につき、株式分割（当行普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目

的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り

捨てるものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当行株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当行が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当行は、当行取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

  

５．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること
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により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

６．新株予約権の払込金額の算定方法 

 各新株予約権の払込金額は、以下の算式及び②から⑦の基礎数値に基づき算出した 

１株当たりのオプション価格に付与株式数を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とす

る。 

  

 ここで、 
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① １株当たりのオプション価格（ ） 

② 株価（ S ）：2019 年７月 31 日の東京証券取引所における当行普通株式の   

普通取引の終値（終値がない場合は、翌取引日の基準値段） 

③ 行使価格（ X ）：上記５のとおり 

④ 予想残存期間（ t ）：3.2 年 

⑤  ボラティリティ（ ）：3.2 年間（2016 年５月 19 日から 2019 年７月 31 日まで）

の各取引日における当行普通株式の普通取引の終値に基づき算出 

⑥  無リスクの利子率（ r）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

⑦  配当利回り（ ）：直近年度の１株当りの配当金÷上記②で定める株価 

⑧  標準正規分布の累積分布関数（  N ） 

なお、上記により算出される金額は新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しな

い。また、割当てを受ける者が、当行に対して有する報酬請求権と新株予約権の払込金額の

債務とを相殺する。 

 

７．新株予約権を行使することができる期間 

  2019 年８月１日から 2049 年７月 31 日までとする。 

 

８．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌

日から 10 日間以内（10 日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約

権を行使することができる。 

② 上記①にかかわらず、当行が消滅会社となる合併契約承認の議案、当行が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当行が完全子会社となる株式交

換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当行株主総会で承認された場合

   21 dXNedNSeC rtt   

C
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（株主総会決議が不要の場合は、当行取締役会決議または会社法第 416 条第４項

の規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から 30

日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、１２．に定める組織再編

成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会

社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、当行と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

 

９．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

１０．新株予約権の取得条項 

 当行は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当行株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当行取締役会決議又は会社法第 416 条第４項の規定に従い委任され

た執行役の決定がなされた場合）は、当行取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取

得することができる。 

 ① 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当行が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当行が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当行の承認を要すること又は当該種類の株式について当行が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 

 

１１．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当行取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

１２．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

 当行が合併（当行が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ
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ぞれ当行が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当行が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、４．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ７．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、７．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ９．に準じて決定する 

 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ８．に準じて決定する。 

 ⑨ 新株予約権の取得条項 



157 

 １０．に準じて決定する。 

 

１３．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１４．新株予約権を割り当てる日 

 2019 年７月 31 日  

 

１５．新株予約権の行使請求及び払込みの方法 

 ① 新株予約権を行使する場合には、当行が定める様式による「新株予約権行使請求書」

に必要事項を記入し、記名押印又は署名のうえ、これを１６．に定める新株予約権

の行使請求受付場所に提出するものとする。 

 ② 前①の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額に行使に係る新株予約権数を乗じた金額の全額を、会社法第

281 条第１項の規定に従い、現金にて１７．に定める払込取扱場所の当行の指定す

る口座に当行の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

１６．新株予約権の行使請求受付場所 

 当行人事部（又はその時々における当該業務担当部署） 

 

１７．新株予約権の行使に際して出資される金銭の払込取扱場所 

 当行本店営業部（又はその時々における当該銀行の承継銀行若しくは当該支店の承継支店） 

 

１８．新株予約権の行使後の取扱い 

 当行は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当行の指定する金融商品取引業者等

に開設した新株予約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株

式について記載又は記録をするために必要な手続を行なう。 

 

１９．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い 

 本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法の規定及び新株予約権

の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当行が適切と考える方法により、本要

項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

 

２０．発行要項の公示 

 当行は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権

者の閲覧に供するものとする。 
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２１．その他 

 新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手

続の履行等、新株予約権の発行のために必要な事務については、当行人事部に一任する。 

 

以上 
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別紙3-⑦-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第17回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第 17 回 新株予約権 

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 100 株とする。 

    なお、下記 11．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が

当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記

載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的で

ある株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

  

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

４．新株予約権を行使することができる期間 

  2022 年 10 月３日から 2049 年７月 31 日までとする。 

 

５．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当社、株式会社愛知銀行又は株式会社中京銀行の取締役及び執

行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 10 日間以内（10 日目が休日に

当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。 
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 上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社

となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換

契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承認された場合（株

主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌

日から 30 日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、９．に定める

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再

編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、株式会社中京銀行と新株予約権者との間で締結済みの

「株式会社中京銀行第７回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）割当契

約書」に定めるところによる。この場合において、当該契約書のうち、「株式会社

中京銀行」とあるのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ」と読み替え、

「株式会社中京銀行 第７回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）」とあ

るのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ第 17 回新株予約権」と読み替

えるものとする。 

 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

７．新株予約権の取得条項 

 当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日

に、新株予約権を無償で取得することができる。 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 

 



161 

８．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

９．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、２．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ４．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、４．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ６．に準じて決定する 
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 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ５．に準じて決定する。 

 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 ７．に準じて決定する。 

 

１０．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１１．新株予約権を割り当てる日 

 2022 年 10 月３日 

 

 

以上 
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別紙3-⑧-1 

株式会社中京銀行第８回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社中京銀行 第８回 新株予約権 

 

２．新株予約権の総数 

    396 個とする。 

    上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる新株

予約権の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の

総数とする。 

 

３．新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数 

  当行取締役   ８名  237 個 

  当行執行役員 10 名  159 個 

 

４．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 100 株とする。 

    なお、下記１４．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当行

が当行普通株式につき、株式分割（当行普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目

的である株式の数について行われ、調整の結果生じる 1株未満の端数については、これを切り

捨てるものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当行株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当行が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当行は、当行取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 
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５．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

６．新株予約権の払込金額の算定方法 

 各新株予約権の払込金額は、以下の算式及び②から⑦の基礎数値に基づき算出した 

1 株当たりのオプション価格に付与株式数を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とする。 

  

 ここで、 

  

① １株当たりのオプション価格（ ） 

② 株価（ ）：2020 年７月 29 日の東京証券取引所における当行普通株式の   

普通取引の終値（終値がない場合は、翌取引日の基準値段） 

③ 行使価格（ ）：上記５のとおり 

④ 予想残存期間（ ）：2.9 年 

⑤  ボラティリティ（ ）：2.9 年間（2017 年９月４日から 2020 年７月 29 日まで）

の各取引日における当行普通株式の普通取引の終値に基づき算出 

⑥  無リスクの利子率（ ）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

⑦  配当利回り（ ）：直近年度の１株当りの配当金÷上記②で定める株価 

⑧  標準正規分布の累積分布関数（ ） 

なお、上記により算出される金額は新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しな

い。また、割当てを受ける者が、当行に対して有する報酬請求権と新株予約権の払込金額の

債務とを相殺する。 

 

７．新株予約権を行使することができる期間 

  2020 年７月 30 日から 2050 年７月 29 日までとする。 

 

８．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌

日から 10 日間以内（10 日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約

権を行使することができる。 

② 上記①にかかわらず、当行が消滅会社となる合併契約承認の議案、当行が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当行が完全子会社となる株式交
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換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当行株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要の場合は、当行取締役会決議または会社法第 416 条第４項

の規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から 30

日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、１２．に定める組織再編

成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会

社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、当行と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

 

９．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

１０．新株予約権の取得条項 

 当行は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当行株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当行取締役会決議又は会社法第 416 条第４項の規定に従い委任され

た執行役の決定がなされた場合）は、当行取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取

得することができる。 

 ① 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当行が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当行が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当行の承認を要すること又は当該種類の株式について当行が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 

 

１１．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当行取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

 

１２．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 
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 当行が合併（当行が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当行が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、４．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ７．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、７．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ９．に準じて決定する 

 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ８．に準じて決定する。 
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 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 １０．に準じて決定する。 

 

１３．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１４．新株予約権を割り当てる日 

 2020 年７月 29 日  

 

１５．新株予約権の行使請求及び払込みの方法 

 ① 新株予約権を行使する場合には、当行が定める様式による「新株予約権行使請求書」

に必要事項を記入し、記名押印又は署名のうえ、これを１６．に定める新株予約権

の行使請求受付場所に提出するものとする。 

 ② 前①の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額に行使に係る新株予約権数を乗じた金額の全額を、会社法第

281 条第１項の規定に従い、現金にて１７．に定める払込取扱場所の当行の指定す

る口座に当行の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

１６．新株予約権の行使請求受付場所 

 当行人事部（又はその時々における当該業務担当部署） 

 

１７．新株予約権の行使に際して出資される金銭の払込取扱場所 

 当行本店営業部（又はその時々における当該銀行の承継銀行若しくは当該支店の承継支店） 

 

１８．新株予約権の行使後の取扱い 

 当行は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当行の指定する金融商品取引業者等

に開設した新株予約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株

式について記載又は記録をするために必要な手続を行なう。 

 

１９．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い 

 本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法の規定及び新株予約権

の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当行が適切と考える方法により、本要

項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

 

２０．発行要項の公示 

 当行は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権

者の閲覧に供するものとする。 
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２１．その他 

 新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手

続の履行等、新株予約権の発行のために必要な事務については、当行人事部に一任する。 

以 上 
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別紙3-⑧-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第18回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第 18 回 新株予約権 

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 100 株とする。 

    なお、下記 11．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が

当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記

載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的で

ある株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

４．新株予約権を行使することができる期間 

  2022 年 10 月３日から 2050 年７月 29 日までとする。 

 

５．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当社、株式会社愛知銀行又は株式会社中京銀行の取締役及び執

行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 10 日間以内（10 日目が休日に

当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。 
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② 上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交

換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日

の翌日から 30 日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、９．に定

める組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者

に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、株式会社中京銀行と新株予約権者との間で締結済みの

「株式会社中京銀行第８回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）割当契

約書」に定めるところによる。この場合において、当該契約書のうち、「株式会社

中京銀行」とあるのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ」と読み替え、

「株式会社中京銀行 第８回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）」とあ

るのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ第 18 回新株予約権」と読み替

えるものとする。 

 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

７．新株予約権の取得条項 

 当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日

に、新株予約権を無償で取得することができる。 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 
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８．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

９．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、２．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ４．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、４．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ６．に準じて決定する 
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 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ５．に準じて決定する。 

 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 ７．に準じて決定する。 

 

１０．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１１．新株予約権を割り当てる日 

 2022 年 10 月３日 

 

以 上 
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別紙3-⑨-1 

株式会社中京銀行第９回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社中京銀行 第９回新株予約権 

 

２．新株予約権の総数 

    410 個とする。 

    上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる新株

予約権の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の

総数とする。 

 

３．新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数 

  当行取締役   ６名  283 個 

  当行執行役員  ５名  127 個 

 

４．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当行普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 100 株とする。 

    なお、下記１４．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当行

が当行普通株式につき、株式分割（当行普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目

的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り

捨てるものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当行株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当行が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当行は、当行取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 
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５．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

６．新株予約権の払込金額の算定方法 

 各新株予約権の払込金額は、以下の算式及び②から⑦の基礎数値に基づき算出した 

1 株当たりのオプション価格に付与株式数を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とする。 

  

 ここで、 

  

① 1 株当たりのオプション価格（ ） 

② 株価（ ）：2021 年７月 28 日の東京証券取引所における当行普通株式の   

普通取引の終値（終値がない場合は、翌取引日の基準値段） 

③ 行使価格（ ）：上記５のとおり 

④ 予想残存期間（ ）：3.0 年 

⑤  ボラティリティ（ ）：3.0 年間（2018 年７月 29 日から 2021 年７月 28 日まで）

の各取引日における当行普通株式の普通取引の終値に基づき算出 

⑥  無リスクの利子率（ ）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

⑦  配当利回り（ ）：直近年度の１株当りの配当金÷上記②で定める株価 

⑧  標準正規分布の累積分布関数（ ） 

なお、上記により算出される金額は新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しな

い。また、割当てを受ける者が、当行に対して有する報酬請求権と新株予約権の払込金額の

債務とを相殺する。 

 

７．新株予約権を行使することができる期間 

  2021 年７月 29 日から 2051 年７月 28 日までとする。 

 

８．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌

日から 10 日間以内（10 日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約

権を行使することができる。 

② 上記①にかかわらず、当行が消滅会社となる合併契約承認の議案、当行が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当行が完全子会社となる株式交

   21 dXNedNSeC rtt   

tdd
t

tr
X

S

d 






















 12

2

1 ,
2

ln

C

S

X

t


r


 N



175 

換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当行株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要の場合は、当行取締役会決議または会社法第 416 条第４項

の規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から 30

日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、１２．に定める組織再編

成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会

社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、当行と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

 

９．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

１０．新株予約権の取得条項 

 当行は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当行株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当行取締役会決議又は会社法第 416 条第４項の規定に従い委任され

た執行役の決定がなされた場合）は、当行取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取

得することができる。 

 ① 当行が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当行が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当行が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当行の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当行

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当行の承認を要すること又は当該種類の株式について当行が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 

 

１１．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当行取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

１２．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 
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 当行が合併（当行が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当行が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当行が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、４．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ７．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、７．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ９．に準じて決定する 

 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ８．に準じて決定する。 
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 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 １０．に準じて決定する。 

 

１３．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１４．新株予約権を割り当てる日 

 2021 年７月 28 日  

 

１５．新株予約権の行使請求及び払込みの方法 

 ① 新株予約権を行使する場合には、当行が定める様式による「新株予約権行使請求書」

に必要事項を記入し、記名押印又は署名のうえ、これを１６．に定める新株予約権

の行使請求受付場所に提出するものとする。 

 ② 前①の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額に行使に係る新株予約権数を乗じた金額の全額を、会社法第

281 条第１項の規定に従い、現金にて１７．に定める払込取扱場所の当行の指定す

る口座に当行の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

１６．新株予約権の行使請求受付場所 

 当行人事部（又はその時々における当該業務担当部署） 

 

１７．新株予約権の行使に際して出資される金銭の払込取扱場所 

 当行本店営業部（又はその時々における当該銀行の承継銀行若しくは当該支店の承継支店） 

 

１８．新株予約権の行使後の取扱い 

 当行は、行使手続終了後速やかに、新株予約権者が予め当行の指定する金融商品取引業者等

に開設した新株予約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株

式について記載又は記録をするために必要な手続を行なう。 

 

１９．本要項の規定の読み替えその他の措置に伴う取扱い 

 本要項の規定の読み替えその他の措置が必要となるときは、会社法の規定及び新株予約権

の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当行が適切と考える方法により、本要

項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

 

２０．発行要項の公示 

 当行は、その本店に新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権

者の閲覧に供するものとする。 
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２１．その他 

 新株予約権の発行及び割当てに関する細目の決定、並びに新株予約権の発行に必要な諸手

続の履行等、新株予約権の発行のために必要な事務については、当行人事部に一任する。 

以 上 
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別紙3-⑨-2 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第19回新株予約権の内容 

 

１．新株予約権の名称 

  株式会社あいちフィナンシャルグループ 第 19 回新株予約権 

 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の

数（以下、「付与株式数」という。）は 100 株とする。 

    なお、下記 11．に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が

当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記

載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的で

ある株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めない

ときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日

以降これを適用する。 

 また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。 

 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株あたりの行使価額を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とする。 

 

４．新株予約権を行使することができる期間 

  2022 年 10 月３日から 2051 年７月 28 日までとする。 

 

５．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当社、株式会社愛知銀行又は株式会社中京銀行の取締役及び執

行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 10 日間以内（10 日目が休日に

当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。 



180 

② 上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会

社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交

換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日

の翌日から 30 日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、９．に定

める組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者

に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。 

③ その他の条件については、株式会社中京銀行と新株予約権者との間で締結済みの

「株式会社中京銀行第９回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）割当契

約書」に定めるところによる。この場合において、当該契約書のうち、「株式会社

中京銀行」とあるのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ」と読み替え、

「株式会社中京銀行 第９回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）」とあ

るのは、「株式会社あいちフィナンシャルグループ第 19 回新株予約権」と読み替

えるものとする。 

 

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

７．新株予約権の取得条項 

 当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日

に、新株予約権を無償で取得することができる。 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ② 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

 ③ 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

 ④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取

得について当社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会

の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認

の議案 
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８．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

 

９．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全

子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合

併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす

る。 

 ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

 ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

 ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、２．に準じて決定する。 

 ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再

編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新

株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株

当たり１円とする。 

 ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 ４．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、４．に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

 ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項 

 ６．に準じて決定する 
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 ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。 

 ⑧ 新株予約権の行使の条件 

 ５．に準じて決定する。 

 ⑨ 新株予約権の取得条項 

 ７．に準じて決定する。 

 

１０．新株予約権を行使した際に生ずる 1株に満たない端数の取決め 

 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に 1 株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

１１．新株予約権を割り当てる日 

 2022 年 10 月３日 

 

以 上 
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４【組織再編成に係る割当ての内容及びその算定根拠】 

(1) 株式移転比率 

 

会社名 愛知銀行 中京銀行 

株式移転比率 ３．３３ １ 

 

（注）１ 株式の割当比率 

 愛知銀行の普通株式１株に対して、当社の普通株式 3.33 株を、中京銀行の普通株式１

株に対して、当社の普通株式１株を割当交付いたします。なお、当社の単元株式数は 100

株とする予定です。上記の株式移転比率は、下記(2)「①割当ての内容の根拠及び理由」

に記載のとおり、第三者算定機関による算定・分析結果及びリーガル・アドバイザーの

助言を参考に、両行それぞれが相手方に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果

等を踏まえて、両行の市場株価、財務の状況、将来の見通し、本株式移転に先立ち実施

した本自己株公開買付け、中京銀行の一般株主の皆様への株主還元策である中京銀行株

式１株あたり 141 円（源泉徴収税額控除前、以下同じとします。）の剰余金の配当（以下

「本特別配当」といいます。）等の要因を総合的に勘案した上で決定されたものです。 

 本株式移転により、両行の株主に交付しなければならない当社の普通株式の数に１株

に満たない端数が生じた場合には、会社法第 234 条その他関連法令の規定に従い、当該

株主に対し１株に満たない端数部分に応じた金額をお支払いいたします。 

 なお、上記株式移転比率は、本経営統合契約書の締結後、本株式移転の効力発生日ま

での間において、株式移転比率に重大な影響を与える事由が新たに発見された場合又は

当該事由が生じた場合等においては、両行で協議のうえ、変更することがあります。 

 

（注）２ 当社が交付する新株式数（予定） 

  普通株式：49,094,859 株 

上記は、愛知銀行の 2022 年３月 31 日時点における普通株式の発行済株式総数

（10,943,240 株）及び中京銀行の 2022 年３月 31日時点における普通株式の発行済株式

総数（21,780,058 株）を前提として算出しております。但し、基準時までに、それぞれ

が所有する自己株式の全部を消却する予定であることに鑑み、愛知銀行の 2022 年３月

31 日時点における自己株式数（176,172 株）並びに中京銀行の 2022 年３月 31 日時点に

おける自己株式数（5,150 株）及び中京銀行が本自己株公開買付けにより取得した普通

株式 8,534,385 株は、上記の算出において、新株式交付の対象から除外しております。

なお、愛知銀行又は中京銀行の株主から株式買取請求権の行使がなされた場合等、両行

の自己株式数が基準時までに変動した場合は、当社が交付する新株式数が変動すること

があります。 

 

（注）３ 単元未満株式の取扱い 
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 本株式移転により、１単元（100 株）未満の当社の普通株式（以下「単元未満株式」と

いいます。）の割当てを受ける両行の株主の皆様につきましては、その所有する単元未満

株式を東京証券取引所、名古屋証券取引所及びその他の金融商品取引所において売却す

ることはできません。そのような単元未満株式を所有することとなる株主の皆様は、会

社法第 192 条第１項の規定に基づき、当社に対し、自己の所有する単元未満株式を買い

取ることを請求することが可能です。また、会社法第 194 条第１項及び当社の定款に定

める予定の規定に基づき、当社に対し、自己の有する単元未満株式の数と併せて単元株

式数となる数の株式を売り渡すことを請求することも可能とする予定です。 

 

（注）４ 本株式移転に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

本株式移転に際し、愛知銀行及び中京銀行がそれぞれ発行している各新株予約権につ

いては、当該新株予約権の内容及び株式移転比率を踏まえ、基準時における各新株予約

権者に対し、その所有する各新株予約権に代わる当社の新株予約権を割当交付いたしま

す。なお、両行は、新株予約権付社債を発行しておりません。 
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(2) 株式移転比率の算定根拠等 

① 割当ての内容の根拠及び理由 

両行は、2021 年 12 月 10 日付で経営統合に向け協議・検討を進めていくことについて基

本合意し、効力発生日を 2022 年 10 月３日（予定）とする本株式移転による共同持株会社

の設立及び共同持株会社のもとでの将来的な両行の合併を基本方針とする経営統合（以下

「本経営統合」といいます。）を行うことに向け、統合準備委員会を設置して協議・検討を

進めてまいりました。 

愛知銀行は、下記④「公正性を担保するための措置」に記載のとおり、本株式移転の対

価の公正性その他の本株式移転の公正性を担保するため、愛知銀行の第三者算定機関とし

てみずほ証券株式会社（以下「みずほ証券」といいます。）を、リーガル・アドバイザーと

して森・濱田松本法律事務所をそれぞれ選定のうえ、本株式移転に関する検討を開始し、

第三者算定機関であるみずほ証券から 2022 年５月 10 日付で受領した株式移転比率算定書

及びリーガル・アドバイザーである森・濱田松本法律事務所からの法的助言を参考に、慎

重に協議・検討した結果、上記(1)「株式移転比率」記載の株式移転比率により本株式移転

を行うことが妥当であると判断しました。 

他方、中京銀行は、下記④「公正性を担保するための措置」に記載のとおり、本株式移

転の対価の公正性その他の本株式移転の公正性を担保するため、中京銀行の第三者算定機

関として野村證券株式会社（以下「野村證券」といいます。）を、リーガル・アドバイザー

としてアンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業（以下「アンダーソン・毛利・

友常法律事務所」といいます。）をそれぞれ選定のうえ、本株式移転に関する検討を開始し、

第三者算定機関である野村證券から 2022 年５月 10 日付で受領した株式移転比率算定書及

びリーガル・アドバイザーであるアンダーソン・毛利・友常法律事務所からの法的助言を

参考に、慎重に協議・検討した結果、上記(1)「株式移転比率」記載の株式移転比率により

本株式移転を行うことが妥当であると判断しました。 

このように、これらの第三者算定機関による算定・分析結果及びリーガル・アドバイザ

ーの助言を参考に、両行それぞれが相手方に対して実施したデュー・ディリジェンスの結

果等を踏まえて、両行の市場株価、財務の状況、将来の見通し、本株式移転に先立ち実施

した本自己株公開買付け、本特別配当等の要因を総合的に勘案し、両行間で株式移転比率

について慎重に交渉・協議を重ねた結果、両行は、最終的に上記(1)「株式移転比率」記載

の株式移転比率が妥当であるという判断に至り、2022 年５月 11 日に開催された両行の取

締役会において本株式移転における株式移転比率を決定し、合意いたしました。 

 

② 算定に関する事項 

イ）算定機関の名称及び両行との関係 

愛知銀行のフィナンシャル・アドバイザー（第三者算定機関）であるみずほ証券及び中

京銀行のフィナンシャル・アドバイザー（第三者算定機関）である野村證券は、いずれも

愛知銀行及び中京銀行の関連当事者には該当せず、本株式移転に関して記載すべき重要な
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利害関係を有しておりません。 

 

ロ）算定の概要 

本株式移転に用いられる株式移転比率の算定にあたって公正性を期すため、愛知銀行は

みずほ証券を第三者算定機関として選定し、中京銀行は野村證券を第三者算定機関として

選定し、それぞれ株式移転比率の算定・分析を依頼しました。 

みずほ証券は、両行の株式移転比率について、本自己株公開買付け及び本特別配当の影

響を勘案した上で、両行が東京証券取引所プライム市場及び名古屋証券取引所プレミア市

場に上場しており、市場株価が存在することから市場株価基準法による算定を行うととも

に、両行とも比較可能な上場類似企業が複数存在し、類似企業比較による株式価値の類推

が可能であることから類似企業比較法による算定を行い、更に、将来の事業活動の状況を

評価に反映するため、一定の資本構成を維持するために必要な内部留保等を考慮した後の

株主に帰属するキャッシュフローを資本コストで現在価値に割り引くことで株式価値を分

析する手法で、金融機関の評価に広く利用される配当割引モデル法（以下「ＤＤＭ法」と

いいます。）による算定を行いました。各手法における算定結果は以下のとおりです。下記

の株式移転比率の算定レンジは、中京銀行の普通株式１株に対して当社の普通株式を１株

割り当てる場合に、愛知銀行の普通株式１株に対して割り当てる当社の普通株式数の算定

レンジを記載したものです。 

 

 採用手法 株式移転比率の算定レンジ 

１ 市場株価基準法 2.80～2.89 

２ 類似企業比較法 2.55～3.72 

３ ＤＤＭ法 2.72～4.65 

 

なお、市場株価基準法では、2022 年５月 10 日（以下「基準日」といいます。）を基準と

して、基準日の株価終値及び基準日までの１週間、１ヶ月間、３ヶ月間の各株価終値平均

に基づき算定いたしました。 

みずほ証券は、株式移転比率の算定に際して、両行から提供を受けた情報及び公開情報

を使用し、それらの資料、情報等が全て正確かつ完全なものであることを前提としており、

独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、両行及びそれらの関

係会社の資産又は負債（偶発債務を含みます。）について、個別の資産及び負債の分析及び

評価を含め、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者機関への依頼も行ってお

りません。みずほ証券の株式移転比率の算定は、2022 年５月 10 日までの情報及び経済条

件を反映したものであり、また、両行の財務予測（利益計画その他の情報を含みます。）に

ついては、両行の経営陣により、現時点で得られる最善の予測及び判断に基づき合理的に

作成されたものであることを前提としております。なお、みずほ証券がＤＤＭ法において

使用した算定の基礎となる両行の将来の利益計画においては、大幅な増減益を見込んでお

りません。 
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野村證券は、両行の株式移転比率について、本自己株公開買付け及び本特別配当の影響

を勘案した上で、両行がそれぞれ東京証券取引所プライム市場及び名古屋証券取引所プレ

ミア市場に上場しており、市場株価が存在することから市場株価平均法を、両行とも比較

可能な上場類似会社が複数存在し、類似会社比較による株式価値の類推が可能であること

から類似会社比較法を、また、それに加えて将来の事業活動の状況を評価に反映するため、

一定の資本構成を維持するために必要な内部留保等を考慮した後の株主に帰属する利益を

資本コストで現在価値に割り引くことで株式価値を分析する手法で、金融機関の評価に広

く利用されるＤＤＭ法を、それぞれ採用して算定を行いました。各評価手法における中京

銀行の普通株式１株に対して当社の普通株式を１株割り当てる場合に、愛知銀行の普通株

式１株に割り当てる当社株式数の算定結果は、以下のとおりです。 

 

 採用手法 株式移転比率の算定結果 

１ 市場株価平均法 2.64～3.34 

２ 類似会社比較法 3.63～7.06 

３ ＤＤＭ法 3.10～3.67 

 

なお、市場株価平均法においては、基本合意書の締結に関する観測報道がなされた日で

ある 2021 年 12 月２日を算定基準日（以下「基準日①」といいます。）として、両行の東京

証券取引所プライム市場における基準日①の終値、基準日①から遡る５営業日、１ヶ月間、

３ヶ月間及び６ヶ月間の各期間の取引日における終値単純平均値を、並びに 2022 年５月

10 日を算定基準日（以下「基準日②」といいます。）として、両行の東京証券取引所プライ

ム市場における基準日②の終値、基準日②から遡る５営業日、１ヶ月間、３ヶ月間及び６

ヶ月間の各期間の取引日における終値単純平均値をそれぞれ採用しております。 

野村證券は、株式移転比率の算定に際して、公開情報及び野村證券に両行から提供され

た一切の情報が正確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性

及び完全性についての検証は行っておりません。両行及びそれらの関係会社の資産又は負

債（金融派生商品、簿外資産及び負債、その他の偶発債務を含みます。）について、個別の

資産及び負債の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者

機関への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。野村證券の株式移転比率の算定は、2022

年５月 10 日現在までに野村證券が入手した情報及び経済条件を反映したものであり、ま

た、両行の各々の財務予測（利益計画その他の情報を含みます。）については、両行の各々

の経営陣により、現時点で得られる最善の予測及び判断に基づき合理的に作成されたこと

を前提としております。 

野村證券がＤＤＭ法の評価の基礎とした両行の将来の財務予測において、大幅な増減益

を見込んでいる事業年度はありません。 
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③ 当社の上場申請等に関する取扱い 

両行は、新たに設立する当社の株式について、東京証券取引所プライム市場及び名古屋証

券取引所プレミア市場に新規上場申請を行う予定です。上場日は、2022年10月３日を予定し

ております。 

また、両行は、本株式移転により当社の子会社となりますので、当社の上場に先立ち、

2022年９月29日にそれぞれ東京証券取引所及び名古屋証券取引所を上場廃止となる予定で

す。 

なお、当社の株式上場日及び両行の上場廃止日につきましては、東京証券取引所及び名古

屋証券取引所の規則に従って決定されることとなります。 

 
④ 公正性を担保するための措置 

愛知銀行は、本株式移転の公正性を担保するために、以下の措置を講じております。 

ア．独立した第三者算定機関からの株式移転比率算定書等の取得 

愛知銀行は、本株式移転の公正性を担保するために、上記(2)「①割当ての内容の根拠

及び理由」に記載のとおり、第三者算定機関としてみずほ証券を選定し、本株式移転に

用いる株式移転比率の合意の基礎とすべく株式移転比率算定書を取得しております。愛

知銀行は、第三者算定機関であるみずほ証券の分析及び意見を参考として中京銀行と交

渉・協議を行い、上記(1)「株式移転比率」記載の株式移転比率により本株式移転を行う

ことを 2022 年５月 11 日に開催された取締役会において決議いたしました。 

また、愛知銀行はみずほ証券から 2022 年５月 10 日付にて、本株式移転における株式

移転比率は、愛知銀行にとって財務的見地から妥当である旨の意見書（フェアネス・オ

ピニオン）を取得しております。みずほ証券のフェアネス・オピニオンに関する重要な

前提条件等については別添をご参照ください。 

 

イ．独立した法律事務所からの助言 

愛知銀行は、取締役会の意思決定の公正性及び適正性を担保するために、両行から独

立したリーガル・アドバイザーである森・濱田松本法律事務所から、愛知銀行の意思決

定の方法、過程その他の本株式移転に係る手続に関する法的助言を受けております。 

 

他方、中京銀行は、本株式移転の公正性を担保するために、以下の措置を講じておりま

す。 

 

ア．独立した第三者算定機関からの株式移転比率算定書等の取得 

中京銀行は、本株式移転の公正性を担保するために、上記(2)「①割当ての内容の根拠

及び理由」に記載のとおり、第三者算定機関として野村證券を選定し、本株式移転に用

いる株式移転比率の合意の基礎とすべく株式移転比率算定書を取得しております。中京

銀行は、第三者算定機関である野村證券の分析及び意見を参考として愛知銀行と交渉・

協議を行い、上記(1)「株式移転比率」記載の合意した株式移転比率により本株式移転を
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行うことを 2022 年５月 11 日に開催された取締役会において決議いたしました。 

また、中京銀行は野村證券から 2022 年５月 10 日付にて、本株式移転における株式移

転比率は、中京銀行の普通株主にとって財務的見地から妥当である旨の意見書（フェア

ネス・オピニオン）を取得しております。 

イ．独立した法律事務所からの助言 

中京銀行は、取締役会の意思決定の公正性及び適正性を担保するために、両行から独

立したリーガル・アドバイザーであるアンダーソン・毛利・友常法律事務所から、中京

銀行の意思決定の方法、過程その他本株式移転に係る手続に関する法的助言を受けてお

ります。 

 

⑤ 利益相反を回避するための措置 

本株式移転にあたって、愛知銀行と中京銀行との間には特段の利益相反関係は存しない

ことから、両行は、特別な措置は講じておりません。 
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別添：みずほ証券によるフェアネス・オピニオンに関する前提条件等 

 

みずほ証券は、2022 年５月 10 日に愛知銀行及び中京銀行で合意された株式移転比率（以

下、「本株式移転比率」といいます。）が、愛知銀行の普通株主にとって財務的見地から妥

当である旨の意見書（以下、「本書」といいます。）を出状しておりますが、その出状にあ

たっては、以下の点を前提条件としております。 

 

みずほ証券は、本書における意見表明にあたり、みずほ証券が検討した全ての公開情報

及び各行からみずほ証券に提供され、又はみずほ証券が各行と協議した財務その他の情報

で本書における分析の実質的な根拠となった情報（以下、「本件情報」といいます。）の全

てが、正確かつ完全であることに依拠し、それを前提としております。みずほ証券は、本

件情報の正確性若しくは完全性につき独自に検証は行っておらず、また、これらを独自に

検証する義務を負いません。従って、本書で表明される結論は、本件情報について、かか

る情報を重大な誤りとする事項があった場合、又は本書交付時点で開示されていない事実

や状況若しくは本書交付時点以降に発生した事実や状況（本書交付時点において潜在的に

存在した事実で、その後明らかになった事実を含む。）があった場合には、異なる可能性が

あります。なお、みずほ証券は愛知銀行の経営陣が、各行からみずほ証券に提供され、又

はみずほ証券が愛知銀行と協議した財務その他の情報について、不完全若しくは誤解を招

くようなものとするような事実を一切認識していないことを前提としています。 

みずほ証券が提供を受けた財務予測その他の将来に関する情報（将来の収益及び費用に

関する予想、費用節減の見通し並びに各行の事業計画を含みます。）については、各行及び

各行の関係会社の将来の経営成績及び財務状況に関し現時点で得られる最善の予測及び判

断に基づき、各行の経営陣によって合理的に準備、作成されたことを前提とし、かつ、み

ずほ証券は、かかる財務予測及び事業計画の実現可能性について独自に検証することなく、

これらの財務予測及び事業計画に依拠し、本書で言及される分析若しくは予想又はそれら

の基礎となる仮定に関して何らの見解も表明しておりません。なお、本株式移転による両

行のシナジー効果については、みずほ証券は本書の交付時点において意見表明に重要な影

響を及ぼす可能性を定量的に評価できる事項は認識しておらず、本書における検討ではこ

れを盛り込んでおりません。 

本書作成にあたってみずほ証券が要求した情報のうち、各行から情報の提供又は開示を

受けられず、又は提供若しくは開示を受けたもののそれが各行の株式価値に及ぼす影響が

現時点においては不確定なもの、又はその他の方法によってもみずほ証券が評価の基礎と

して使用できなかったものについては、みずほ証券は、愛知銀行の同意の下で、みずほ証

券が合理的及び適切と考える仮定を用いています。みずほ証券のかかる仮定が重要な点に

おいて事実と異なることが明らかになった場合に、評価結果が異なる可能性があります。 

本株式移転は、日本の法人税法上、両行につき課税されない取引であること、及び本株

式移転に関するその他の課税関係が本株式移転比率に影響を及ぼさないことを前提として

います。また、みずほ証券は、独自に検証を行うことなく、本株式移転が適時に完了する
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こと、並びに両行又は本株式移転で期待される利益に何らの悪影響を及ぼすことなく、本

株式移転の完了に必要なすべての重要な、政府、規制当局その他の同意及び承認（法令又

は契約に基づくものであるか否かを問わない。）を得ることができること、また、かかる同

意及び承認の内容が本株式移転比率に影響を及ぼさないこと、各行に対し規制当局その他

により発令若しくは課された命令、措置その他の処分がある場合には、各行から開示を受

けたものを除き、それが各行の今後の業績に与える影響が存在しないか、又は今後も発生

しないことを前提としています。みずほ証券は、法律、規制又は税務関連の専門家ではな

く、かかる事項については、両行の外部専門家が行った評価に依拠しております。 

また、みずほ証券は、各行又はその関係会社の資産・負債（デリバティブ取引、簿外資

産・負債その他の偶発債務を含む。）又は引当につき独自に評価・査定を行っておらず、そ

の会計上・税務上の評価額の妥当性ないし会計処理・税務処理の適正性について分析して

おらず、いかなる評価、査定又は分析についても、独自に第三者から提供を受けたことは

なく、第三者に要求しておりません。みずほ証券は、各行又はその関係会社の財産又は施

設を検査する義務を負っておらず、倒産、破産等に関する法律に基づいて各行又はその関

係会社の株主資本又は支払能力についての評価を行っておりません。尚、中京銀行が本株

式移転に先立ち実施する予定の自社株公開買付けについては、本株式移転の実行時点にお

いてこれが実行されることを前提として、又中京銀行が 2022 年９月 30 日を基準日として

実施する予定の特別配当が予定通り実行されることを前提として価値算定を行っておりま

す。 

各行並びにその関係会社のいずれも、本株式移転比率に重大な影響を及ぼすような契約、

合意その他一切の書面を過去に締結しておらず、かつこのような決定を行っていないこと、

また、将来も締結若しくは決定を行わないこと、及び本株式移転の実行により、将来、各

行又はその関係会社が当事者として拘束される重要な合意に違反することとならず、かつ、

かかる重要な合意を解除する権利又はかかる合意に基づき不履行を宣言し若しくは救済手

段を行使する権利を生じさせないことを前提としています。みずほ証券は、本件情報にお

いて開示を受けたものを除き、各行及びその関係会社の訴訟若しくは紛争その他に関する

偶発債務又は環境、税務若しくは知的財産権等に関する簿外債務は存在しないこと、並び

に各行の事業に関する現在の保険加入額が事業運営上十分であることを前提としています。 

本書は、本書の日付現在存在し、評価できる財務、経済、市場その他の状況を前提とし

ており、かつ、本書の日付現在みずほ証券が入手している情報に依拠しています。なお、

本書の日付現在みずほ証券が入手している情報若しくはかかる情報に潜在的に含まれてい

る事実についても、本書の日付現在においてかかる情報・事実が各行の株式価値に及ぼす

影響が必ずしも明らかではないものについては、みずほ証券は検討の対象としていません。

また、現在及び将来において、各行が現在想定している事業・財務等の見通しに著しく影

響を与える可能性のある技術革新、その他の事象は存在しないことを前提としています。

従って、本書の日付以降に本書における検討の前提とした事実に変更若しくは影響が発生

した場合、又は前記のような潜在的な事実が判明したことによる株式価値への影響が明ら

かになった場合等において、みずほ証券の意見が影響を受ける可能性がありますが、みず
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ほ証券は本書を変更、更新、補足又は再確認する責任を一切負いません。 

みずほ証券は、本株式移転に関連し愛知銀行のフィナンシャル・アドバイザーとして、

そのサービスの対価である手数料（本株式移転の完了を条件とする成功報酬を含みます。）

を愛知銀行から受領する予定です。みずほ証券及びその関係会社には、過去に愛知銀行並

びに愛知銀行の関係会社に対してフィナンシャル・アドバイス、資金調達等に関するサー

ビスを提供し、その対価として手数料を受取っているものがあります。愛知銀行は、本書

の提出に関連するものを含め、みずほ証券の関与によりみずほ証券に生じる一定の債務に

ついて、みずほ証券に対し補償することに合意しています。さらに、通常の業務過程にお

いて、又は、本株式移転に関連して、みずほ証券及びみずほ証券を構成員とするみずほフ

ィナンシャルグループ各社は、自己の勘定又は顧客の勘定で、両行のいずれか又はその関

係会社の発行する一定の株式、債券その他の証券を含む各種の金融商品を引き受け、保有

し又は売却することがあり、随時これらの金融商品のポジションを保有する可能性、並び

に両行のいずれか若しくはその関係会社又はこれらの会社の発行する各種の金融商品に係

るデリバティブ取引を行う可能性があります。また、みずほ証券及びみずほ証券を構成員

とするみずほフィナンシャルグループ各社は、通常の業務過程において、又は、本株式移

転に関連して両行のいずれか又はその関係会社と融資その他の取引関係を有し、かかる行

為について対価を受領する可能性があります。 

みずほ証券は、本株式移転を進め、又はこれを実行することの前提となる愛知銀行の経

営上の意思決定に関し意見を提出することは要請されておらず、みずほ証券の意見はいか

なる面においてもかかる事項を対象としていません。本株式移転比率は、両行間の交渉を

経て決定され、愛知銀行の取締役会により承認されるものであり、みずほ証券の意見は、

愛知銀行が本株式移転を検討するに際して考慮された多くの要因の一つにすぎません。し

たがって、愛知銀行の取締役会の本株式移転又は本株式移転比率についての見解を決定付

ける要因と捉えることはできません。また、みずほ証券は、本株式移転以外の取引又は本

株式移転と他の取引との優劣に関し意見を提出することを依頼されておらず、本書におい

てかかる意見を表明しておりません。みずほ証券は、愛知銀行又は愛知銀行取締役会に対

し、本株式移転に関連して第三者による関心を募るよう勧誘する義務を負っておらず、か

つかかる勧誘を行っておりません。 

みずほ証券の意見は、本株式移転比率が本書の日付現在の愛知銀行の普通株主にとって

財務的見地から妥当であるか否かに限定されており、愛知銀行の他の種類の証券保有者、

債権者その他の関係者にとっての本株式移転比率の妥当性について意見を表明するもので

はありません。また、愛知銀行普通株主が本株式移転に関し、議決権行使その他の行為を

いかに行うべきかについて意見を表明するものではありません。みずほ証券は、本株式移

転の形態、ストラクチャー等を含む本株式移転の諸条件（本株式移転比率を除きます。）に

ついて意見を表明しておらず、また、両行のいずれかの取締役、執行役員若しくは従業員

又はそれらに相当する者に対する、本株式移転に関連する報酬の額若しくはその性質、又

はかかる報酬の妥当性に関する意見も表明しておりません。 
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５【組織再編成対象会社の発行有価証券と組織再編成によって発行(交付)される有価証券

との相違】 

(1) 株主総会参考書類の電子提供 

愛知銀行及び中京銀行の定款には、株主総会参考書類の電子提供措置に係る定めはあ

りませんが、当社の定款には、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類等の内容である

情報について、電子提供措置をとるものとする旨の定めが置かれる予定であります。当該

定めの詳細及び効力発生日につきましては、上記「第二部 組織再編成に関する情報 第

１ 組織再編成の概要 ３ 組織再編成に係る契約等 (2) 株式移転計画の内容 別紙

１ 株式会社あいちフィナンシャルグループ 定款」の第16条をご参照ください。 

 

(2) 会計帳簿の閲覧等請求権 

愛知銀行及び中京銀行の株主は、銀行法の定めの適用により、各行の会計帳簿及びこれ

に関する資料を閲覧等する権利を有しませんが、当社の株主は、会社法に定められた一定

の株式保有要件を満たす限り、当社の会計帳簿及びこれに関する資料を閲覧等する権利

を有します。 

 
 

６【組織再編成対象会社の発行する証券保有者の有する権利】 

(1) 組織再編成対象会社の普通株式に関する取扱い 

① 買取請求権の行使の方法について 

愛知銀行又は中京銀行の株主が、その有する愛知銀行の普通株式又は中京銀行の普通

株式につき、愛知銀行又は中京銀行に対して会社法第 806 条に定める反対株主の株式買

取請求権を行使するためには、2022 年６月 24 日に開催された定時株主総会に先立って

本株式移転に反対する旨をそれぞれ愛知銀行又は中京銀行に対し通知し、上記定時株主

総会において本株式移転に反対し、かつ、愛知銀行及び中京銀行が上記定時株主総会の

決議の日（2022 年６月 24 日）から２週間以内の会社法第 806 条第３項の通知に代えて

社債、株式等の振替に関する法律第 161 条第２項の公告を行った日から 20 日以内に、

その株式買取請求に係る株式の数を明らかにして行う必要があります。 

 

② 議決権の行使の方法について 

愛知銀行 

愛知銀行の普通株式の株主による議決権の行使の方法としては、2022 年６月 24 日に

開催された定時株主総会に出席して議決権を行使する方法があります（なお、株主は、

愛知銀行の議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権を行使することが

できます。この場合、当該株主又は代理人は、株主総会ごとに作成された、当該定時株

主総会に関する代理権を証明する書面を、愛知銀行に提出する必要があります。）。また、

郵送又はインターネットによって議決権を行使する方法もあります。 

郵送による議決権の行使は、上記定時株主総会に関する株主総会招集ご通知同封の議
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決権行使書用紙に賛否を表示し、愛知銀行に 2022 年６月 23 日午後５時 30 分までに到

達するように返送することが必要となります。なお、議決権行使書用紙に各議案の賛否

又は棄権の記載がない場合は、賛成の意思表示があったものとして取り扱います。 

イ ン タ ー ネ ッ ト に よ る 議 決 権 の 行 使 は 、 議 決 権 行 使 サ イ ト

（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスし、上記議決権行使書用紙に記載のログイン

用 QR コード又は「ログイン ID」及び「仮パスワード」を利用のうえ、画面の案内に従

って、2022 年６月 23 日午後５時 30 分までに、各議案に対する賛否を登録することが必

要となります。機関投資家については、上記に加え、株式会社 ICJ が運営する「議決権

電子行使プラットフォーム」を利用することも可能です。 

なお、郵送により議決権を行使し、インターネットでも議決権を行使した場合は、到

達日時を問わずインターネットによる議決権行使が有効なものとされます。また、イン

ターネット 

で議決権を複数回行使した場合は、最後の議決権行使が有効なものとされます。 

株主は、複数の議決権を有する場合、会社法第 313 条に基づき、その有する議決権を

統一しないで行使することができます。但し、当該株主は、2022 年６月 21 日までに、

愛知銀行に対してその有する議決権を統一しないで行使する旨及びその理由を通知す

る必要があります。また、愛知銀行は、当該株主が他人のために株式を有する者でない

ときは、当該株主がその有する議決権を統一しないで行使することを拒むことがありま

す。 

 

中京銀行 

中京銀行の普通株式の株主による議決権の行使の方法としては、2022 年６月 24 日に

開催された定時株主総会に出席して議決権を行使する方法があります（なお、株主は、

中京銀行の議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権を行使することが

できます。この場合、当該株主又は代理人は、株主総会ごとに作成された、当該定時株

主総会に関する代理権を証明する書面を、中京銀行に提出する必要があります。）。また、

郵送又はインターネットによって議決権を行使する方法もあります。 

郵送による議決権の行使は、上記定時株主総会に関する株主総会招集ご通知同封の議

決権行使書用紙に賛否を表示し、中京銀行に 2022 年６月 23 日午後５時 30 分までに到

達するように返送することが必要となります。なお、議決権行使書用紙に各議案の賛否

又は棄権の記載がない場合は、賛成の意思表示があったものとして取り扱います。 

イ ン タ ー ネ ッ ト に よ る 議 決 権 の 行 使 は 、 議 決 権 行 使 サ イ ト

（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスし、上記議決権行使書用紙に記載のログイン

用 QR コード又は「ログイン ID」及び「仮パスワード」を利用のうえ、画面の案内に従

って、2022 年６月 23 日午後５時 30 分までに、各議案に対する賛否を登録することが必

要となります。機関投資家については、上記に加え、株式会社 ICJ が運営する「議決権

電子行使プラットフォーム」を利用することも可能です。 

なお、郵送により議決権を行使し、インターネットでも議決権を行使した場合は、到
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達日時を問わずインターネットによる議決権行使が有効なものとされます。また、イン

ターネットで議決権を複数回行使した場合は、最後の議決権行使が有効なものとされま

す。 

株主は、複数の議決権を有する場合、会社法第 313 条に基づき、その有する議決権を

統一しないで行使することができます。但し、当該株主は、2022 年６月 21 日までに、

中京銀行に対してその有する議決権を統一しないで行使する旨及びその理由を通知す

る必要があります。また、中京銀行は、当該株主が他人のために株式を有する者でない

ときは、当該株主がその有する議決権を統一しないで行使することを拒むことがありま

す。 

 

③ 組織再編成によって発行される株式の受取方法について 

本株式移転によって発行される当社の普通株式は、基準時における両行の株主に割り

当てられます。両行の株主は、自己の愛知銀行又は中京銀行の普通株式が記録されてい

る振替口座に、当社の普通株式が記録されることにより、当社の普通株式を受け取るこ

とができます。 

 

(2) 組織再編成対象会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

① 買取請求権の行使の方法について 

本株式移転に際して、両行が既に発行している新株予約権については、本株式移転計

画における会社法第 773 条第１項第９号又は第 10 号に掲げる事項についての定めが当

該新株予約権に係る同法第 236 条第１項第８号の条件（同号ホに関するものに限りま

す。）に合致するため、会社法第 808 条第１項の規定により、新株予約権買取請求権が

発生しません。 

また、両行は、本報告書提出日現在において、新株予約権付社債を発行しておりませ

ん。 

 

② 組織再編成によって発行される新株予約権の受取方法について 

本株式移転によって発行される当社の新株予約権は、基準時における両行の新株予約

権原簿に記載又は記録された両行の新株予約権者に割当てられます。当該新株予約権者

は、当社の新株予約権原簿に記載又は記録されることにより、当社の新株予約権を受け

取ることができます。 

 

７【組織再編成に関する手続】 

(1) 組織再編成に関し会社法等に基づき備置がなされている書類の種類及びその概要並び

に当該書類の閲覧方法 

本株式移転に関し、会社法第 803 条第１項及び会社法施行規則第 206 条の各規定に基

づき、①株式移転計画、②会社法第 773 条第１項第５号及び第６号に掲げる事項について

の定めの相当性に関する事項、③会社法第 773 条第１項第９号及び第 10 号に掲げる事項
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についての定めの相当性に関する事項、④愛知銀行においては中京銀行の、中京銀行にお

いては愛知銀行の最終事業年度に係る計算書類等の内容を記載した書面を、両行の本店

に 2022 年６月９日よりそれぞれ備え置いております。その他に、⑤愛知銀行又は中京銀

行の最終事業年度の末日後に会社財産の状況に重要な影響を与える事象が生じたとき、

又は上記書面の備置の開始日以降、本株式移転効力発生日（2022 年 10 月３日を予定）ま

での間に上記書面の記載事項に変更が生じたときは、その内容を記載した書面を追加で

備え置くことといたします。 

①は、2022 年５月 11 日開催の両行の取締役会において承認された株式移転計画です。

②は、本株式移転に際して株式移転比率及びその算定根拠並びに上記株式移転計画に定

める当社の資本金及び準備金の額に関する事項が相当であることを説明した書類です。

③は、本株式移転に際して愛知銀行又は中京銀行の新株予約権を有する新株予約権者に

対して当該新株予約権に代わって交付する当社の新株予約権の内容、数及び割当てに関

する事項が相当であることを説明した書類です。④は、愛知銀行又は中京銀行の 2022 年

３月期の計算書類等に関する書類です。⑤は、愛知銀行又は中京銀行の 2022 年３月期の

末日後に、会社財産の状況に重要な影響を与える事象が生じたとき、又は上記①から④の

書面の備置開始後、本株式移転効力発生日（2022 年 10 月３日を予定）までの間に同書面

の記載事項に変更が生じたときに備え置かれるものであり、当該事象又は変更内容を記

載した書面です。 

これらの書類は、両行のそれぞれの本店で閲覧することができます。 

 

(2) 株主総会等の組織再編成に関する手続の方法及び日程 

2022 年３月 31 日（木）  定時株主総会に係る基準日（両行） 

2022 年５月 11 日（水）  本経営統合契約書の締結に係る取締役会決議及

び本経営統合契約書の締結（両行） 

  本株式移転計画の作成に係る取締役会決議及び

本株式移転計画の作成（両行） 

  本自社株公開買付応募契約書の締結に係る取締

役会決議及び本自社株公開買付応募契約書の締

結（中京銀行） 

2022 年６月 24 日（金）  本株式移転計画承認に係る定時株主総会（両行） 

2022 年８月 24 日（水）  本自己株公開買付けの決済開始日 

2022 年９月 29 日（木）（予定）  東京証券取引所及び名古屋証券取引所上場廃止

日（両行） 

2022 年９月 30 日（金）（予定）  両行の中間配当（中京銀行による本特別配当を含

む）の基準日 

2022 年 10 月３日（月）（予定）  当社設立登記日（本株式移転の効力発生日）及び

当社株式上場日 
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但し、今後手続を進める中で、本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により必

要な場合には、両行で協議のうえ、日程を変更する場合があります。 

 

(3) 組織再編成対象会社が発行者である有価証券の所有者が当該組織再編成行為に関して

買取請求権を行使する方法 

① 株式について 

愛知銀行又は中京銀行の株主が、その有する愛知銀行の普通株式又は中京銀行の普通

株式につき、愛知銀行又は中京銀行に対して会社法第 806 条に定める反対株主の株式買

取請求権を行使するためには、2022 年６月 24 日に開催された定時株主総会に先立って

本株式移転に反対する旨をそれぞれ愛知銀行又は中京銀行に対し通知し、上記定時株主

総会において本株式移転に反対し、かつ、愛知銀行及び中京銀行が上記定時株主総会の

決議の日（2022 年６月 24 日）から２週間以内の会社法第 806 条第３項の通知に代えて

社債、株式等の振替に関する法律第 161 条第２項の公告を行った日から 20 日以内に、

その株式買取請求に係る株式の数を明らかにして行う必要があります。 

 

② 新株予約権及び新株予約権付社債について 

本株式移転に際して、両行が既に発行している新株予約権については、本株式移転計

画における会社法第 773 条第１項第９号又は第 10 号に掲げる事項についての定めが当

該新株予約権に係る同法第 236 条第１項第８号の条件（同号ホに関するものに限りま

す。）に合致するため、会社法第 808 条第１項の規定により、新株予約権買取請求権が

発生しません。 

また、両行は、本報告書提出日現在において、新株予約権付社債を発行しておりませ

ん。 
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第２【統合財務情報】 

１ 当社 

当社は新設会社であるため、本報告書提出日現在において財務情報はありません。 

 

２ 組織再編成後の当社 

上記のとおり、当社には本報告書提出日現在において財務情報はありませんが、両行の最近

連結会計年度の主要な経営指標である「経常収益」、「経常利益」及び「親会社株主に帰属する

当期純利益」を合算すると、以下のとおりとなります。もっとも、以下の数値は、単純な合算

値に過ぎず、監査法人の監査証明を受けていない記載であることにご留意ください。また、「経

常収益」、「経常利益」及び「親会社株主に帰属する当期純利益」以外の指標等については、単

純な合算を行うことも困難であり、また、単純に合算を行うと却って投資家の判断を誤らせる

おそれがあることから、合算は行っておりません。 

経常収益(百万円) 87,640 

経常利益(百万円) 21,601 

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 14,673 
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３ 組織再編成対象会社 

当社の完全子会社となる両行の最近連結会計年度に係る主要な経営指標等については、以

下のとおりであります。 

 

(1) 愛知銀行 

主要な経営指標等の推移 

連結経営指標等の推移 

回次 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 

決算年月 

(自 2017年 

４月１日 

至 2018年 

３月31日) 

(自 2018年 

４月１日 

至 2019年 

３月31日) 

(自 2019年 

４月１日 

至 2020年 

３月31日) 

(自 2020年 

４月１日 

至 2021年 

３月31日) 

(自 2021年 

４月１日 

至 2022年 

３月31日) 

連結経常収益 百万円 50,233 49,893 52,895 53,281 56,112 

連結経常利益 百万円 6,363 7,086 4,138 6,043 15,534 

親会社株主に帰属する

当期純利益 
百万円 4,274 4,682 2,930 4,266 10,945 

連結包括利益 百万円 11,566 △5,308 △19,030 38,098 △5,119 

連結純資産額 百万円 236,045 229,790 209,350 246,391 239,512 

連結総資産額 百万円 3,153,970 3,142,287 3,246,230 3,788,132 4,320,749 

１株当たり純資産額 円 21,373.25 20,777.69 19,055.59 22,480.79 21,811.72 

１株当たり当期純利益 円 394.27 431.85 272.08 396.82 1,017.22 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
円 392.49 429.80 270.64 394.46 1,011.45 

自己資本比率 ％ 7.3 7.2 6.3 6.4 5.4 

連結自己資本利益率 ％ 1.89 2.05 1.36 1.91 4.59 

連結株価収益率 倍 13.59 7.95 11.67 7.61 4.46 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
百万円 △26,126 828 △128,698 34,723 314,587 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
百万円 24,577 25,857 79,123 55,752 △54,626 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
百万円 △1,037 △959 △1,504 △1,100 △1,746 

現金及び現金同等物の

期末残高 
百万円 160,202 185,930 134,849 224,225 482,440 

従業員数 

[外、平均臨時従業員数] 
人 

1,628 

[632] 

1,582 

[596] 

1,537 

[573] 

1,507 

[564] 

1,500 

[546] 

(注) １ 愛知銀行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。 
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２ 自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末非支配株主持分）を期末資

産の部の合計で除して算出しております。 
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 (2) 中京銀行 

主要な経営指標等の推移 

連結経営指標等の推移 

 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 

 

(自 2017年 

４月１日 

至 2018年 

３月31日) 

(自 2018年 

４月１日 

至 2019年 

３月31日) 

(自 2019年 

４月１日 

至 2020年 

３月31日) 

(自 2020年 

４月１日 

至 2021年 

３月31日) 

(自 2021年 

４月１日 

至 2022年 

３月31日) 

連結経常収益 百万円 29,734 30,454 30,924 31,446 31,528 

連結経常利益 百万円 4,574 4,221 3,489 3,632 6,067 

親会社株主に帰属する当

期純利益 
百万円 3,080 3,481 2,316 2,333 3,728 

連結包括利益 百万円 2,086 5,015 △12,990 12,013 △1,682 

連結純資産額 百万円 109,103 113,316 99,472 110,691 108,146 

連結総資産額 百万円 1,964,467 1,956,809 1,976,330 2,107,003 2,348,196 

１株当たり純資産額 円 5,023.47 5,211.44 4,574.50 5,083.59 4,955.94 

１株当たり当期純利益 円 142.08 160.50 106.74 107.51 171.30 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
円 141.37 159.62 106.06 106.79 170.30 

自己資本比率 ％ 5.54 5.77 5.01 5.23 4.59 

連結自己資本利益率 ％ 2.84 3.13 2.18 2.22 3.41 

連結株価収益率 倍 16.39 14.14 20.32 16.35 9.33 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 8,848 △34,533 △21,070 △71,880 239,315 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 24,373 56,226 8,876 91,616 20,542 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 △12,239 △1,834 △1,713 △1,303 △1,179 

現金及び現金同等物の期

末残高 
百万円 66,831 86,644 72,691 91,124 349,803 

従業員数 
人 

1,189 1,152 1,113 1,117 892 

[外、平均臨時従業員数] [453] [421] [400] [401] [382] 

(注) １ 中京銀行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。 

２ 自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権）を期末資産の部の合計で除して

算出しております。 
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第３【発行者(その関連者)と組織再編成対象会社との重要な契約】 

該当事項はありません。 
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第二部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

上記「第一部 組織再編成に関する情報 第２ 統合財務情報」に記載のとおりです。 

 

２【沿革】 

2022 年５月 11 日 両行は、両行の株主総会の承認及び関係当局の許認可等を得ら

れることを前提として、本株式移転により共同で当社を設立す

ることについて合意に達し、両行取締役会において本株式移転

計画の作成及び本経営統合契約書の締結を決議いたしました。 

2022 年６月 24 日 愛知銀行は、その定時株主総会において、両行が共同で株式移転

の方法により当社を設立し、両行がその完全子会社となること

について決議いたしました。 

2022 年６月 24 日 中京銀行は、その定時株主総会において、両行が共同で株式移転

の方法により当社を設立し、両行がその完全子会社となること

について決議いたしました。 

2022 年 10 月３日（予定） 両行が株式移転の方法により当社を設立する予定です。また、当

社の普通株式を東京証券取引所及び名古屋証券取引所に上場す

る予定です。 

 

なお、当社の完全子会社となる両行の沿革につきましては、両行の有価証券報告書（愛知

銀行については 2022 年６月 24 日提出、中京銀行については 2022 年６月 24 日提出）をご参

照ください。 

 

３【事業の内容】 

当社は、銀行その他銀行法により子会社とすることができる会社の経営管理及びこれに付

帯関連する業務を行う予定です。 

また、当社の完全子会社となる両行の 2022 年３月期連結会計年度末日（2022 年３月 31

日）時点（但し、当該日よりも後の時点の事実関係であることを注記により明記した記載に

ついてはその時点）における事業の内容は以下のとおりです。 

 

(1) 愛知銀行 

愛知銀行及び愛知銀行の関係会社は、愛知銀行及び連結子会社５社で構成され、銀行業

務を中心に、証券業務、信託契約代理業務、リース業務などの金融サービスに係る事業を

行っております。 
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愛知銀行及び愛知銀行の関係会社の事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

[銀行業] 

愛知銀行の本店ほか支店等においては、預金業務、貸出業務、内国為替業務、外国為替

業務、投資信託及び生命保険商品の窓口販売業務を行い、公共性の高い地域金融機関とし

ての役割を果たすため、利便性の高いより高度な金融サービスを提供しております。 

証券業務として商品有価証券売買業務、有価証券投資業務、社債受託及び登録業務、証

券仲介業務等を行っております。 

信託契約代理業務として本店ほか 11 支店において公益信託業務、特定贈与信託業務、

土地信託業務、動産設備信託業務、年金信託業務、証券信託業務を行っております。 

[リース業] 

愛銀リース株式会社において、リース業務を行っております。 

[その他] 

愛銀ビジネスサービス株式会社において事務代行業務、株式会社愛銀ディーシーカード

においてクレジットカード業務、愛銀コンピュータサービス株式会社において電算機によ

る業務処理等業務、愛知キャピタル株式会社において投資事業有限責任組合の組成運営業

務等を行っております。 

 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 

(2) 中京銀行 

中京銀行及び中京銀行の関係会社は、中京銀行及び連結子会社２社で構成され、銀行業

務を中心に、クレジットカード業務など金融サービスに係る事業を行っております。 

以上の事項を事業系統図によって示しますと、次のとおりであります。 

なお、中京銀行グループは銀行業の単一セグメントであるため、連結子会社について銀

行業務に関連して行っている事業の内容を記載しております。 

 

株式会社愛知銀行

銀行業

リース業

その他

本店ほか支店103、出張所2

愛銀リース株式会社（連結子会社）

リース業務

愛銀ビジネスサービス株式会社（連結子会社）

当行の事務代行業務

株式会社愛銀ディーシーカード（連結子会社）

クレジットカード業務

愛銀コンピュータサービス株式会社（連結子会社）

電算機による業務処理等業務

愛知キャピタル株式会社（連結子会社）

投資事業有限責任組合の組成運営業務

国内
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４【関係会社の状況】 

当社は新設会社であるため、本報告書提出日現在において関係会社はありませんが、当社

の完全子会社となる両行のそれぞれの関係会社の状況につきましては、上記「第一部 組織

再編成に関する情報 第１ 組織再編成の概要 １ 組織再編成の目的等」記載の「(2) 上

場申請会社の企業集団の概要及び当該企業集団における組織再編成対象会社と上場申請会

社の企業集団の関係 ① 上場申請会社の企業集団の概要 イ 上場申請会社の企業集団の

概要」をご参照ください。 

 

５【従業員の状況】 

(1) 当社の状況 

当社は新設会社であるため、未定です。 

 

(2) 連結会社の状況 

当社の完全子会社となる両行の 2022 年３月期連結会計年度末日（2022 年３月 31 日）

における従業員の状況につきましては、それぞれ以下のとおりであります。 

 

愛知銀行 

2022年３月31日現在 

セグメントの名

称 
銀行業 リース業 その他 合計 

従業員数(人) 
1,468 

[491] 

12 

[10] 

20 

[45] 

1,500 

[546] 

(注) １ 従業員数は、愛知銀行グループからグループ外への出向者19人、嘱託及び臨時従業員529人

を含んでおりません。 

２ 臨時従業員数は、[ ]内に年間の平均人員を外書きで記載しております。 
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中京銀行 

2022年３月31日現在 

セグメントの名称 銀行業 

従業員数(人) 
892 

[382] 

(注) １ 従業員数は、臨時従業員（嘱託を含む）358人を含んでおりません。 

２ 臨時従業員数は、[ ]内に年間の平均人員を外書きで記載しております。 
 

(3) 労働組合の状況 

① 当社の状況 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

 

② 連結会社の状況 

当社の完全子会社となる両行の本報告書提出日までの１年間における労働組合の

状況につきましては、それぞれ以下のとおりであります。 

 

愛知銀行 

愛知銀行の従業員組合は、愛知銀行従業員組合と称し、組合員数は 2022 年３月 31

日現在 1,209 人であります。労使間においては特記すべき事項はありません。 

 

中京銀行 

中京銀行の従業員組合は、中京銀行従業員組合と称し、組合員数は 2022 年３月 31

日現在 642 人であります。労使間においては特記すべき事項はありません。 
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第２【事業の状況】 

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

なお、当社の完全子会社となる両行の経営方針、経営環境及び対処すべき課題等について

は、両行の有価証券報告書（愛知銀行においては 2022 年６月 24 日提出、中京銀行において

は 2022 年６月 24 日提出）及び四半期報告書（愛知銀行については、2022 年８月９日提出、

中京銀行においては、2022 年８月９日提出）をご参照ください。 

 

２【事業等のリスク】 

当社は本報告書提出日現在において設立されておりませんが、本株式移転に関連し、当社

グループ（当社及び連結子会社。以下同じ。）の経営統合に係るリスクとして、下記(1)のリ

スクが想定されます。さらに、当社は本株式移転により両行の完全親会社となるため、当社

の設立後は、本報告書提出日現在における両行の事業等のリスクが当社の事業等のリスクと

なり得ることが想定されます。両行の事業等のリスクを踏まえた当社の事業等のリスクはそ

れぞれ下記(2)及び(3)のとおりであります。 

なお、本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は、別段の記

載がない限り、本報告書提出日現在において判断したものです。 

(1) 経営統合に関するリスク 

① 株式移転に係る手続等 

本株式移転に係る手続は、本報告書提出日において終了しておらず、今後予定通り進

まない可能性があり、加えて、本株式移転は、一定の承認、報告、書類の提出及び条件

の充足といった様々な条件（銀行法上必要な手続を履践することを含みますが、それら

に限られません。）に服していることから、国内外の規制当局が、本株式移転を停止又は

遅延させることにより本株式移転の期待効果を減殺し、又は計画通りの完了を困難にす

る条件を付した場合には、本株式移転が予定した通りに完了せず、又は全く実現しない

可能性があり、かかる事態が発生した場合には、当社又は愛知銀行グループ（愛知銀行

及び連結子会社。以下同じ。）若しくは中京銀行グループ（中京銀行及び連結子会社。以

下同じ。）の財政状態及び業績に重大な悪影響を及ぼすおそれがあります。 

② 経営統合の効果 

当初期待した統合効果を十分に発揮できないことにより、結果として当社グループの

財政状態及び業績に重大な悪影響を及ぼすおそれがあります。統合効果の十分な発揮を

妨げる要因として以下が考えられますが、これらに限られません。 

・サービス・商品開発の遅れ、顧客との関係悪化、対外的信用の低下、効果的な人員・

営業拠点配置の遅延、営業戦略の不統一を含む様々な要因により収益面における統

合効果が実現できない可能性。 

・当社グループの経営統合に伴うサービス、商品、業務及び情報システム、営業拠点

並びに従業員の再配置等により想定外の追加費用が発生する可能性。 
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・当社グループの資産及び貸出債権等に関する会計基準、引当金計上方針、内部統制、

並びに情報開示の方針及び手続その他の基準を統一することによって、追加の与信

関係費用その他の費用や損失が発生する可能性。 

 

 

(2) 愛知銀行の事業等のリスク 

① 財務面に関するリスク 

ア 不良債権に関するリスクについて 

愛知銀行は、不良債権縮減のため、不良債権のオフバランス化、経営改善支援に

注力しております。しかしながら、景気の動向、不動産価格の下落、愛知銀行の融

資先の経営状況の変動等によっては、愛知銀行の不良債権及び与信関係費用は増加

するおそれがあり、その結果、愛知銀行の業績に影響を及ぼすとともに財務内容を

弱め、自己資本の減少につながる可能性があります。 

 

イ 貸倒引当金に関するリスクについて 

愛知銀行は、愛知銀行が 2022 年６月 24 日に提出した有価証券報告書の「第５経

理の状況 注記事項 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ５．会計

方針に関する事項(5)貸倒引当金の計上基準」に基づき貸倒引当金を計上しており

ますが、今後の景気の動向や貸出先の経営状況の変動及び担保価値の下落等により、

実際の貸倒が見積りを上回り、貸出金償却の発生や貸倒引当金の積み増しが必要と

なり、愛知銀行の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

ウ 市場リスク（株価下落リスク、金利変動リスク等）について 

愛知銀行では、市場リスク量を適切にコントロールするために、市場リスクの状

況をモニタリングしております。具体的には、統計的手法である VaR（一定の確率

下の予想最大損失額）により市場リスク量を計測し、また、ストレス・テスト等を

行って、金利・株・為替市場が大きく変動した場合に、愛知銀行の損益がどのよう

に変動するか把握しております。これにより、市場リスクが愛知銀行の自己資本に

対して許容できる水準に収まるよう、市場リスクのコントロールに係る業務運営を

行っております。 

 

イ．株価下落に伴うリスクについて 

愛知銀行は市場性のある株式を保有しております。今後、大幅に株価が下落し

た場合、保有株式に減損等が発生し、愛知銀行の業績及び自己資本比率に影響を

与える可能性があります。 

 

ロ．金利上昇に伴うリスクについて 

愛知銀行は市場性のある債券に加え貸出等の資金運用及び預金等の資金調達
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を行っておりますが、これら資産と負債の金利又は期間のミスマッチングが存在

している中で金利が変動することにより、愛知銀行の業績及び自己資本比率に影

響を与える可能性があります。 

 

エ 有価証券の信用リスクについて 

愛知銀行は、信用リスクを有する有価証券を保有していますが、これらが内包す

る信用リスクの上昇により、愛知銀行の業績及び自己資本に影響を与える可能性が

あります。 

 

オ 自己資本比率について 

自己資本比率は、銀行法第 14 条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産

等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準

（2006 年金融庁告示第 19 号）に基づき算出しております。なお、愛知銀行は、海

外営業拠点を有していないことから国内基準を採用しており、現行では自己資本比

率を４％以上に維持することが求められています。 

各種リスクの発生により自己資本比率が大幅に低下した場合、愛知銀行の信頼が

低下し、愛知銀行の業務遂行や資金調達等に影響を及ぼす可能性があります。また、

自己資本比率が４％を下回った場合は、業務の全部又は一部の停止等を含む様々な

命令を受けることとなります。愛知銀行の自己資本比率に影響を与える主な要因と

して以下のものがあります。 

・債務者の信用力悪化及び不良債権の処分に伴う与信関係費用の増加 

・貸出金等リスクアセットポートフォリオの変動 

・保有有価証券の時価下落に伴う減損処理の発生 

・自己資本比率の基準及び算定方法の変更 

・その他不利益な事象の発生 

 

カ 退職給付債務について 

年金資産の運用利回りが低下した場合や予定給付債務計算の前提となる保険数

理上の前提・仮定に変更があった場合などには、退職給付費用が増加することによ

り愛知銀行の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

キ 格付けについて 

愛知銀行は、格付機関である㈱日本格付研究所（ＪＣＲ）より「Ａ」（シングルＡ

フラット）の格付けを取得しております。今後、愛知銀行の収益力・資産の悪化に

より格付けが引き下げられた場合、愛知銀行の資金調達等において、影響を及ぼす

可能性があります。 

 

ク 固定資産の減損について 
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愛知銀行は、固定資産の減損会計を行っておりますが、今後の経済環境の変動等

によっては、新たな減損が発生する可能性があります。その結果、業績や財務内容

等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

② 業務面に関するリスク 

ア 中期経営計画について 

愛知銀行は、2022 年４月から３か年の「第 12 次中期経営計画」に基づき各種施

策に取り組んでおりますが、当該施策等が奏功しない場合、当初想定した結果が得

られない可能性があります。 

 

イ 事務に関わるリスクについて 

役職員の故意又は過失等により大きな賠償に繋がる事務事故、事務ミスが発生し

た場合、損失を被る可能性があり、愛知銀行の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

また、事故等により、万一、顧客情報が外部に流失した場合、愛知銀行の社会的

信用が低下し、愛知銀行の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

ウ システムリスクについて 

愛知銀行は、2007 年１月より、勘定系システムを地銀共同センターへ移行し、よ

り安全性を高めておりますが、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等の発生

やサイバー攻撃等を受けた場合、障害の規模によっては、愛知銀行の業務遂行や業

績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

エ コンプライアンスリスクについて 

愛知銀行は、各種法令・規則等に従って業務を遂行しておりますが、法令等の遵

守状況が不十分であった場合や、それに起因する訴訟等が提起された場合、その内

容によっては行政処分を受けたり、愛知銀行の評価が低下し、愛知銀行の業績等に

影響を及ぼす可能性があります。 

 

オ 情報漏洩に係るリスクについて 

愛知銀行は、多数の法人・個人の顧客情報を保有しています。それらの情報は各

種法令・規制等に基づき管理しており、特に個人情報の保護については、「個人情報

保護規定」を定め、役職員一同がこれを遵守することによって、万全を尽くしてい

ますが、不適切な管理、外部からのサイバー攻撃その他の不正アクセス等により、

重要な情報が外部に漏洩した場合には、損害賠償、行政処分等により、愛知銀行の

業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

カ マネロン・テロ資金供与に係るリスクについて 
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愛知銀行は、マネロン・テロ資金供与対策を経営戦略における重要な課題の一つ

として位置づけ、組織として適時適切に対応できる態勢を構築しています。顧客受

入時、受入後の各取引段階において、リスクに応じた顧客管理措置を講じており、

疑わしい取引等を的確に検知・監視・分析するとともに、検知した場合には適切に

対処することとしておりますが、マネロン・テロ資金供与対策が有効に機能せず、

法令・規則の違反等が発生した場合には、業務停止、制裁金等の行政処分、愛知銀

行の評価が低下し、愛知銀行の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

キ 金融犯罪に係るリスクについて 

愛知銀行は、キャッシュカードの偽造・盗難や特殊詐欺、インターネットバンキ

ングを標的とした預金の不正払い出し等に対して被害の発生を未然に防ぐため、顧

客保護の取組及びセキュリティ強化に努めておりますが、金融犯罪の高度化・多様

化により、被害を受けたお客さまへの補償、その金融犯罪防止対策に係る費用の増

加等により、愛知銀行の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

ク 株式会社中京銀行との経営統合 

愛知銀行及び中京銀行は、2022 年 10 月に「株式会社あいちフィナンシャルグル

ープ」を設立し、経営統合する予定であります。今後、本件に関わり、予期せぬ損

失や費用が発生した場合には、愛知銀行の業績、財務状況及び株価に影響を及ぼす

可能性があります。 

 

③ 外部環境等に関するリスク 

ア 競争激化リスクについて 

愛知銀行が主要な営業基盤とする愛知県において、地域金融機関、メガバンク、

ノンバンク等との間で競争関係にあります。他の金融機関が今後さらに積極的な営

業展開を進めることにより、あるいは他の業態が愛知銀行の事業分野に新たに参入

することにより、愛知銀行が競争優位を得られない場合、愛知銀行の業績等に影響

を及ぼす可能性があります。 

 

イ 風評リスクについて 

愛知銀行に対して否定的、悪質な風評・風説が流布された場合、その内容の正確

性に関わらず、愛知銀行の信用が低下し、愛知銀行の業績等に影響を及ぼす可能性

があります。 

 

ウ 気候変動リスクについて 

大規模風水害等の発生により、愛知銀行の業務運営への影響に加えて、取引先の

事業活動への影響や担保資産の価値毀損による信用リスクの増加が、愛知銀行の業

績等に影響を及ぼす可能性があります。愛知銀行では、「気候関連財務情報開示タ
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スクフォース（TCFD）」提言への賛同を表明しており、今後、TCFD 提言を踏まえた

気候変動リスク・機会の特定・評価やリスク管理の充実に努めてまいります。 

大地震や風水害等に対して、愛知銀行は「業務継続計画（BCP）」を策定し、緊急

時における態勢整備を行っておりますが、被害状況によっては、一部業務が停止す

る等の可能性があります。 

 

エ 新型コロナウイルス感染症の影響について 

新型コロナウイルス感染症の拡大により経済、企業活動の停滞や金融市場の混乱

が考えられます。新型コロナウイルス感染症の拡大により、愛知銀行の業務運営及

び業績等に影響を与える主な要因は以下の通りです。 

・金融市場の混乱による保有株式等の減損処理、評価損の発生及びお客さまの預か

り資産の減少 

・取引先の業績悪化等による不良債権及び与信関係費用の増加 

・愛知銀行の多数の従業員が同時に罹患した場合の、一時的に業務の全部又は一部

停止又は遅延 

・経済悪化による取引先の新規投資や商取引の減少、金融政策の変化等による収益

力の低下 

 

オ 規制・制度の変更等について 

愛知銀行は現時点における銀行法等の各種規制・制度（法律、規則、政策、実務

慣行、解釈等を含む。）に基づいて業務を遂行しております。将来において、銀行法

等の各種規制・制度が変更された場合、愛知銀行の業務遂行や業績等に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 

(3) 中京銀行の事業等のリスク 

経営者が中京銀行の経営成績等に重要な影響を与える可能性があると認識している

リスクのうち、主要なものとして、以下に記載した「① 信用リスク」「② 市場リスク」

があげられます。 

中京銀行は、当該リスクについてリスクを定量化し、リスクに見合う資本（リスク資

本）を割り当て、その配賦額について自己資本の範囲内に収めるとともに、リスク量が

リスク資本の範囲内であるか定期的に確認しております。また、経営方針や第 18 次中

期経営計画＜ＣＸプラン＞を踏まえ、収益機会の追求とリスクをコントロールすること

により、経営ビジョンを実現させることを目的とした経営管理と一体となったリスク管

理を行っております。 

なお、これらのリスク管理体制は、中京銀行が 2022 年６月 24 日に提出した有価証券

報告書の「第４ 上場申請会社の状況 ４ コーポレート・ガバナンスの状況等」に記

載しております。 
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① 信用リスク 

ア 経済環境の悪化に関わるリスク 

経済環境の悪化とりわけ愛知県、三重県等中京銀行の営業地盤における経済環境

の悪化により、貸出先の経営状況の悪化、担保価値の低下等が発生するおそれがあ

ります。そのような場合には、中京銀行の不良債権額及び与信関連費用が増加し、

中京銀行の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

イ 貸出先への対応 

貸出先に債務不履行が生じた場合であっても、回収の効率性・実効性その他の観

点から、中京銀行は債権者としての法的な権利を実行しない場合があります。また

これらの貸出先に対して再生等を目的として債権放棄又は追加貸出を行なって支

援することもあります。これらの結果、貸倒引当金等の費用が増加し、中京銀行の

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

ウ 権利行使の困難性に関わるリスク 

不動産価格の下落、株式価格の下落等が生じた場合には、中京銀行が担保権を設

定した不動産若しくは株式の換金による回収、又は貸出先の資産に対する強制執行

による回収が融資等債権額に対し不足する可能性があります。この場合には、中京

銀行の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

エ 特定の取引先や特定の業種への与信の集中リスク 

中京銀行は、特定の取引先や特定の業種への与信の偏りを排除すべく、ポートフ

ォリオ管理を行い、与信の分散に努めていますが、特定の取引先や特定の業種に信

用力の悪化が生じた場合、与信費用が増加し、中京銀行の業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

 

② 市場リスク 

ア 市場金利の上昇に関わるリスク 

中京銀行は市場性のある債券を保有しています。市場金利が上昇した場合には、

債券価格の下落により評価損や売却損が発生する可能性があります。また、市場金

利の上昇により資金調達コストが増加する可能性があり、この結果として、中京銀

行の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

イ 株価の下落に関わるリスク 

中京銀行は株式を保有しています。株式価格の下落が生じる場合には、保有株式

に減損又は評価損が発生し、保有株式の含み損益、株式関係損益に影響を及ぼす可

能性があります。 

 

③ 流動性リスク 

金融システムが不安定になるなど市場環境全体が悪化した場合や、中京銀行の信

用状況が悪化した場合には、通常よりも著しく高い金利での資金調達により中京銀

行の業績に影響を及ぼす可能性があります。また、債券など金融商品の売買におい
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て、市場の混乱などにより取引が不能となることや、通常よりも著しく不利な価格

での取引を余儀なくされることで損失を被る可能性があります。 

 

④ オペレーショナルリスク等 

ア 事務に関わるリスク 

故意又は過失等により大きな賠償に繋がるような事務事故、事務ミスが発生した

場合には中京銀行の業績に影響を及ぼす可能性があります。このうち特に事故等に

より顧客情報が外部に漏洩した場合には、中京銀行の社会的信用が低下し、業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

イ システムに関わるリスク 

中京銀行は、コンピュータシステムの障害発生防止やセキュリティの向上に努め

ておりますが、システム障害の発生や不正アクセス、サイバー攻撃等を受けた場合

には、中京銀行の業績及び業務遂行に影響を及ぼす可能性があります。 

ウ 人的リスク 

中京銀行の安定した成長には、専門性の高い人材の確保や育成が必要ですが、十

分な人材の育成や確保が進まない場合には、業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。また、人事運営上の不公平・不公正（報酬・手当・解雇等の諸問題）及び差別

的行為（セクシャルハラスメント等）から生じる損失及び損害が発生した場合には、

業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤ 災害等によるリスク 

東海・東南海地震等の大規模な自然災害が発生した場合の中京銀行自身の被災に

よる損害や、新型コロナウイルスなどの感染症拡大による、中京銀行の業務の全部

又は一部が停止又は遅延するリスクのほか、取引先の被災による業績悪化が、中京

銀行の業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑥ ビジネス戦略が奏功しないリスク 

中京銀行は、2021 年４月から第 18 次中期経営計画＜ＣＸプラン＞に取り組んで

おりますが、当該計画に基づく各種施策等が奏功しない場合、中京銀行の業績に影

響を与える可能性があります。 

 

⑦ コンプライアンスに関わるリスク 

中京銀行は、コンプライアンスの徹底を経営の最重要課題の一つとして位置付け、

そのための体制整備と役職員の教育に努めていますが、法令等遵守状況が不十分で

あった場合やそれに起因する訴訟等が提起された場合、中京銀行の評価に重大な影

響を及ぼすとともに、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑧ 自己資本比率に関わるリスク 
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中京銀行は「銀行法第 14 条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に

照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」（平成

18 年金融庁告示第 19 号）の国内基準が適用され、同告示に基づき算出される連結

自己資本比率及び単体自己資本比率を４％以上に維持する必要があります。中京銀

行の連結及び単体の自己資本比率が要求される水準を下回った場合には、金融庁長

官から、業務の全部又は一部の停止等を含む様々な命令を受けることとなり、中京

銀行の業績に影響を与える可能性があります。 

また、既存の劣後債務を同等の条件の劣後債務に借り換えることが不能な場合に

おいて、自己資本比率の低下又は不利な条件での借り換えによる収益への影響のお

それがあります。 

 

⑨ 株主の保有株式売却（市場売却による株価への影響）に関わるリスク 

中京銀行の株式を保有している企業、又は金融機関においては、当該企業の方針

に基づき中京銀行の株式を売却することが考えられます。中京銀行の株式が大量に

市場に売却される場合には、中京銀行の株価が影響を受ける可能性があります。 

 

 

⑩ 格付に関わるリスク 

格付機関により中京銀行の格付が引き下げられた場合、中京銀行は不利な条件で

の取引を余儀なくされる、又は一定の取引を行うことができなくなる可能性等があ

り、この結果として、中京銀行の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑪ 規制・制度変更等に関わるリスク 

中京銀行は、現時点における銀行法等の各種規制・制度（法律、規則、政策、実

務慣行、解釈等を含む。）に基づいて業務を行っております。将来において、銀行法

等の各種規制・制度が変更された場合には、中京銀行の業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

 

⑫ 繰延税金資産に関わるリスク 

中京銀行は、一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき、将来の課税所得の

予測に従って繰延税金資産を計算しておりますが、その一部又は全部の回収ができ

ないと判断される場合には、中京銀行の繰延税金資産は減額され、その結果、中京

銀行の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑬ 固定資産の減損会計に関わるリスク 

固定資産の減損に係る会計基準又は適用指針が変更された場合、あるいは所有す

る固定資産に損失が発生した場合には、業績や財務内容に悪影響を及ぼす可能性が

あります。 



216 

 

⑭ 退職給付債務に関わるリスク 

年金資産の運用利回りが低下した場合や、割引率等数理計算上で設定される前提

に変更があった場合には、年金資産が減少し、あるいは退職給付債務が増額し、そ

の結果、中京銀行の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑮ 風評に関わるリスク 

中京銀行に対して風評等が発生した場合には、中京銀行に対する信頼が低下し、

中京銀行の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑯ マネー・ローンダリング及びテロ資金供与に係るリスク 

中京銀行では、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与防止のために、関係法

令等の遵守に加えて、マネー・ローンダリング等リスクの特定・評価及び実効的な

低減措置を図るリスクベース・アプローチにより適切な管理体制の構築に取り組ん

でおりますが、十分に対応できなかった場合、中京銀行の業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

 

⑰ 新型コロナウイルス感染症の拡大によるリスク 

新型コロナウイルス感染症の拡大とそれに対して採られる経済活動の制限等の

措置に伴い、中京銀行の事業、業績に影響を及ぼす可能性があると考えられるリス

クは以下の通りです。 

ア 取引先の業績悪化等により不良債権及び与信関係費用が増加するリスク 

イ 金融市場の混乱により、保有する有価証券等の市場価格下落による減損処理

若しくは評価損等が発生するリスク 

ウ 中京銀行の一部拠点の休業や、移動の制限、中京銀行の従業員等の安全確保の

ために講じる対策により、中京銀行の業務の全部又は一部が停止又は遅延するリス

ク、追加の費用が発生するリスク 

エ 中京銀行の多数の従業員が同時に罹患した場合、一時的に中京銀行の業務の

全部又は一部が停止又は遅延するリスク 

 

⑱ 気候変動に関するリスク 

気候変動に伴う自然災害や異常気象等の影響によって取引先や中京銀行の事業

の停滞と担保価値が毀損した場合（物理的リスク）や、脱炭素社会への移行に伴う

政策や法規制への対応等（移行リスク）により取引先の経営状態が悪化した場合等

には、中京銀行の業績に影響を及ぼす可能性があります。また、中京銀行の気候変

動に関するリスクへの対応や開示が不十分であるとみなされた場合には、企業価値

の毀損などが想定されます。 
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⑲ 株式会社愛知銀行との経営統合 

中京銀行及び愛知銀行は、2022 年 10 月に「株式会社あいちフィナンシャルグル

ープ」を設立し、経営統合する予定であります。今後、本件に関わり、予期せぬ損

失や費用が発生した場合には、中京銀行の業績、財務状況及び株価に影響を及ぼす

可能性があります。 

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

なお、当社の完全子会社となる両行の経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・

フローの状況の分析については、両行の有価証券報告書（愛知銀行においては 2022 年６月

24 日提出、中京銀行においては 2022 年６月 24 日提出）及び四半期報告書（愛知銀行につい

ては、2022 年８月９日提出、中京銀行においては、2022 年８月９日提出）をご参照くださ

い。 

 

４【経営上の重要な契約等】 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

なお、当社の完全子会社となる両行の経営上の重要な契約等については、両行の有価証券

報告書（愛知銀行においては 2022 年６月 24 日提出、中京銀行においては 2022 年６月 24 日

提出）及び四半期報告書（愛知銀行については、2022 年８月９日提出、中京銀行においては、

2022 年８月９日提出）をご参照ください。 

また、本株式移転の目的、本株式移転に係る株式移転計画の内容、本株式移転の条件等に

つきましては、上記「第一部 組織再編成に関する情報 第１ 組織再編成の概要 ３ 組

織再編成に係る契約等」をご参照ください。 

 

５【研究開発活動】 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

なお、当社の完全子会社となる両行の研究開発活動については、両行の有価証券報告書（愛

知銀行については 2022 年６月 24 日提出、中京銀行については 2022 年６月 24 日提出）をご

参照ください。 

 



218 

第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

(1) 当社の状況 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

 

(2) 連結子会社の状況 

当社の完全子会社となる両行の設備投資等の概要については、両行の有価証券報告書（愛

知銀行においては 2022 年６月 24 日提出、中京銀行においては 2022 年６月 24 日提出）を

ご参照ください。 

 

２【主要な設備の状況】 

(1) 当社の状況 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

 

(2) 連結子会社の状況 

当社の完全子会社となる両行の主要な設備の状況については、両行の有価証券報告書

（愛知銀行においては2022年６月24日提出、中京銀行においては2022年６月24日提出）

をご参照ください。 

 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当社の状況 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

 

(2) 連結子会社の状況 

当社の完全子会社となる両行の設備の新設、除却等の計画については、両行の有価証券

報告書（愛知銀行においては 2022 年６月 24 日提出、中京銀行においては 2022 年６月 24

日提出）をご参照ください。 
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第４【上場申請会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

2022 年 10 月３日時点の当社の株式の総数等は以下のとおりとなる予定です。 

 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 発行数(株) 

上場金融商品取

引所名又は登録

認可金融商品取

引業協会名 

内容 

普通株式 
49,094,859 

(注)１、２、３ 

東京証券取引所 

(プライム市場) 

名古屋証券取引所 

(プレミア市場) 

完全議決権株式であり、剰

余金の配当に関する請求権

その他の権利内容に何ら限

定のない、当社における標

準となる株式です。 

普通株式は振替株式であ

り、単元株式数は100株で

す。(注)４ 

計 49,094,859 ― ― 

(注) １ 普通株式は、銀行法その他の法令に定める関係官庁の許認可等を条件として、本株式移転

に伴い発行する予定です。 

２ 愛知銀行の発行済株式総数10,943,240株（2022年３月31日時点）、中京銀行の発行済株式総

数21,780,058株（2022年３月31日時点）に基づき、本株式移転の株式移転比率を勘案して

算出しております。但し、当該株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が

生じた場合、両行協議の上、変更することがあります。なお、基準時までに、それぞれが

保有する自己株式の全部を消却する予定であるため、愛知銀行の2022年３月31日時点にお

ける自己株式数（176,172株）及び中京銀行の2022年３月31日時点における自己株式数

（5,150株）及び中京銀行が本自己株公開買付けにより取得した普通株式8,534,385株は、

上記の算出において、新株式交付の対象から除外しております。また、愛知銀行又は中京

銀行の株主から株式買取請求権の行使がなされた場合等、両行の自己株式数が基準時まで

に変動した場合は、当社が交付する新株式数が変動することがあります。 
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３ 両行は、当社の普通株式について、東京証券取引所及び名古屋証券取引所に新規上場申請

を行う予定です。 

４ 振替機関の名称及び住所は、下記のとおりです。 

名称 株式会社証券保管振替機構 

住所 東京都中央区日本橋兜町７番１号 
 

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 【ストックオプション制度の内容】 

両行が発行した新株予約権は、本株式移転効力発生日（2022 年 10 月３日を予定）をも

って消滅し、同日付で当該新株予約権の新株予約権者に対してこれに代わる当社の新株予

約権が交付される予定です。当社が交付する新株予約権の内容は以下のとおりです。 

 

愛知銀行及び中京銀行はストックオプション制度を採用しています。 

愛知銀行のストックオプション制度は、会社法に基づく株式報酬型ストックオプション

として、愛知銀行の取締役に対して新株予約権を発行することを、2012 年６月 22 日、2013

年６月 21 日、2014 年６月 27 日、2015 年６月 26 日、2016 年６月 24 日、2017 年６月 23

日、2018 年６月 22 日、2019 年６月 21 日、2020 年６月 26 日及び 2021 年６月 25 日の取締

役会において決議されたものです。また、中京銀行のストックオプション制度は、会社法

に基づく株式報酬型ストックオプションとして取締役及び執行役員に対して新株予約権

を割り当てることを、2013 年６月 21 日、2014 年６月 27 日、2015 年６月 26 日、2016 年

６月 24 日、2017 年６月 23 日、2018 年６月 22 日、2019 年６月 21 日、2020 年６月 19 日

及び 2021 年６月 25 日の取締役会において決議されたものです。 

 

本株式移転に際し、これらの決議に基づいて発行された両行の新株予約権は、本株式移

転の日をもって消滅し、同日付で当該新株予約権の新株予約権者に対してこれに代わる当

社の新株予約権が交付される予定です。 

  



221 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第１回新株予約権 

 

決議年月日 2012年６月22日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
愛知銀行取締役13名（社外取締役除く）（注

２） 

新株予約権の数（個） 40個（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式13,320株（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2042年７月20日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり1,095円（注７、８） 

資本組入額１株当たり548円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙２－①―２の10．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙２－①―２の８．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社愛知銀行第１回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社愛知銀行第１回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社愛知銀行第１回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第１回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社愛知銀行第１回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙２－①－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙２－①－２の５．をご参照ください。 

   ８ 愛知銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第２回新株予約権 

 

決議年月日 2013年６月21日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
愛知銀行取締役13名（社外取締役除く）（注

２） 

新株予約権の数（個） 69個（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式22,977株（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2043年７月19日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり1,369円（注７、８） 

資本組入額１株当たり685円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙２－②－２の10．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙２－②－２の８．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社愛知銀行第２回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社愛知銀行第２回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社愛知銀行第２回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第２回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社愛知銀行第２回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙２－②－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙２－②－２の５．をご参照ください。 

   ８ 愛知銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第３回新株予約権 

 

決議年月日 2014年６月27日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
愛知銀行取締役13名（社外取締役除く）（注

２） 

新株予約権の数（個） 58個（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式19,314株（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2044年７月25日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり1,490円（注７、８） 

資本組入額１株当たり745円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙２－③－２の10．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙２－③－２の８．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社愛知銀行第３回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社愛知銀行第３回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社愛知銀行第３回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第３回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社愛知銀行第３回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙２－③－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙２－③－２の５．をご参照ください。 

   ８ 愛知銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第４回新株予約権 

 

決議年月日 2015年６月26日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
愛知銀行取締役13名（社外取締役除く）（注

２） 

新株予約権の数（個） 61個（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式20,130株（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2045年７月24日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり2,046円（注７、８） 

資本組入額１株当たり1,023円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙２－④－２の10．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙２－④－２の８．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社愛知銀行第４回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社愛知銀行第４回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社愛知銀行第４回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第４回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社愛知銀行第４回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙２－④－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙２－④－２の５．をご参照ください。 

   ８ 愛知銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第５回新株予約権 

 

決議年月日 2016年６月24日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
愛知銀行取締役13名（監査等委員である取

締役及び社外取締役除く）（注２） 

新株予約権の数（個） 106個（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式35,298株（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2046年７月22日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり1,342円（注７、８） 

資本組入額１株当たり671円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙２－⑤－２の10．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙２－⑤－２の８．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社愛知銀行第５回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社愛知銀行第５回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社愛知銀行第５回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第５回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社愛知銀行第５回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙２－⑤－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙２－⑤－２の５．をご参照ください。 

   ８ 愛知銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第６回新株予約権 

 

決議年月日 2017年６月23日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
愛知銀行取締役11名（監査等委員である取

締役及び社外取締役除く）（注２） 

新株予約権の数（個） 74個（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式24,642株（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2047年７月21日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり1,804円（注７、８） 

資本組入額１株当たり902円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙２－⑥－２の10．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙２－⑥－２の８．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社愛知銀行第６回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社愛知銀行第６回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社愛知銀行第６回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第６回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社愛知銀行第６回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙２－⑥－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙２－⑥－２の５．をご参照ください。 

   ８ 愛知銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第７回新株予約権 

 

決議年月日 2018年６月22日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
愛知銀行取締役９名（監査等委員である取

締役及び社外取締役除く）（注２） 

新株予約権の数（個） 77個（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式25,641株（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2048年７月20日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり1,404円（注７、８） 

資本組入額１株当たり702円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙２－⑦－２の10．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙２－⑦－２の８．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社愛知銀行第７回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社愛知銀行第７回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社愛知銀行第７回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第７回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社愛知銀行第７回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙２－⑦－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙２－⑦－２の５．をご参照ください。 

   ８ 愛知銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第８回新株予約権 

 

決議年月日 2019年６月21日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
愛知銀行取締役７名（監査等委員である取

締役及び社外取締役除く）（注２） 

新株予約権の数（個） 95個（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式31,635株（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2049年７月19日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり1,059円（注７、８） 

資本組入額１株当たり530円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙２－⑧－２の10．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙２－⑧－２の８．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社愛知銀行第８回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社愛知銀行第８回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社愛知銀行第８回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第８回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社愛知銀行第８回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙２－⑧－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙２－⑧－２の５．をご参照ください。 

   ８ 愛知銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第９回新株予約権 

 

決議年月日 2020年６月26日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
愛知銀行取締役７名（監査等委員である取

締役及び社外取締役除く）（注２） 

新株予約権の数（個） 106個（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式35,298株（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2050年７月22日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり709円（注７、８） 

資本組入額１株当たり355円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙２－⑨－２の10．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙２－⑨－２の８．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社愛知銀行第９回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社愛知銀行第９回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社愛知銀行第９回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第９回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社愛知銀行第９回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙２－⑨－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙２－⑨－２の５．をご参照ください。 

   ８ 愛知銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第10回新株予約権 

 

決議年月日 2021年６月25日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
愛知銀行取締役７名（監査等委員である取

締役及び社外取締役除く）（注２） 

新株予約権の数（個） 108個（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式35,964株（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2051年７月21日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり712円（注７、８） 

資本組入額１株当たり356円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙２－⑩－２の10．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙２－⑩－２の８．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社愛知銀行第10回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社愛知銀行第10回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社愛知銀行第10回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第10回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社愛知銀行第10回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙２－⑩－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙２－⑩－２の５．をご参照ください。 

   ８ 愛知銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第11回新株予約権 

 

決議年月日 2013年６月21日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
中京銀行取締役７名、中京銀行執行役員７

名（注２） 

新株予約権の数（個） 57（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式5,700（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2043年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり1,651円（注７、８） 

資本組入額１株当たり826円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙３－①－２の５．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙３－①－２の９．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社中京銀行第１回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社中京銀行第１回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社中京銀行第１回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第11回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社中京銀行第１回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙３－①－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙３－①－２の６．をご参照ください。 

   ８ 中京銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 

 

 

  



232 

株式会社あいちフィナンシャルグループ第12回新株予約権 

 

決議年月日 2014年６月27日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
中京銀行取締役７名、中京銀行執行役員７

名（注２） 

新株予約権の数（個） 55（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式5,500（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2044年７月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり1,711円（注７、８） 

資本組入額１株当たり856円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙３－②－２の５．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙３－②－２の９．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社中京銀行第２回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社中京銀行第２回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社中京銀行第２回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第12回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社中京銀行第２回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙３－②－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙３－②－２の６．をご参照ください。 

   ８ 中京銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第13回新株予約権 

 

決議年月日 2015年６月26日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
中京銀行取締役８名、中京銀行執行役員６

名（注２） 

新株予約権の数（個） 65（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式6,500（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2045年７月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり2,181円（注７、８） 

資本組入額１株当たり1,091円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙３－③－２の５．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙３－③－２の９．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社中京銀行第３回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社中京銀行第３回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社中京銀行第３回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第13回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社中京銀行第３回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙３－③－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙３－③－２の６．をご参照ください。 

   ８ 中京銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第14回新株予約権 

 

決議年月日 2016年６月24日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
中京銀行取締役８名、中京銀行執行役員７

名（注２） 

新株予約権の数（個） 88（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式8,800（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2046年７月27日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり2,191円（注７、８） 

資本組入額１株当たり1,096円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙３－④－２の５．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙３－④－２の９．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社中京銀行第４回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社中京銀行第４回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社中京銀行第４回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第14回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社中京銀行第４回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙３－④－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙３－④－２の６．をご参照ください。 

   ８ 中京銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第15回新株予約権 

 

決議年月日 2017年６月23日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
中京銀行取締役８名、中京銀行執行役員９

名（注２） 

新株予約権の数（個） 113（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式11,300（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2047年７月26日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり2,175円（注７、８） 

資本組入額１株当たり1,088円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙３－⑤－２の５．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙３－⑤－２の９．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社中京銀行第５回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社中京銀行第５回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社中京銀行第５回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第15回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社中京銀行第５回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙３－⑤－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙３－⑤－２の６．をご参照ください。 

   ８ 中京銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第16回新株予約権 

 

決議年月日 2018年６月22日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
中京銀行取締役７名、中京銀行執行役員10

名（注２） 

新株予約権の数（個） 132（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式13,200（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2048年８月１日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり2,179円（注７、８） 

資本組入額１株当たり1,090円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙３－⑥－２の５．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙３－⑥－２の９．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社中京銀行第６回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社中京銀行第６回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社中京銀行第６回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第16回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社中京銀行第６回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙３－⑥－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙３－⑥－２の６．をご参照ください。 

   ８ 中京銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第17回新株予約権 

 

決議年月日 2019年６月21日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
中京銀行取締役８名、中京銀行執行役員10

名（注２） 

新株予約権の数（個） 183（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式18,300（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2049年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり2,080円（注７、８） 

資本組入額１株当たり1,040円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙３－⑦－２の５．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙３－⑦－２の９．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社中京銀行第７回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社中京銀行第７回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社中京銀行第７回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第17回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社中京銀行第７回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙３－⑦－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙３－⑦－２の６．をご参照ください。 

   ８ 中京銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第18回新株予約権 

 

決議年月日 2020年６月19日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
中京銀行取締役８名、中京銀行執行役員10

名（注２） 

新株予約権の数（個） 245（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式24,500（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2050年７月29日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり1,933円（注７、８） 

資本組入額１株当たり967円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙３－⑧－２の５．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙３－⑧－２の９．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社中京銀行第８回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社中京銀行第８回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社中京銀行第８回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第18回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社中京銀行第８回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙３－⑧－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙３－⑧－２の６．をご参照ください。 

   ８ 中京銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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株式会社あいちフィナンシャルグループ第19回新株予約権 

 

決議年月日 2021年６月25日（注１） 

付与対象者の区分及び人数 
中京銀行取締役６名、中京銀行執行役員５

名（注２） 

新株予約権の数（個） 410（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注４） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当社普通株式41,000（注５） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注６） 

新株予約権の行使期間 2022年10月３日から2051年７月28日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格１株当たり1,301円（注７、８） 

資本組入額１株当たり651円（注７） 

新株予約権の行使の条件 
本株式移転計画別紙３－⑨－２の５．をご

参照ください。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

本株式移転計画別紙３－⑨－２の９．をご

参照ください。 

（注）１ 株式会社中京銀行第９回新株予約権の決議年月日です。 

   ２ 株式会社中京銀行第９回新株予約権の決議当時の付与対象者の区分及び人数です。 

   ３ 2022年３月31日現在の株式会社中京銀行第９回新株予約権の個数です。本株式移転に際し

て、当該新株予約権の新株予約者に対し、当該新株予約権１個に代わり、基準時における当

該新株予約権の総数と同数の、当社の株式会社あいちフィナンシャルグループ第19回新株予

約権１個を交付します。但し、株式会社中京銀行第９回新株予約権の行使等により変動する

可能性があります。 

   ４ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありません。普通株

式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

   ５ （注３）と同じ理由により変動する可能性があります。 

   ６ 本株式移転計画別紙３－⑨－２の３．をご参照ください。 

   ７ 本株式移転計画別紙３－⑨－２の６．をご参照ください。 

   ８ 中京銀行において発行した当時の新株予約権の発行価格を用いて算出しております。 
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② 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

2022 年 10 月３日時点の当社の発行済株式総数、資本金等は以下のとおりとなる予定で

あります。 

 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金 

増減額 

(百万円) 

資本金 

残高 

(百万円) 

資本準備金 

増減額 

(百万円) 

資本準備金 

残高 

(百万円) 

2022年10月３日 49,094,859 49,094,859 20,000 20,000 5,000 5,000 

(注) 愛知銀行の発行済株式総数10,943,240株（2022年３月31日時点）及び中京銀行の発行済株

式総数21,780,058株（2022年３月31日時点）に基づき、本株式移転の株式移転比率を勘案

して算出しております。但し、当該株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変

更が生じた場合、両行協議の上、変更することがあります。なお、基準時までに、それぞ

れが保有する自己株式の全部を消却する予定であるため、愛知銀行の2022年３月31日時点

における自己株式数（176,172株）及び中京銀行の2022年３月31日時点における自己株式数

（5,150株）及び中京銀行が本自己株公開買付けにより取得した普通株式8,534,385株は、

上記の算出において、新株式交付の対象から除外しております。また、愛知銀行又は中京

銀行の株主から株式買取請求権の行使がなされた場合等、両行の自己株式数が基準時まで

に変動した場合は、当社が交付する新株式数が変動することがあります。 
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(4) 【所有者別状況】 

当社は新設会社であるため、本報告書提出日現在において所有者はおりません。 

なお、当社の完全子会社となる両行の2022年３月31日現在の所有者別状況は以下のとお

りです。 

 

① 愛知銀行 

2022年３月31日現在 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満 

株式の状況 

(株) 

政府及び 

地方公共 

団体 

金融機関 
金融商品 

取引業者 

その他の 

法人 

外国法人等 
個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数 

(人) 
－ 29 29 927 88 1 5,809 6,883 － 

所有株式数 

(単元) 
－ 31,572 3,973 38,575 9,715 1 24,754 108,590 84,240 

所有株式数 

の割合(％) 
－ 29.07 3.65 35.52 8.94 0.00 22.79 100.00 － 

(注) 自己株式176,172株は「個人その他」に1,761単元、「単元未満株式の状況」に72株含まれて

おります。 
 

② 中京銀行 

2022年３月31日現在 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 
単元未満 

株式の状況 

(株) 

政府及び

地方公共

団体 

金融機関 
金融商品

取引業者 

その他の 

法人 

外国法人等 個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数(人) 0 18 22 659 63 2 3,504 4,268 － 

所有株式数

(単元) 
0 121,808 4,090 59,817 8,393 2 22,719 216,829 97,158 

所有株式数

の割合(％) 
0.00 56.17 1.88 27.58 3.87 0.00 10.47 100.00 － 

(注) 自己株式5,150株は「個人その他」に51単元、「単元未満株式の状況」に50株含まれており

ます。 
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(5) 【大株主の状況】 

当社は新設会社であるため、本報告書提出日現在において株主はおりませんが、当社の完全

子会社となる愛知銀行及び中京銀行の2022年３月31日時点での大株主の状況、中京銀行が本

株式移転に先立ち本自己株公開買付けにより三菱UFJ銀行が保有していた普通株式8,534,385

株を自己株式として取得したこと等に基づき、本株式移転の株式移転比率を勘案した当社の

2022年10月３日時点で想定される大株主の状況は以下のとおりであります。 

 

2022 年 10 月３日時点（予定）

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発 行 済 株 式
（自己株式を
除く。）の総数
に対する所有
株式数の割合
（％） 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 4,351 8.86 

ミソノサービス株式会社 名古屋市北区平安２丁目１５－５６ 2,174 4.43 

株式会社日本カストディ銀行

（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－１２ 2,107 4.29 

株式会社日本カストディ銀行

（信託口４） 
東京都中央区晴海１丁目８－１２ 1,739 3.54 

愛知銀行従業員持株会 
名古屋市中区栄３－１４－１２ 愛

知銀行内 
1,063 2.17 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６番６

号 
925 1.88 

東邦瓦斯株式会社 名古屋市熱田区桜田町１９－１８ 911 1.86 

日本碍子株式会社 名古屋市瑞穂区須田町２－５６ 806 1.64 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目１８－２４ 703 1.43 

明治安田生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内２丁目１番１

号 
684 1.39 

計 － 15,463 31.51 
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（注）愛知銀行の普通株式の発行済株式総数10,943,240株（2022年３月31日時点）及び中京銀行の普通株式の

発行済株式総数21,780,058株（2022年３月31日時点）に基づき、本株式移転の株式移転比率を勘案して算

出しております。なお、基準時までに、それぞれが保有する自己株式の全部を消却する予定であるため、

愛知銀行の2022年３月31日時点における自己株式数（176,172株）及び中京銀行の2022年３月31日時点に

おける自己株式数（5,150株）及び中京銀行が本自己株公開買付けにより取得した普通株式8,534,385株は、

上記の算出において、新株式交付の対象から除外しております。また、愛知銀行又は中京銀行の株主から

株式買取請求権の行使がなされた場合等、両行の自己株式数が基準時までに変動した場合は、当社が交付

する新株式数が変動することがあります。 
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

当社は新設会社であるため、本報告書提出日現在において当社株式の所有者はおりませ

ん。 

なお、当社の完全子会社となる両行の2022年３月31日現在の議決権の状況は、以下のとお

りです。 

 

愛知銀行 
2022年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式 

(自己株式等) 
― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式 

(自己株式等) 

(自己保有株式) 
― 

単元株式数は100株でありま

す。 普通株式 176,100 

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,682,900 106,829 同上 

単元未満株式 普通株式 84,240 ― ― 

発行済株式総数  10,943,240 ― ― 

総株主の議決権 ― 106,829 ― 

(注) １ 「完全議決権株式」とは、権利内容に何ら限定のない愛知銀行における標準となる株

式になります。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、愛知銀行所有の自己株式が72株含まれておりま

す。 

 

中京銀行 
2022年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式 

(自己株式等) 
― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式 

(自己株式等) 

(自己保有株式) 
― 

単元株式数は100株でありま

す。 普通株式 5,100 

完全議決権株式(その他) 普通株式 21,677,800 216,778 同上 

単元未満株式 普通株式 97,158 ― 一単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数  21,780,058 ― ― 

総株主の議決権  ― 216,778 ― 
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② 【自己株式等】 

当社は、本株式移転により設立されるため、本株式移転効力発生日である 2022 年 10 月

３日時点において、当社の自己株式を保有しておりません。 

なお、当社の完全子会社となる両行の 2022 年３月 31 日現在の自己株式については、以

下のとおりです。 

 

愛知銀行 

   2022年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 

自己名義所

有株式数

(株) 

他人名義所

有株式数

(株) 

所有株式数の

合計(株) 

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合(％) 

 

(自己保有株式) 

株式会社愛知銀行 

名古屋市中区栄三丁

目14番12号 
176,100 ― 176,100 1.61  

計 ― 176,100 ― 176,100 1.61  

 

中京銀行 

   2022年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 

自己名義所

有株式数

(株) 

他人名義所

有株式数

(株) 

所有株式数の

合計(株) 

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合(％) 

 

(自己保有株式) 

株式会社中京銀行 

名古屋市中区栄三丁

目33番13号 
5,100 ― 5,100 0.02  

計 ― 5,100 ― 5,100 0.02  

（注） 中京銀行は、本株式移転に先立ち実施した本自己株公開買付けにより普通株式8,534,385

株を自己株式として取得しております。 

 

２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 
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当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

 

３【配当政策】 

配当の基本的な方針、毎事業年度における配当の回数についての基本的な方針及び内部留

保資金の使途につきましては、当社が新設会社であるため、未定であります。 

また、最近事業年度の配当決定に当たっての考え方につきましては、当社は本株式移転によ

り 2022 年 10 月３日に設立予定であるため、本報告書提出日現在において決算期を迎えてお

らず、該当事項はありません。 

当社の剰余金の配当の基準日は、期末配当については毎年３月 31 日、中間配当については

毎年９月 30 日とする旨を定款に定める予定であります。 

配当の決定機関につきましては、当社は、株主総会の決議によるものとする予定であります。

但し、取締役会の決議によって中間配当を行うことができる旨を定款に定める予定でありま

す。 

 

４【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

当社は、いわゆるテクニカル上場により 2022 年 10 月３日より東京証券取引所プライム市

場及び名古屋証券取引所プレミア市場に上場する予定であり、本株式移転により当社の完全

子会社となる愛知銀行及び中京銀行と同水準又はそれ以上のコーポレート・ガバナンスを構

築していく予定であります。 

当社の完全子会社となる愛知銀行及び中京銀行のコーポレート・ガバナンスの状況につき

ましては、愛知銀行の有価証券報告書（2022 年６月 24 日提出）及び中京銀行の有価証券報告

書（2022 年６月 24 日提出）をご参照ください。 

本株式移転後の当社のコーポレート・ガバナンスに関し、本報告書提出日現在において予定

されている事項は以下のとおりです。その他の事項につきましては、当社が新設会社であるた

め、未定であります。 

 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】 

 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社では、経営の効率性及び透明性を高め、ステークホルダーであるお客さま、株主の

皆様等から高い評価と揺るぎない信頼を確立するために、コーポレート・ガバナンス

の強化を経営の最重要課題として認識し、その充実に向けた諸施策に取り組んで参り
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ます。 

 

② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由 

当社は、監査等委員である取締役に取締役会における議決権を付与することにより、

監査・監督機能の強化を図るとともに、コーポレート・ガバナンス体制をより一層充実

させ、更なる企業価値向上を図ることを目的として、「監査等委員会設置会社」を採用

いたします。 

イ)  取締役会 

当社の取締役会は、監査等委員でない取締役９名（うち社外取締役０名）、監査等委

員である取締役６名（うち社外取締役５名）の計 15 名で構成される予定であります。

原則として毎月１回開催し、経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職

務の執行状況を監督いたします。 

ロ)  監査等委員会 

当社の監査等委員会は、監査等委員である取締役６名（うち社外取締役５名）で構成

される予定であります。定期に開催し、取締役の職務執行を監査及び監督いたします。

また、監査・監督業務の実効性を高めるため、常勤の監査等委員を１名選定するとと

もに、監査等委員会を補佐する体制として監査等委員会事務局を設置いたします。 

ハ)  経営会議 

当社の経営会議は、監査等委員でない取締役で構成される予定であり、原則として毎

週１回開催いたします。経営の重要事項及び取締役会から委任を受けた事項等につい

て協議又は決定を行うほか、取締役会が取締役に委任した事項について審議を行い、

意思決定の透明性及び公平性を確保いたします。 

ニ)  人事委員会 

当社の人事委員会は、取締役社長、取締役副社長及び社外取締役３名の合計５名で構

成され、議長は社外取締役から選任される予定であります。必要に応じて随時開催し、

取締役会の諮問機関として取締役等の選定及び解職に関し、取締役会に提案、提言、

助言を行います。 

ホ)  報酬委員会 

当社の報酬委員会は、取締役社長、取締役副社長及び社外取締役３名の合計５名で構

成され、議長は社外取締役から選任される予定であります。必要に応じて随時開催し、

取締役会の諮問機関として取締役等の報酬等に関し、取締役会に提案、提言、助言を

行います。 

 

③ 企業統治に関するその他の事項 

イ)  内部統制システムの整備の状況 

当社の完全子会社となる愛知銀行及び中京銀行では、会社法及び会社法施行規則に定

める「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制」に

ついて、取締役会において決議した内容に基づき、業務の適正を確保する内部統制シ
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ステムの整備を継続的に推し進めております。当社は、当社の完全子会社となる愛知

銀行及び中京銀行と同水準又はそれ以上の内部統制システムを整備し業務の適正を

確保していく予定であります。 

ロ)  リスク管理体制の整備の状況 

当社は、「リスク管理基本方針」においてリスク管理に関する基本的な方針を定め、

コンプライアンス・リスク統括部をリスク管理統括部署とし、コンプライアンス・リ

スク統括部担当役員を委員長とする「リスク管理委員会」を設置し、リスク管理態勢

強化に向けた施策の企画立案・推進・管理を行うとともに、各リスクについては、リ

スクごとの管理規程等に定める担当部署が、リスクを管理し、状況について定期的に

取締役会へ報告する予定であります。 

ハ)  上場申請会社のグループの業務の適正を確保するための体制整備の状況 

グループ会社の統括部署である経営企画部が、法令等遵守体制やリスク管理体制の整

備等内部統制システムの構築を目的に、「グループ経営管理規程」を制定し、業務管

理部署を定め、当社への協議及び報告並びにモニタリング等の体制を整備する予定で

あります。グループ会社が策定する事業年度ごとの経営計画について、その業務執行

状況の報告体制を整備するとともに、必要な規程等を整備するよう管理・指導し、業

務が効率的に行われる体制を確保いたします。また、グループ会社の役職員等が法令

等違反に関する重要な事実を発見した場合には、コンプライアンス・リスク統括部に

報告する体制を整備するとともに、監査部がグループ会社の内部管理体制等の適切

性・有効性について監査を実施し、その結果を取締役会及び監査等委員会に報告する

体制を整備する予定であります。 

 

④ 責任限定契約の内容の概要 

当社は、会社法第 427 条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役であるものを

除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結するこ

とができる旨を定款に定める予定であります。なお、当該契約に基づく責任の限度額

は、法令の定める最低責任限度額とする予定であります。 

 

⑤ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要 

当社は、取締役を被保険者として、保険会社との間で、会社法第 430 条の３第１項に規

定する役員等賠償責任保険契約を締結いたします。当該契約では、被保険者がその職務

の執行に関して損害賠償金・争訟費用を負担することにより被る損害が填補されます。

また、全ての被保険者につきまして、その保険料を全額当社が負担いたします。なお、

被保険者が法令違反の行為であることを認識して行った場合等一定の免責事由を設け

るものとします。 

 

⑥ 取締役の定数 

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は 20 名以内、監査等委員である取締
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役は 10 名以内とする旨を定款に定める予定であります。 

 

⑦ 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議につきまして、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定

める予定であります。また、当該決議につきまして、累積投票によらない旨を定款に定

める予定であります。 

 

⑧ 取締役会で決議できる株主総会決議事項 

イ)  自己株式の取得 

当社は、会社法第 165 条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等に

より自己の株式を取得することができる旨を定款に定める予定であります。これは、

機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的とするものであります。 

ロ)  中間配当 

当社は、取締役会の決議によって、毎年９月 30 日の最終の株主名簿に記載または記録

された株主または登録株式質権者に対し、会社法第 454 条第５項に定める剰余金の配

当（以下「中間配当金」という。）をすることができる旨を定款に定める予定でありま

す。これは、株主への安定的な利益還元を目的とするものであります。 

 

⑨ 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第 309 条第２項に定める株主総会の特別決議については、定款に別段の

定めがある場合を除き、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定める予定で

あります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 

 

⑩ その他の事項 

その他の事項につきましては、当社は新設会社であるため未定です。 
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(2) 【役員の状況】 

① 役員一覧 

2022 年 10 月３日就任予定の当社の役員は、以下のとおりです。 

男性 13 名 女性２名 （役員のうち女性の比率 13.3％） 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
(1) 所有する愛知銀行の株式数(株) 

(2) 所有する中京銀行の株式数(株) 

(3) 割り当てられる当社の株式数(株) 

代表取締役

社長 
伊藤 行記 1958年1月1日 

1980年4月 

2010年6月 

2013年6月 

2015年6月 

2017年6月 

2019年6月 

 

愛知銀行入行 

同行事務統括部長 

同行取締役に就任、業務監査部長 

同行取締役証券外国部長 

同行常務取締役に就任 

同行取締役頭取に就任 

現在に至る 

(注)２ 
(1)1,700

(2)－ 

(3)5,661

代表取締役

副社長 
小林 秀夫 1961年4月14日 

1984年4月 

2015年6月 

2017年6月 

 

2019年5月 

 

2019年6月 

 

2021年4月 

2021年6月 

中京銀行入行 

同行執行役員名古屋営業第三本部長 

同行取締役執行役員に就任、営業統括部長、

営業統括部、個人営業部担当 

同行取締役執行役員、営業統括部、個人営業

部担当 

同行取締役常務執行役員に就任、総合企画

部、資金部、経営企画室、東京事務所担当 

同行取締役頭取に就任 

同行取締役頭取、内部監査部担当 

現在に至る 

(注)２ 
(1)－ 
(2)2,600

(3)2,600

取締役 藏冨 宣彦 1959年2月15日 

1981年4月 

2014年6月 

2016年6月 

 

2017年6月 

2019年6月 

2021年6月 

2022年6月 

愛知銀行入行 

同行コンプライアンス統括部長 

同行取締役に就任、コンプライアンス・リス

ク統括部長 

同行取締役監査部長 

同行常務取締役就任 

同行専務取締役に就任 

同行専務取締役 コンプライアンス・リスク

統括部担当 

現在に至る 

(注)２ 
(1)900 
(2)－ 

(3)2,997

取締役 松野 裕泰 1958年7月24日 

1982年4月 

2013年6月 

2015年6月 

2017年6月 

2019年6月 

2021年6月 

愛知銀行入行 

同行個人部長 

同行取締役に就任、本店営業部長 

同行取締役審査部長 

同行常務取締役に就任 

同行常務取締役 審査部、証券外国部、東京

事務所担当 

現在に至る 

(注)２ 
(1)1,900

(2)－ 

(3)6,327

取締役 𠮷川 浩明 1961年10月5日 

1985年4月 

2013年6月 

2015年6月 

2017年6月 

2019年6月 

2020年6月 

2022年6月 

愛知銀行入行 

同行総合企画部副部長 

同行経営管理部長 

同行執行役員総合企画部長 

同行執行役員事務統括部長 

同行取締役に就任 

同行常務取締役就任 事務統括部担当 

現在に至る 

(注)２ 
(1)1,300

(2)－ 

(3)4,329

取締役 早川 誠 1962年12月15日 

1985年4月 

2008年5月 

2011年6月 

2012年6月 

2013年5月 

2014年5月 

2015年10月 

2016年3月 

2018年4月 

2019年6月 

2021年12月 

中京銀行入行 

同行総合企画部長 

同行執行役員総合企画部長 

同行執行役員、事務統括部副担当 

同行執行役員事務統括部長 

同行執行役員営業統括部長 

同行執行役員、人事部副担当 

同行執行役員リスク統括部長 

同行執行役員総合企画部長 

同行常務執行役員総合企画部長 

同行常務執行役員、総合企画部副担当 

現在に至る 

(注)２ 
(1)－ 

      (2)2,815

(3)2,815
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取締役 鈴木 規正 1963年12月30日 

1986年4月 

2017年6月 

2018年6月 

2020年6月 

 

2021年6月 

2022年6月 

愛知銀行入行 

同行経営管理部長 

同行執行役員経営管理部長 

同行執行役員コンプライアンス・リスク統括

部長 

同行取締役に就任、 

同行取締役 監査部担当 

現在に至る 

(注)２ 
(1)1,000

(2)－ 

(3)3,330

取締役 伊藤 謙二 1964年10月16日 

1987年4月 

2016年6月 

2017年6月 

2018年6月 

2019年6月 

2022年6月 

愛知銀行入行 

同行証券外国副部長 

同行証券外国部長 

同行執行役員証券外国部長 

同行執行役員総合企画部長 

同行取締役に就任、総合企画部、総務部、人

事部担当 

現在に至る 

(注)２ 
(1)1,400

(2)－ 

(3)4,662

取締役 瀬林 寿志 1967年8月20日 

1986年4月 

2017年5月 

2018年4月 

2018年10月 

2021年1月 

 

2021年4月 

 

2021年11月 

2021年12月 

中京銀行入行 

同行総合企画部長 

同行大曽根支店長 

同行大曽根支店長兼営業統括部主席推進役 

同行大曽根支店長兼上飯田支店長兼営業統

括部主席推進役 

同行大曽根支店長兼上飯田支店長兼営業推

進部営業店支援グループ主席推進役 

同行大曽根支店長兼上飯田支店長 

同行執行役員総合企画部長 

現在に至る 

(注)２ 
(1)－ 

 (2)3,208

(3)3,208

取締役（監

査等委員） 
加藤 政宏 1961年12月18日 

1985年4月 

2007年10月 

2010年1月 

2012年10月 

2014年6月 

2020年6月 

愛知銀行入行 

同行赤池支店長 

同行当知支店長 

同行金山支店長 

同行経営管理部副部長 

同行取締役監査等委員に就任 

現在に至る 

(注)２ 
(1)1,300

(2)－ 

(3)4,329

取締役（監

査等委員） 
江本 𣳾敏 1955年1月28日 

1990年4月 

1992年3月 

1992年4月 

1992年4月 

1997年3月 

1997年4月 

2007年10月 

 

2009年9月 

 

2016年4月 

2017年3月 

2018年6月 

最高裁判所司法研修所入所 

最高裁判所司法研修所退所 

弁護士登録 

不二法律事務所入所 

不二法律事務所退所 

江本法律事務所開業 

名古屋家庭裁判所家事調停官（非常勤裁判

官）に就任 

名古屋家庭裁判所家事調停官（非常勤裁判

官）を退任 

愛知県弁護士会監事に就任 

愛知県弁護士会監事を退任 

愛知銀行取締役監査等委員に就任 

現在に至る 

（重要な兼職の状況） 

江本法律事務所所長 

(注)３ 
(1)300

(2)－ 

(3)999

取締役（監

査等委員） 
柴田 雄己 1950年1月11日 

1973年4月 

2000年6月 

2004年6月 

2005年7月 

 

2006年7月 

2007年6月 

2009年6月 

2010年6月 

2011年6月 

2012年6月 

2013年6月 

2016年6月 

2019年6月 

 

名古屋鉄道株式会社入社 

同社東京支社長 

同社取締役関連事業部部長 

同社取締役鉄道事業本部副本部長兼企画管

理部長 

同社取締役経営企画部長 

同社常務取締役 

同社専務取締役 

同社専務取締役鉄道事業本部長 

同社代表取締役副社長 

名鉄運輸株式会社代表取締役副社長 

同社代表取締役社長 

同社相談役 

中京銀行社外取締役 

現在に至る 

(注)３ 
(1)－

(2)－

(3)－
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取締役（監

査等委員） 
村田 知英子 1959年9月16日 

1982年4月 

2015年7月 

2016年7月 

2017年7月 

2018年7月 

2019年7月 

2020年7月 

2020年8月 
2022年6月 

名古屋国税局採用 

大垣税務署 署長 

名古屋国税局 調査部 調査開発課長 

同 総務部 会計課長 

同 総務部 次長 

名古屋中税務署 署長 

退職 

税理士登録、村田知英子税理士事務所開業 

愛知銀行取締役監査等委員に就任 

現在に至る 

（重要な兼職の状況） 

村田知英子税理士事務所 所長 

(注)３ 
(1)－

(2)－

(3)－

取締役（監

査等委員） 
栗本 幸子 1948年5月13日 

1971年4月 

2004年4月 

2007年4月 

2009年4月 

 

2011年4月 

2012年4月 

2016年4月 

2020年6月 

 

愛知県庁入庁 

愛知県監査委員事務局長 

愛知県愛知芸術文化センター長 

公益財団法人あいち男女共同参画財団理事

長 

公益財団法人愛知県国際交流協会評議員 

社会福祉法人愛知県厚生事業団理事 

愛知県行政不服審査会委員 

中京銀行社外監査役 

現在に至る 

（重要な兼職の状況） 

公益財団法人愛知県国際交流協会評議員 

社会福祉法人愛知県厚生事業団理事 

(注)３ 
(1)－

(2)－

(3)－

取締役（監

査等委員） 
我妻 巧 1958年4月24日 

1981年4月 

1999年4月 

2004年4月 

 

2007年4月 

 

2008年4月 

 

2010年4月 

 

2013年4月 

 

2015年6月 

 

2016年6月 

 

2018年3月 

 

2018年4月 

 

2019年4月 

 

2021年4月 

2021年6月 

株式会社インテック入社 

株式会社インテック 中部営業所長 

株式会社インテック 第一金融ソリューシ

ョン部長 

株式会社インテック 第二金融ビジネス事

業部長 

株式会社インテック 北陸地区本部 金融

システム部長 

株式会社インテック 理事 中部地区本部

副本部長 

株式会社インテック 執行役員 第二金融

ソリューション事業本部長 

北国インテックサービス株式会社 常務取

締役 総務部長 

北国インテックサービス株式会社 代表取

締役社長 

北国インテックサービス株式会社 代表取

締役社長退任 

株式会社インテック 常務執行役員 中部

地区本部長 

株式会社インテック 常務執行役員 北陸

産業事業本部長 

株式会社インテック 顧問 

株式会社インテック 常勤監査役 

現在に至る 

（重要な兼職の状況） 

株式会社インテック 常勤監査役 

株式会社アイ・ユー・ケイ 監査役 

(注)３ 

(1)－

(2)－

(3)－

計   

(1) 9,800

(2) 8,623

(3)41,257

(注) １ 江本𣳾敏氏、柴田雄己氏、村田知英子氏、栗本幸子氏及び我妻巧氏は、社外取締役であり

ます。 

２ 監査等委員でない取締役の任期は、当社の設立日である2022年10月３日から2023年３月期

に係る定時株主総会終結の時までであります。 

３ 監査等委員である取締役の任期は、当社の設立日である2022年10月３日から2024年３月期

に係る定時株主総会終結の時までであります。 
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４ 所有する愛知銀行の株式数及び中京銀行の株式数は、2022年３月31日現在の所有状況に基

づいて記載しており、また、割り当てられる当社の株式数は、当該所有状況に基づき、株

式移転比率を勘案して記載しております。なお、実際に割り当てられる当社の株式数は、

当社の設立日の直前までの所有株式数に応じて変動することがあります。 

５ 役職名は、本報告書提出日現在において予定されている役職名を記載しております。 
 

② 社外役員の状況 

当社は、取締役 15 名のうち５名を社外取締役とする予定です。社外取締役と当社との

人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係並びに当該社外取締役が当社の企

業統治において果たす機能及び役割は、以下のとおりです。 

氏名 
人的関係、資本的関係又は 

取引関係その他の利害関係 

企業統治において果たす機能及び

役割 

江本 𣳾敏 

資本的関係（社外取締役による

当社株式の保有）については、

「①役員一覧」に記載のとおり

です。人的関係、取引関係その

他の利害関係が生じる予定は

ありません。 

同氏は、弁護士としての専門的な

法務知識と幅広い経験を有してお

り、監査等委員である社外取締役

として経営に対する助言・監督等

に活かしていただくことを期待し

ております。 

同氏は、過去に社外役員となること

以外の方法で会社の経営に関与さ

れた経験はありませんが、上記の理

由により当社の監査等委員である

取締役として職務を適切に遂行で

きると判断いたしました。 

柴田 雄己 

人的関係、資本的関係または取

引関係その他の利害関係が生

じる予定はありません。 

同氏は、名古屋鉄道株式会社代表取

締役副社長、名鉄運輸株式会社代表

取締役社長等の要職を歴任され、現

在は中京銀行の社外取締役として

実践的な視点から取締役会の議案、

審議について、的確な助言、提言を

行っていただいております。同氏の

会社経営の豊富な経験と高い見識

に基づく助言、提言をいただけるこ

とを期待しております。 

上記の理由により、当社の監査等委

員である取締役としての職務を適

切に遂行できると判断いたしまし

た。 
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村田 知英子 

人的関係、資本的関係または取

引関係その他の利害関係が生

じる予定はありません。 

同氏は、名古屋国税局採用後、国税

局の要職、税務署長などを歴任し、

豊富な税務や会計知識を有してお

ります。現役の税理士であり、社外

取締役として、銀行の税務及び会

計処理方法についての意見やアド

バイスをいただくと共に、財務の

正確性や透明性確保に貢献してい

ただけることを期待しておりま

す。 

上記の理由により当社の監査等委

員である取締役として職務を適切

に遂行できると判断いたしました。 

栗本 幸子 

人的関係、資本的関係または取

引関係その他の利害関係が生

じる予定はありません。 

同氏は、長年に亘り愛知県の行政に

携わり、現在は中京銀行の社外監査

役として、その経験、見識を活かし

た大変有意義なアドバイスをいた

だいております。長らく愛知県行政

の中枢に携わってこられた豊富な

経験に基づく幅広い見地から、助

言、提言をいただけることを期待し

ております。 

同氏は、過去に社外役員となること

以外の方法で会社の経営に関与さ

れた経験はありませんが、上記の理

由により、当社の監査等委員である

取締役としての職務を適切に遂行

できると判断いたしました。 

我妻 巧 

人的関係、資本的関係または取

引関係その他の利害関係が生

じる予定はありません。 

同氏は、長年にわたり TIS インテ

ックグループの株式会社インテッ

ク及び北国インテックサービス株

式会社において経営の要職を歴任

されています。IT・システム分野の

経験・見識を活かした提言と監査

役経験に基づき当社の監査等委員

である取締役として経営に対する

監督機能を発揮していただけるこ
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とを期待しております。 

上記の理由により当社の監査等委

員である取締役として職務を適切

に遂行できると判断いたしました。 

 

ア 社外取締役の独立性に関する基準又は方針の内容 

当社は新設会社であり、社外取締役の独立性に関する基準は定めておりませんが、当社

の完全子会社となる愛知銀行及び中京銀行では、社外役員を選任するための独立性に関す

る基準を定めており、一般株主と利益相反が生じるおそれのないよう独立性の確保を重視

しております。 

当社においても同様の考え方で社外取締役を選任する予定であり、東京証券取引所及び

名古屋証券取引所の独立性に関する判断基準を踏まえ独立役員を選任・確保していく方針

としております。 

イ 社外取締役の選任状況に関する考え方 

社外取締役の５名は、いずれも一般株主と利益相反のおそれがなく、かつ、専門知識・

経験を有することから、独立した立場から客観性・中立性を確保しつつ、経営を監督ある

いは監視する機能を十分に発揮できるものと認識しております。また、社外取締役が複数

名選任されることで、発言しやすい環境が整備され、その役割・責務を十分に果たすこと

ができる体制であると考えております。 

 

③ 社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互

連携並びに内部統制部門との関係 

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況については、監査等委員会と内部

監査部門（監査部）及び会計監査人（有限責任あずさ監査法人）は、定例的な会合を行い

情報を共有するなど、緊密な連携を図る体制としております。 
 

(3) 【監査の状況】 

① 監査等委員会監査又は監査役監査の状況 

当社につきましては、新設会社であるため、該当事項はありません。当社の完全子会社

となる愛知銀行及び中京銀行につきましては、以下のとおりです。 

ア 愛知銀行 

イ．監査等委員監査の組織、人員及び手続 

監査等委員会は、常勤（社内）監査等委員１名及び非常勤（社外）監査等委員４

名の計５名で構成され、そのうち桂川明氏は桂川明税理士事務所代表として税理

士資格を有しており、また、林俊保氏は株式会社松坂屋及びＪ．フロントリテイ

リング株式会社において財務責任者等の要職を歴任するなど、両者は財務及び会

計に関する相当程度の知見を有しております。 

なお、監査等委員会は、監査等委員の職務を補助するため、監査等委員会事務
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局を設置し、専任のスタッフ１名を配置しております。 

 

ロ．監査等委員会の活動状況 

監査等委員会は、原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時に開催

しております。当事業年度においては17回開催され、１回あたりの所要時間（平

均）は約37分でした。 

個々の監査等委員の出席状況については以下のとおりであります。 

役 職 氏 名 出席状況(出席率) 

監査等委員(社内・常勤) 加藤 政宏 17回／17回(100％) 

監査等委員(社外・非常勤) 桂川  明 17回／17回(100％) 

監査等委員(社外・非常勤) 林  俊保 17回／17回(100％) 

監査等委員(社外・非常勤) 江本 𣳾敏 17回／17回(100％) 

監査等委員(社外・非常勤) 長谷川 康夫 17回／17回(100％) 

 

ハ．監査等委員会の主な検討事項 

監査等委員会では、監査方針及び監査計画の策定、内部統制システムの整備・

運用の状況、会計監査人の再任等の決定及び報酬額等の同意、取締役（監査等委

員である取締役を除く。）選任議案に関する評価及び意見形成、取締役会議案に関

する適法性・妥当性の検証、監査等委員会の実効性評価、常勤監査等委員の職務

執行状況等について、決議・協議・報告を行っております。 

 

ニ．常勤及び非常勤監査等委員の活動状況 

すべての監査等委員は、取締役会のほか経営管理委員会に出席し、議案内容等

の監査を行うとともに必要に応じて意見表明を行っております。 

また、監査部及びコンプライアンス・リスク統括部との情報連絡会議（毎月）、

関連会社の代表者（年１回）及び監査役（半期毎）との情報交換会議を開催し情報

を収集するとともに、代表取締役及び業務執行取締役との意見交換会（半期毎）

を開催し、経営陣に対して提言を行っております。 

会計監査人とも、監査の状況及び結果について適宜、報告を受けるなど緊密な

連携を図っております。 

一方、常勤監査等委員は経営会議、コンプライアンス委員会、リスク管理委員

会等の重要な会議に出席するとともに、重要な決裁書類等の閲覧、営業店及び関

連会社の往査等により業務及び財産の状況を調査し、必要に応じて報告を求めて

おります。 

 

イ 中京銀行 

イ．組織・人員 
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中京銀行の監査役会は、常勤監査役１名と社外監査役２名の計３名で構成され

ております。 

 

ロ．監査役会の活動状況 

監査役会は、取締役会開催に先立ち月次で開催する他、必要に応じて随時開催

しております。当事業年度においては合計16回開催し、１回当たりの所要時間は

約１時間２分でした。個々の監査役の出席状況については、以下のとおりであり

ます。 

 

役 職 氏 名 出席状況(出席率) 

監査役(社内・常勤) 宮崎 淳司 3回／3回(100％) 

監査役(社外・非常勤) 木村 和彦 15回／16回(93％) 

監査役(社外・非常勤) 栗本 幸子 16回／16回(100％) 

監査役(社内・常勤) 前田 明宏 13回／13回(100％) 

 

監査役会では、監査方針、業務分担、監査計画、監査報告、監査の重要事項、取

締役会への監査役会意見の形成、会計監査人の解任又は不再任の決定の方針、会

計監査人の評価、会計監査報酬の同意、監査役スタッフの人事評価、監査費用の

予算等について、協議、決議するとともに、内部通報事案、係争事案、会計監査、

内部監査の状況及び常勤監査役の職務の実行状況等について報告し、意見交換を

行っております。 

 

ハ．監査役の活動状況 

監査役は、取締役会に16回出席（木村監査役出席率93%、他監査役出席率100％）

し、議事運営、決議内容を監査し、必要に応じて意見表明を行っております。ま

た、営業店往査（12回）、本部各部長との意見交換（２回）、会計監査人との定例会

合（５回）及び内部監査部との定例会合（２回）の結果等を踏まえ、代表取締役と

の定例会合（４回）を実施し、監査結果の報告及び経営課題についての意見交換

等を行っております。内部監査部及び会計監査人とは定例会合の他に三様監査連

絡会（２回）を実施し、連携を強化しております。 

常勤監査役は、上記の他に常務会、コンプライアンス常務会、総合リスク管理

委員会、ＡＬＭ委員会等、業務執行や内部管理に関わる重要な会議や委員会に出

席するとともに、重要な書類の閲覧、内部監査及び会計監査の立会い等を行い、

意思決定の過程や業務の執行状況を把握するとともに、適宜必要な助言・提言を

行っております。 

 

② 内部監査の状況 
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当社につきましては、新設会社であるため、該当事項はありません。当社の完全子会社

となる愛知銀行及び中京銀行につきましては、以下のとおりです。 

ア 愛知銀行 

内部監査は、取締役会直轄の組織である監査部 18 名により、本部各部・営業店及び連

結子会社の内部管理体制（リスク管理体制を含む）等の適切性・有効性について内部監査

を実施しております。 

また、監査部長及び常勤の監査等委員は、原則隔月開催されるコンプライアンス委員

会、リスク管理委員会に出席し、必要に応じて意見を述べるほか法令等遵守並びにリス

ク管理の状況について監督を行います。 

なお、監査部と監査等委員とは、毎月の情報連絡会議において、監査部による監査の実

施状況などについて、意見交換を行い、情報の共有化を図っております。 

また、会計監査人（有限責任あずさ監査法人）と監査等委員会、監査部は、定例的な会

合を行い、情報の共有化、意見交換などにより連携を密にし、監査の向上に努めておりま

す。 

 

イ 中京銀行 

中京銀行及び中京銀行の子会社等の業務全般にわたる内部管理・リスク管理態勢の有

効性と適切性の検証を行うため、内部監査部にて被監査部門に対する監査を実施してお

ります。 

内部監査は、取締役会で承認された「内部監査基本規程」「内部監査実施規程」や毎期

定める内部監査計画に基づいて行われ、その結果は取締役会に定期的に報告され、必要

な対策がとれる体制としております。なお内部監査部の人員数は 17 名です。 

内部監査部は、内部監査結果を都度監査役に報告するとともに、内部監査部、会計監査

人及び監査役で三様監査連絡会を開催し、監査計画及びその進捗状況の情報共有を行い、

連携を図っております。 

 

③ 会計監査の状況 

当社は新設する会社であるため、該当事項はありません。 

なお、当社の会計監査人につきましては、有限責任あずさ監査法人を選任する予定で

す。 

 

④ 監査報酬の内容等 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

 

(4) 【役員の報酬等】 

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項 

役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針については、今後策定する予

定であります。 
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役員の報酬等は、株主総会の決議でその限度額を定めたうえで、具体的な報酬等の額に

ついては取締役（監査等委員である取締役を除く。）については取締役会にて決定し、監

査等委員である取締役については、監査等委員会の協議により決定するものとする予定

であります。 

また、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の決定に際しては、報酬委

員会での審議、答申を経ることで、その透明性及び客観性の確保に努めてまいります。 

なお、当社の設立の日から 2023 年３月 31 日で終了する事業年度に係る定時株主総会

終結の時までの期間の取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当社から受け

る財産上の利益の総額は、2022 年６月 24 日に開催された愛知銀行及び中京銀行の定時株

主総会にて承認されており、取締役（監査等委員である取締役を除く。）については年額

260 百万円以内とし、監査等委員である取締役については年額 90 百万円以内とする旨を

定款（附則）に定める予定であります。 

 

② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

 

③ 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者の氏名

又は名称、その権限の内容及び裁量の範囲 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

 

(5) 【株式の保有状況】 

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。 

なお、当社の完全子会社となる両行の株式の保有状況については、両行の有価証券報告

書（愛知銀行においては 2022 年６月 24 日提出、中京銀行においては 2022 年６月 24 日

提出）をご参照ください。 
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第５【経理の状況】 

当社は新設会社であり、本報告書提出日現在において決算期を迎えていないため、該当事項

はありません。 

なお、当社の完全子会社となる両行の経理の状況につきましては、両行の有価証券報告書（愛

知銀行においては 2022 年６月 24 日提出、中京銀行においては 2022 年６月 24 日提出）及び四

半期報告書（愛知銀行については、2022 年８月９日提出、中京銀行においては、2022 年８月

９日提出）をご参照ください。 
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第６【上場申請会社の株式事務の概要】 

当社の株式事務の概要は、以下のとおりとなる予定であります。 

 

事業年度 
４月１日から３月31日まで。但し、最初の事業年度は、当社の設立の日から2023年３

月31日までとする予定です。 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り・

買増し 
 

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 ― 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

当社の公告方法は、電子公告とします。但し、事故その他やむを得ない事由によって

電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。 

公告掲載ＵＲＬ：未定 

株主に対する特典 未定 

(注) 当社定款の定めにより、単元未満株主は、次に掲げる権利以外の権利を行使することがで

きません。 
(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

(2) 会社法第166条第１項の規定により請求をする権利 

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける

権利 

(4) 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを

請求する権利 
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第７【上場申請会社の参考情報】 

１【上場申請会社の親会社等の情報】 

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

 

２【その他の参考情報】 

当社は本報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

① 有価証券届出書（組織再編成・上場）及びその添付書類 

2022年６月８日東海財務局長に提出 

②  訂正届出書（上記有価証券届出書（組織再編成・上場）の訂正届出書 

2022年６月28日東海財務局長に提出 

2022年７月19日東海財務局長に提出 

2022年８月２日東海財務局長に提出 

2022年８月９日東海財務局長に提出 

 

なお、上場申請会社である当社の完全子会社となる予定の両行が、それぞれ最近事業年度の

開始日から本報告書提出日までの間に提出した、有価証券報告書及びその添付書類、四半期報告

書又は半期報告書、臨時報告書並びに訂正報告書は以下のとおりであります。 

 

(1)【組織再編成対象会社が提出した書類】 

①【有価証券報告書及びその添付書類】 

愛知銀行 

事業年度 第113期（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 

2022年６月24日関東財務局長に提出 

 

中京銀行 

事業年度 第116期（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 

2022年６月24日関東財務局長に提出 

 

②【四半期報告書又は半期報告書】 

愛知銀行 

事業年度 第114期第１四半期（自 2022年４月１日 至 2022年６月30日） 

2022年８月９日関東財務局長に提出 

 

中京銀行 

事業年度 第117期第１四半期（自 2022年４月１日 至 2022年６月30日） 

2022年８月９日関東財務局長に提出 
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③【臨時報告書】 

愛知銀行 

 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書 

2022年６月28日関東財務局長に提出 

 

中京銀行 

 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書 

2022年６月28日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書 

2022年７月15日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書 

2022年８月２日関東財務局長に提出 

 

④【訂正報告書】 

愛知銀行 

該当事項はありません。 

 

中京銀行 

 

事業年度第116期有価証券報告書の訂正報告書 

2022年７月15日関東財務局長に提出 

 

(2)【上記書類を縦覧に供している場所】 

愛知銀行 

株式会社愛知銀行 本店 

（名古屋市中区栄三丁目14番12号） 

株式会社愛知銀行 岐阜支店 

（岐阜市神田町九丁目27番地） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄三丁目８番20号） 

 

中京銀行 

株式会社中京銀行 本店 

（名古屋市中区栄三丁目33番13号） 
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株式会社中京銀行 四日市支店 

（三重県四日市市幸町５番18号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄三丁目８番20号） 
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第三部【上場会社の保証会社等の情報】 

該当事項ありません。 
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第四部【上場申請会社の特別情報】 

第１【上場申請会社の最近の財務諸表】 

１【貸借対照表】 

当社は新設会社であり、本報告書提出日現在において決算期を迎えていないため、該当事

項はありません。 

 

２【損益計算書】 

当社は新設会社であり、本報告書提出日現在において決算期を迎えていないため、該当事

項はありません。 

 

３【株主資本等変動計算書】 

当社は新設会社であり、本報告書提出日現在において決算期を迎えていないため、該当事

項はありません。 

 

４【キャッシュ・フロー計算書】 

当社は新設会社であり、本報告書提出日現在において決算期を迎えていないため、該当事

項はありません。 

 

第２【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】 

該当事項ありません。 
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